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1．研究目的 

本研究の目的は、「健やか親子２１（第２次）」の課題である母子保健領域における格差の是

正および母子保健情報の利活用の推進のために、乳幼児健康診査（以下、健診）を中心とした

市町村事業のデータの利活用システムの構築と母子保健情報利活用のガイドライン・マニュ

アルを作成することである。 

2．研究内容 

1） 母子保健情報利活用の推進のための環境整備に関する研究 

2） 妊娠届出から乳幼児健診の情報の入力システムの構築 

3） 母子保健領域における予防、健康増進の視点からのデータベースの構築とシステマティ

ック・レビュー 

4） 健やか親子２１（第２次）に関わる自治体等の取り組みのデータベースの構築運営 

5） 乳幼児健診の個別データ分析 

6） 母子保健情報利活用のためのガイドラインの作成 

 

3．研究概要 

1）母子保健情報利活用の推進のための環境整備に関する研究 

（1）母子保健情報利活用の推進のための環境整備に関する平成 30年度の経過報告 

 「健やか親子２１（第２次）」の課題である母子保健領域における格差の是正および母子

保健情報の利活用の推進のため、平成 28 年度から新たに始まった「母子保健改善のための

母子保健情報利活用に関する研究」班（以下、本研究班）では、乳幼児健診を中心とした自

治体の事業データをより簡便に利活用できるようなシステム、および母子保健関係機関が

連携して母子を支援することができる体制の構築を目指すことを目的としている。本稿で

は、本研究班の 3年間の母子保健情報利活用の推進のための環境整備について、本研究班に

よる検討会議および研修会の実施に関する経過を報告する。 

 平成 28年度は、研究班全体の会議（班会議）を 2 回、「健やか親子２１（第２次）」ホー

ムページに関する全体会議 1 回、「健やかな親子」とは何かの検討、および「健やか親子２

１（第２次）」の更なる推進に関する合宿 1回、会議 1回、出生届時から乳幼児健診の情報

の入力システムの構築に関する進捗状況報告会 1 回、産科医療機関との連携に関する調査

実施に関する打ち合わせ会議 1回、実施した。また、平成 29年度は、研究班全体の会議（班

会議）を 2回、乳幼児健診情報システムの今後に関する打ち合わせ 2回、産科医療機関との

連携に関する調査実施に関する打ち合わせ会議 1 回、研究の進捗状況に関する報告会 1 回
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を実施した。そして、平成 30年度は、研究班全体の会議（班会議）を 2回、「セレクト 2018」

および「ガイドラン」作成に関する合宿を各々1回ずつ実施した。 

 これらの会議を経て、進捗状況を確認しつつ、また情報共有等を行いながら計画を進めて

きた。 

「出生届出時から乳幼児健診の情報の入力システムの構築とモデル事業」としては、福岡

県で特定妊婦とその出生時の実態調査や乳幼児健診データを利用した母子の健康改善のた

めに必要な項目の抽出を行い、今後の他自治体での母子保健情報の利活用が可能となる体

制整備の一助とした。また、産科医療機関と地域との情報共有については、大阪、東京でハ

イリスク妊婦の抽出のための問診票・チェックリストの作成および、産科医療機関と自治体

との連携に関する研究が進められ、産後 1 か月までの縦断データを集積できた。そして、3

年間の母子および小児保健に関するシステマティック・レビューや健康格差に関する検討

の結果と合宿での議論から、「母子保健活動における情報利活用ガイドライン－データヘル

ス時代の母子保健活動の道標－」を作成した。加えて、母子保健に関する研修会の講師とし

て参加したことで、現場の方々の意見や困っていること、疑問に思っていること等を聞くこ

とができ、これらもガイドライン作成への重要な機会となった。また、平成 29 年度に本研

究班主催で開催した、「母子保健情報利活用に関する研修会」での改善点や参加者からの意

見を参考に、平成 30 年度の「平成 30 年度『健やか親子２１（第２次）』と母子保健情報の

利活用についての研修」（厚生労働省主催、一般社団法人日本家族計画協会事務局）では事

前課題として自分たちの実際のデータの分析から解釈までを実践してもらうことで理解度

が深まったと考えられ、母子保健情報利活用の環境基盤の構築が促進できたと考えられる。 

 

（2）第 75～77回日本公衆衛生学会学術総会 自由集会～知ろう・語ろう・取り組もう～ 

一歩先行く 健やか親子２１（第２次） 第 2～4回報告 

本研究班では、毎年秋に開催される日本公衆衛生学会学術総会の際に、「健やか親子２１」

に関する自由集会を平成 13年より毎年開催してきた。平成 27度 4月より新たに「健やか親

子２１（第２次）」が開始されたことに伴い、自由集会でも新たに「～知ろう・語ろう・取

り組もう～一歩先行く 健やか親子２１（第２次）」と題し、第２次の取組について知り、

語り合う機会とすべく当集会を企画してきた。 

第 75回では「母子保健とデータヘルス」、第 76回では「何でも聞いてみよう！母子保健

と個人情報保護法」、そして第 77 回では「健やか親子２１（第２次）の現状と中間評価に向

けて新たな指標を考える」というテーマを設定した。これらのテーマを通し、各自治体での

今後の母子保健計画策定時や、現場の方々が日々の母子保健業務に安心して取り組め、より

円滑に事業が進められるよう、そして、中間評価後に新たに組み込む課題について議論する

こと等を目的とした。 

参加者は、第 75 回 30名、第 76 回 44名、第 77回 32名であった。内容は、第 75回では、

平成 28 年度の夏に実施された平成 28 年度母子保健指導者養成研修等事業（厚生労働省主

催、一般社団法人日本家族計画協会事務局）「平成 28 年度『健やか親子２１（第２次）』と
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母子保健計画の策定と評価、母子保健情報の利活用についての研修」のダイジェスト版とし

て、費用をかけずに母子保健計画を策定する方法や、研修会でご講演いただいた実際に母子

保健計画を作成した自治体の作成方法等を紹介した。第 76 回では、データヘルスとはどう

いうことか、なぜ利活用する必要があるのか、そしてデータ利用時に不安を感じることもあ

る個人情報保護法についての情報の整理および解説を行った。また、現場の方々が日々の母

子保健業務の中で抱いている個人情報に関する疑問や不安についての質疑を受け、解決策

を提示した。そして、第 77 回では、平成 31年度に中間評価を迎える「健やか親子２１（第

２次）」の主な指標の第２次開始以降の動きと現状を紹介し、中間評価後に新たに組み込む

課題について議論することを目的とした。 

いずれの自由集会でも参加者全体で情報共有および情報交換ができ、大変有意義な場とな

ったと考えられる。今後も、このような情報交換および情報共有ができる場を設け、各自治

体での「健やか親子２１（第２次）」をはじめ母子保健事業全体の更なる推進・充実のため

の一助となるよう、情報を発信していきたい。 

 

 （3）妊産婦の継続的支援のための産後ケアの普及と連携に関する研究 

出産施設退院後、乳児健康診査を受診するまでの数ヶ月間、特に育児不安の高まる産後 1

か月の間は、現在行われている新生児訪問や今後支援体制の整備が期待される産後ケア事

業などを中心に、より支援の重点化が望まれている。産後ケア事業については、平成 26年

度妊娠・出産包括支援モデル事業の実施に伴い、市区町村で取り組みが始まっているが、全

国での実施状況はまだ十分とは言えない。さらに、平成 29 年度より産婦健康診査事業が開

始され、産後早期の妊産婦のメンタルヘルス支援について、医療機関と保健センターの連携

をはじめとした切れ目のない支援が求められている。 

そこで、本研究では、産後ケアの普及と関係者間の連携について研究を行っていく。 

平成 28 年度は、日本における産後ケアの実施状況と今後の課題を明確化するための文献

検討を行った。そして、今後の調査フィールドの確保を目指し、産後ケア施設に対し、実施

状況のヒアリングを行った。 

平成 29 年度は、産後ケア事業の普及啓発に係わる事業への協力、産後ケア事業の利用者

評価のためのアンケート項目の検討、妊娠期から子育て期の切れ目ない支援を実践してい

るフィンランドのネウボラ視察を行い、産後ケア事業の推進に向けて、多様な観点から研究

と実践を進めた。 

平成 30 年度においては、妊娠期から育児期までの切れ目のない支援を実現するため、産

後ケア事業の推進や子育て世代包括支援センター設置促進のための研修等への協力、産後

ケア事業の利用者評価に向けた準備等を行った。 

 

（4）都道府県と市町村が協働した地域における母子保健情報の利活用に関する研究 

都道府県と市町村が協働した地域における母子保健情報の利活用を促進するための基礎

的検討を目的として、次の３つのテーマについて研究を実施した。1．市町村における母子
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保健対策の取組状況に関する研究。2．市町村における母子保健対策の連携先に関する研究。

3．健やか親子２１（第２次）県型保健所に関する指標との関連について地域保健・健康増

進事業報告を活用した研究。「健やか親子２１（第２次）」では、都道府県の役割として市町

村等の関係者間の連携を強化することと県型保健所の役割として市町村に対して積極的に

協力・支援することが明記されている。これらの研究により、都道府県は管内市町村がどの

ような母子保健対策を充実させているのか、あるいはどのような機関と連携を図っている

のかを知ること、また、県型保健所は市町村への援助活動や研修を行う場合には健やか親子

２１（第２次）県型保健所に関する指標を考慮して実施することが、効果的な市町村支援に

つながると考えられる。 

 

2）妊娠届出から乳幼児健診の情報の入力システムの構築 

（1）平成 28・29年度における母子保健情報の収集と利活用に向けた乳幼児健診情報システ

ム」の改修に関する報告 

平成 25 年度に実施された「健やか親子２１」の最終評価等に関する検討会において、母

子保健事業母子保健情報の利活用が不十分とされ、「問診内容等情報の地方公共団体間の比

較が困難なこと」、「情報の分析・活用ができていない地方公共団体があること」、「関連機関

の間での情報共有が不十分なこと」という現状課題が挙げられた。地方公共団体における保

健情報の分析・活用や問診内容等情報の地方公共団体間の比較などの促進による母子保健情

報の収集と利活用を多くの市区町村・保健所に広く普及させていくことが重要な課題となっ

ており、これらの課題を受け本研究班では、各市区町村が容易に乳幼児健康診査（以下、乳

幼児健診）データを集積でき、それらのデータの集計および分析を行い、その結果を日々の

事業に役立てる一助となるツールとして、平成 27 年度に「乳幼児健診情報システム」を開

発した。平成 28・29 年度に改修を行ったので報告する。 

  改修点は、平成 28 年度は、推奨問診項目の回答選択肢の変更および、中間・最終評価の

各前年度に調査する必要がある 4 項目の追加、推奨問診項目および追加 4 項目の結果グラ

フ作成機能、各項目の年度推移を示した表とグラフの作成機能、都道府県版における「市区

町村別集計表」で作成されるグラフに推奨問診項目と前述の 4 項目の作成機能の追加を行

った。 

  そして、平成 29 年度には、市区町村版については、これまでは毎年度、各年度の各市区

町村版のシステムを「健やか親子２１（第２次）」のホームページからダウンロードして使

用する様式となっていたが、平成 29 年度の改修では、年度と市区町村を各自で設定できる

よう、汎用性を持たせた。また、都道府県版も同様に、年度と都道府県を自ら設定できるよ

うに変更した。さらに、これまでは、市区町村が集計値のみを都道府県に報告する際、都道

府県のシステムで集計値を入力する「手入力」用のシステムを作成して、配布または都道府

県の担当者が入力していたが、今回の改訂では、市区町村版で個票データを入力するシステ

ムか、集計値を入力するシステムかを選択して作成できるように変更した。また、市区町村

版および都道府県版の結果の年度推移をグラフ化する「年度推移分析結果」については、こ
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れまでは、個票データのみを取り込んでグラフ化していたが、集計値からでもグラフ化でき

るよう対応させた。加えて、都道府県版については、都道府県内市区町村別グラフを作成す

る「市区町村別集計表」があるが、これまでは集計値の報告の場合はグラフにデータを反映

できていなかった。これを今回の改修では個票データによる報告と集計値の報告の両方に

対応するように変更した。 

 

（2）要支援妊婦の抽出を目的とした医療機関における「問診票を用いた情報の把握」および

行政機関との連携方法の開発 

ハイリスク母児（要支援家庭：社会的・精神的な支援が必要な妊婦や家庭）への早期介入

を目的とした妊娠中からの支援方法について検討してきたこれまでの研究結果から、「ハイ

リスク母児を抽出し、妊娠中からの支援を行うためには、行政機関での母子健康手帳交付時

の質問紙調査や面談だけでは不十分で、医療機関や行政機関双方が母の不安について聞き

取り、連携支援することが重要である」と考えられた。そして、以下のような具体的連携方

法を提案した。 

・ 医療機関・行政機関双方で、妊婦への初回コンタクトの際にスクリーニングを行う。 

・ その後、妊婦との定期的なコンタクトがある医療機関が、妊婦健康診査の際に、初期・

中期・後期・分娩直後・産後 2週間健診・産後 1か月健診のタイミングで助産師や看護

師との面談・保健指導を実施し、その都度必要な症例を行政に連絡し、お互いの情報を

フィードバックする。 

・ 支援対象の決定は、行政機関・医療機関において、それぞれ一定の問診票およびチェッ

クリストを使用し、スコア化およびカンファレンスで検討したうえで対象を絞り込む 

・ 連絡の手段としては、妊娠妊婦健康診査受診券を活用し、緊急度の高いものは、電話な

どを利用する。また、合同カンファレンスの開催を検討する。 

・ 行政機関あるいは医療機関への情報提供については、基本的には本人の同意を得る。同

意の得られない対象については、要保護児童対策協議会（要対協）の枠組みを利用し、

「一旦要対協に挙げて医療機関・行政機関で情報共有し検討した後、支援の必要性を検

討する」という方法もある。 

本研究班では、医療機関においてハイリスク母児を有効に抽出する妊娠初期、中期、後期、

産後のツールを構築した。三か所のモデル医療機関でそのツールを使用し、行政と連携する

ためのカットオフ値を作成した。その結果、行政との連携が必要な支援症例を最も効率よく

抽出できるスコアのカットオフ値は、妊娠初期の「7」となった。しかし、妊娠初期では点

数が低かったが、後期、産後に初めて高得点となる例も存在し、妊娠期間を通じて支援の必

要な妊産婦の抽出が必要であると考えられた。一方、妊婦と面談を実際に行っている担当者

とグループインタビューを実施したところ、面談の実施は「妊娠初期」だけでなく、それ以

降も重要であることが明らかになったが、項目の吟味が指摘され、改良が必要であると考え

られた。さらに、精神疾患を有しない妊婦に対する妊娠中の時期として、妊娠 30 週前後の

妊娠後期の有用性も示唆された。開発したツールを全国に展開しその有用性がさらに確認
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されることで、「妊娠期から支援を必要とする妊婦が有効に抽出され、妊娠中から行政機関

と共同して支援に当たることが可能になる」ことが示され、特に 0歳、0か月の子供虐待、

産褥期の母親の自殺や心中を減らすことができることが期待される。 

 

（3）母子保健情報システムの構築と地域モデル研究 

母子保健情報を医療機関と行政（市町村）において共有することは、妊産婦や児を包括的

にケアするために極めて重要である。今回、行政の協力のもとに、宮城県内産科医療機関を

対象とした母子保健との連携状況調査、宮城県内全市町村（35 市町村）を対象とした妊娠

届時の情報収集状況調査、医療機関との連携調査を実施した。さらに、診療所と自治体間に

おける情報共有モデル事業を実施した。 

医療機関における調査では、病院・診療所などの種別において、行政（保健師）との連携

体制に大きな相違を認めた。すなわち、分娩取り扱い施設では、連携体制を構築している医

療機関が多いが、妊婦健診のみの診療所等では、連携が不十分であることが浮き彫りとなっ

た。 

また、自治体における調査では、妊娠届時の情報収集方法・項目は、自治体ごとに大きく

異なっていること、助成券の記載内容の利活用がほとんどなされていないこと、医療機関と

の連携体制の構築が進んでいないことが明らかとなった。 

診療所と自治体における情報共有モデル事業では、日々の臨床業務の範囲を大きく超える

ことなく事業を推進することが不能であった。これらのことから、個人情報の取り扱いや医

療リソースの限定的な施設における介入研究の困難性が浮き彫りとなった。 

今後、母子保健情報の収集項目の課題を明らかにすると共に、医療機関と自治体との、地

域における情報共有体制を実装することが強く求められる。 

 

（4）すべての子どもを対象とした要支援情報の把握と一元化に関する研究 

  機会あるごとに把握される“支援を要する（親）子”をフォローしていく方式ではなく、

妊娠届出時から思春期まで全ての親子の母子保健情報を集積していく方式を市町村にて構

築するにあたっての課題を抽出するための介入研究を行った。大きな柱は二本あり、それら

は①支援度を判定するためのプログラム（計算式）開発と、②プログラムによる支援度と実

際の保健師の支援状況（妊娠期～1歳 6か月健診時）の関連分析である。これらから、支援

情報の合理的・継続的な集積に関する課題とそれらを利活用した保健師等の保健活動への

寄与のあり方を考察した。 

 

（5）自治体における乳幼児健診情報利活用方法における人材育成手法の検討 

妊娠届出時から妊娠期間、出産、産後、乳幼児健診に至る切れ目ない母子保健サービス提

供のためには、母子保健情報の入力・集計・分析に至るプロセスが欠かせない。情報分析シ

ステムの構築に加え、そのデータを利活用するための研修プログラムを作成し、システム運

用を可能とする人材育成システムを同時に稼働させることで、はじめて母子保健情報の利
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活用が可能になる。地域における母子保健課題の解決に資するため、本研究班では平成 28

年度に自治体・都道府県における各項目の年次推移を容易に把握できる機能を追加した乳

幼児健診情報の入力・集計システムを各都道府県、自治体へ提供しており、平成 29年度は

自治体の母子保健担当者が現場で利活用できる研修開発内容について検討し、平成 30 年度

は神奈川県内で実際に研修を活用する手法やデータ利活用のニーズ調査及び分析指導を行

ったので報告する。 

本研究班では、平成 29年度に東京都と沖縄県の二つの自治体において市区町村、都道府

県の母子保健担当者が、自治体で保有しているデータを利活用する意義を理解し、集計や分

析の方法を習得し、結果から得られた情報を解釈できるようになることを目的とした研修

会を開催した。研修では、乳幼児健診で取得する健やか親子２１（第２次）の指標を個別デ

ータとして収集し、指標間の関連、使用に関連する要因分析を行うことを目的とした。この

分析方法等に関するマニュアルと研修手法について、第一回の沖縄県での研修におけるフ

ィードバックを活かし、東京都での研修に反映させた。 

最終年度である平成 30年度は、今回の研修会内容とアンケートの記述部分の意見を参考

に、どのような研修会がより効果的であるのかヒアリングを行い、研修ニーズを精査した。

また、全国の自治体から乳幼児健診で取得する健やか親子２１（第２次）の指標をふまえ

た個別データが提供されており、本研究班では、厚生労働省子ども家庭局母子保健課が収

集した個別データの分析を行うこととなっているため、提供された各自治体のデータを自

ら利活用できるよう分析指導ならびに現場の実情に合わせた分析手法マニュアルの作成と

研修企画立案を行った。 

 

3）母子保健領域における予防、健康増進の視点からのデータベースの構築とシステマ

ティック・レビュー 

（1）小児保健・医療領域における積極的予防に関する系統的レビュー 

小児期の健康増進には、特定の疾患の診断・治療だけではなく、一般集団を対象とした予

防的介入が有効となり得る。本研究では、コクラン（Cochrane Database of Systematic 

Reviews）及びキャンベル（Campbell Library）の 2 つのデータベースを用いて、学校およ

び家庭・地域・クリニック等で実施されている子どもの健康課題に関する介入研究のオーバ

ービュー・レビューを行った。その結果、感染症、アレルギー疾患、問題行動、メンタルヘ

ルス、栄養・運動等の生活習慣の改善、歯科、事故・けが予防、リプロダクティブ・ヘルス、

喫煙・飲酒・薬物予防などに関する介入プログラムが報告されていた。小児期における予防

的介入は、生涯の健康増進にも寄与する可能性があるため、関連のエビデンス整理が今後も

必要である。 

 

4）健やか親子２１（第２次）に関わる自治体等の取り組みのデータベースの構築運営 

（1）平成 28～30年度における「取り組みのデータベース」および「母子保健・医療情報デ

ータベース」の展開 
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本研究班では、「健やか親子２１」が開始された平成 13 年より、「健やか親子２１」の推

進を目指し、母子保健サービス実施の情報収集と共有体制の整備のため、公式ホームページ

を構築し、運営してきた。また、「健やか親子２１（第２次）」の開始に伴い、本研究班では

平成 27 年 4 月 1 日から新たに「健やか親子２１（第２次）」ホームページの運用を開始し

た。ホームページは平成 27 年 11 月 1日から「平成 27年度「健やか親子２１（第２次）」普

及啓発業務」受託者（株式会社小学館集英社プロダクション）（以下、株式会社小学館集英

社プロダクション）に移行されたが、「取り組みのデータベース」および「母子保健・医療

情報データベース」に関しては、引き続き本研究班が運営を行っている。第１次の時から「取

り組みのデータベース」は、全国の団体や自治体から「健やか親子２１」に関連する多くの

母子保健事業が登録され、各自治体で事業計画を立案する際には、登録されている事業を検

索でき参考にすることができるツールとして活用されてきた。また、「母子保健・医療情報

データベース」は、専門職における利用度の高いツールとして好評を得てきた。 

平成 29 年 3 月 15 日現在の「取り組みのデータベース」への登録団体は、841 団体であ

り、事業の登録件数は、1,696 件であった。翌年の平成 30年 3月 28日現在では、1,067団

体、2,085 件、平成 30 年 7 月 13 日現在では、1,168 団体、2,193 件であった。最も登録が

多かった課題は、いずれの年度も基盤課題Ａ（切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策）で

あった。「母子保健・医療情報データベース」は、第１次から引き続き、一定のアクセス数

を得ており、母子保健関係者への重要な情報提供のツールとなっていると考えられる。 

 

（2）セレクト 2018 の作成について 

「健やか親子２１（第２次）」が開始されてから 4 年が経過し、多くの自治体から様々な

事業が「取り組みのデータベース」に登録されてきた。そこで、「取り組みのデータベース」

をより一層ご利用いただくため、他の自治体の取り組みを知ることで自分たちが現在取り

組んでいる事業と比較し、評価や見直しの助けになり、更に充実した母子保健活動に繋がる

一助としていただくため、そして、新規事業の立ち上げや現事業の見直しの際にも参考にし

ていただくため、一定の基準を設け選抜した事業を掲載する「セレクト 2018」を作成し、全

国の自治体へ紹介することとした。 

「健やか親子２１（第２次）」が始まった平成 27年度以降、平成 30年 7 月までに「取り

組みのデータベース」には 2,193 件の事業が登録されていた。その中から、評価まで含めた

充実した事業、先駆的な事業、新奇性のあるユニークな事業、PDCA サイクルに基づいて事

業を実施している事業を選抜し、81 件の事業を選抜した。さらに、事業を実施している自

治体に掲載許可の確認をとり許可が得られた 64件を最終的に掲載することとした。 

今回のセレクト 2018 作成過程を経て、これまでの事業から比較すると、評価を行ってい

る自治体が増え、育てにくさを感じる児への支援や虐待防止対策に関する事業が充実した

ように感じられた。しかし、母子保健活動の全てにエビデンスがあるわけではないが、特に

新しい課題に対する事業にはエビデンスがないものが多くある。そのため、事業評価を行

い、科学的根拠（エビデンス）が作られることが期待される。また、今回のセレクト 2018が
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全国の自治体の関係者の目に留まり、各自治体の今後の事業実施等の参考の一助となるこ

とを期待する。 

 

5）乳幼児健診の個別データ分析 

（1）乳幼児健康診査事業の評価指標データの利活用に関する研究 

母子保健情報の利活用において、乳幼児健康診査（以下、健診）事業で得られるデータの

活用は重要な課題である。今回、標準的な乳幼児健診モデルを検討している研究班から示さ

れた疾病スクリーニングの精度管理指標である「フォローアップ率」、「発見率」および「陽

性的中率」の利活用について検討した。対象は、愛知県保健所管内 48 市町村と 3 中核市の

平成 27 年度の 3～4 か月児健診受診者のうち、「股関節開排制限」の項目で「所見あり」と

判定されたケースで、平成 28 年 10 月までに健診後のフォローアップとして市町村が把握

した情報を集積した。 

対象 51市町村の 3～4か月児健診を受診した 40,583 人中「所見あり」と報告されたのは

856 人（2.1%）であり、このうち医療機関紹介となった 722例をフォローアップ対象例とし

て分析した。フォローアップ率は全体で 95.8%と評価に耐えうるデータであった。 

 発見率と陽性的中率の分析においては、フォローアップ対象者数が多く、正確な診断名が

把握された症例数が多いと判断した自治体のデータと乳児股関節脱臼や臼蓋形成不全の疫

学的な罹患頻度を参考として、標準的な発見率と陽性的中率を推定した。その値との比較か

ら各市町村の状況を分析する考え方を提示することができた。平成 30 年度現在、これらの

数値指標は少なくとも愛知県、静岡県で導入が予定されており、今後の全国展開が期待され

る。 

 

（2）乳幼児健康診査データを活用した母子の保健課題に関する研究 

【目的】 

母子保健情報利活用を推進する目的で、平成 28年度から平成 30年度にかけて、福岡県に

おける、1）社会的ハイリスク妊婦の実態調査、2）母親（産後 1か月）の抑うつ感情と 5年

後の母親の育児不安感・疲弊感と子どもの発達の関係、3）5 歳時の子どもの発達に影響を

及ぼす環境因子と周産期因子、4）5 歳時の子どもの発達に影響を及ぼす睡眠環境について

解析を行った。また、5）平成 28 年度子ども子育て支援調査事業で得られた中高生 2万人の

アンケート結果を二次利用して思春期の希死念慮に影響を与える因子を解析した。 

 

【方法】 

1） 医療人口 13 万人を対象とした 1 医療機関で 2013 年 1 月から 2016 年 12 月末までの 4

年間に延べ 2,342 件の出産があり、社会的ハイリスク妊婦の発生数、社会的ハイリスク

妊婦の要件と状況、社会的ハイリスク妊婦から出生した児への介入の有無について調査

した。 

2） 平成 22 年度または 23 年度に出生し、福岡市医師会方式の１か月乳幼児健康診査を受
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診し、5 年後の平成 27 年度または 28 年度の同５歳乳幼児健康診査も受診した 1,159

名。解析項目は１か月乳幼児健康診査問診票で抑うつ感情の有無と、5歳乳幼児健康診

査問診票で育児感情（疲弊感、不安感）と、子どもの気になる行動の有無を比較した。 

3） 平成 27 年度または 28 年度に、福岡市医師会方式の５歳乳幼児健康診査を受診した

8,689名を対象とした。5歳乳幼児健康診査票に記載のあった気になる行動（不安症状、

発達関連行動、習癖、排泄の問題）と環境因子（両親の喫煙、育児相談の有無、父親の

育児協力、出生順位等）および母子手帳から得られた周産期因子（在胎週数、出世時体

重、出生時異常の有無等）の関係のリスク比の検討を行った。 

4） 上記 3）の対象者に対して、5 歳乳幼児健康診査票に記載のあった気になる上記行動と

5歳時の睡眠習慣（就寝時間、起床時間、睡眠時間）を比較した。さらに睡眠に影響を

与える環境因子を解析した。 

5） 平成 28 年度に中高生 22,419 名に実施した思春期の保健課題に関するアンケート調査

から希死念慮に影響を与える因子を Logistic regression analysis で解析した。 

【結果】 

1） 社会的ハイリスク妊婦の頻度は 2,342 件のうち 538 件(23%)であった。社会的ハイリス

ク妊婦の要件（重複あり）は経済的問題が 258 例、心身の不調が 139 例、若年妊娠が

112 例、多胎妊娠が 90例、妊娠葛藤の吐露が 73例、妊娠後期に妊婦健診を初回受診し

た症例や妊婦検診未受診が合わせて 64例であった。院内虐待防止委員会介入症例が 71

例、児童相談所介入症例が 55 例、乳児院入所例が 22 例、退院後の不審死を 4 例認め

た。 

2） １か月乳幼児健康診査に「最近お母さんが、気分がすぐれない、何もやる気がない、涙

もろくなったなどがありますか？」の抑うつ感情を認めた群 296 名（27.4%）は認めな

かった群 784 名（72.6%）に比べ優位に 5歳時の養育において育児疲弊感（抑うつ群 90

名、非抑うつ群 151 名）を有意に認めた（p<0.01）。育児の不安感についても 5歳時の

養育において育児の心配を認めた者は、抑うつ群 61名、非抑うつ群 70名で有意差を認

めた（p<0.01）。気になる子どもの行動も抑うつ群 111 名、非抑うつ群 209名で有意差

を認めた（p<0.01）。 

3） 育児の相談相手なしや、父親の育児協力がなしは、母親から離れられないことや、怖が

るなどの不安症状のリスクが有意に高く（リスク比 2.5-8.4）、両親とくに母親の妊娠

期、現在の喫煙は、発達関連行動（落ちつきなし、聞き分けがない等）のリスクが有意

に高かった（リスク比 2.4-3.9）。 

4） 就寝時間が遅い子どもは有意に問題行動を認めたが、睡眠時間は悪影響を及ぼさなかっ

た。長いテレビ視聴、現在の母親の喫煙などの環境因子は、子どもの行動に重大な悪影

響があり、また就寝時間と睡眠時間に重大な悪影響を認めた。 

5） 死にたいと考えたことのある頻度は男性 21.6%、女性 28.5%に認め、過去に試みたと回

答したものは、男性 3.5%、女性 6.6%であった。ネットでいじめられたことある経験が

オッズ 3.1とリスクを高めた。 
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【考察】 

社会的ハイリスク妊婦の頻度は地域によって異なるが明確なハイリスクの要件が定まっ

ていないことが原因と思われる。全妊娠の 10-20%を占めると思われるが、優先的な支援を

決定する因子の抽出などが今後必要である。ハイリスク妊婦の因子のひとつである母親の

精神疾患、とくに母親の産後の抑うつ感情は遠隔期（子どもの 5 歳時）において育児不安

感、疲弊感を呈する傾向が強く、さらに子どもの気になる行動を呈する傾向があるため、産

後に抑うつ感情を認める場合には、長期の母子支援が必要である。また妊娠期や養育期の喫

煙や、相談相手の不在、父親の育児協力がない場合は、不安や発達などの気になる行動を呈

するリスク比が有意であり育てにくさの要因になっていることが示唆される。母子保健指

導として、家族の禁煙促進や家族の積極的な育児支援を保健師、医師などの医療従事者が行

っていく必要がある。また、乳幼児期の望ましい睡眠習慣は、子どもの発達や情緒に影響を

与え育てにくさの要因となっている可能性が強く、望ましい睡眠習慣を促していくことが

必要である。母子保健の情報を利活用し、育児指導、育児支援を行っていくことと同時に妊

娠出産を経験する前の思春期の保健指導も重要である。 

 

（3）子どもの健康づくりに向けた地域社会デザインに関する研究：家庭内での喫煙と事故

防止を事例として 

地域の社会環境は子育て中の世帯の生活を変え、子どもの健康にも影響する。地域の社会

経済状況に加え、地域の社会関係の豊かさを示すソーシャル・キャピタルや、自治体の子育

てや健やか親子２１関連の施策の状況である。本分担班では、関連する 2 つの研究を行っ

た。 

まず、2013 年「親と子の健康調査度アンケート」に回答した 453 市区町村のデータと、

1.6 歳児健診、3 歳児健診のいずれかを受診しアンケートに回答した児の母親のデータを市

町村単位でリンケージした。子育てサークル参加割合や 2 種以上の相談相手がいる女性割

合を地域レベルの子育て関連のソーシャル・キャピタルの指標として用いてマルチレベル

分析をしたところ、ソーシャル・キャピタルが豊かな地域に住む母親ほど、そうでない地域

の者に比べて子育て中の喫煙が少なく、その関係は個人が持つ実際の社会的つながりの量

とは独立しており、世帯の経済状況による効果の差も見られなかった。 

また、同様に自治体データと 1 歳 6 か月児の親のアンケート回答データをつなげて分析

したところ、3，4 か月健診時にチェックリストを用いた事故予防対策事業を実施している

自治体では、1歳 6か月児の母親の事故予防行動について、タバコや灰皿を子どもの手の届

くところに置いたままにする親の行動が 50％、あめ玉やピーナッツなどを子どもの手の届

くところに置いたままにする行動が 45％、チャイルドシート未設置が 28％、お風呂のドア

を子どもが開けられるままにする行動が 15％、それぞれ抑制されていた。「産後うつ対策事

業」「親と子の心の健康づくり対策事業」「児童虐待の発生予防対策事業」については親の事

故防止行動とは統計的に明確な関連は見られなかった。 

子育て中の地域の親が助け合える社会関係を構築できるように、フォーマル・インフォー
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マルの多様な組織連携をすることや、親にとってわかりやすく対応を理解しやすいチェッ

クシート形式の教育ツールを活用することが、親の望ましい子育て行動を促す可能性が示

唆された。これらの知見をもとに、子育て世代も対象とした全世代型の地域包括ケアを推進

することが期待される。 

 

（4）「乳幼児健診情報の利活用方法に関する研修会」実施に関する報告 

平成 25 年度に実施された「健やか親子２１」の最終評価等に関する検討会において、母

子保健事業母子保健情報の利活用は不十分と評価された。この結果を受け、平成 27 年度か

ら開始された「健やか親子２１（第２次）」では、母子保健事業の推進に当たっては、事業

で把握した情報を分析し、施策の取組状況を評価することの重要性を示している。そこで本

研究班では、市区町村、都道府県の母子保健担当者が、自治体で保有しているデータを利活

用する意義と集計や分析の方法、結果から得られた情報を解釈できるようになることを目

的とした研修会を開催することとした。 

 研修会は、平成 30 年 3月 5日（月）に沖縄会場で、3月 10日（土）に東京会場で実施す

ることとした。研修会内容は、情報の利活用の意義等に関する講演と、実際にエクセルを使

用して分析過程を体験する演習とした。講師は、本研究班研究代表の山縣然太朗（山梨大学）

が講演部分を担当し、演習部分は本研究班研究協力者の篠原亮次（健康科学大学）が担当す

るとした。 

参加者は、沖縄会場では 63人（事前申込 68人）、東京会場では 74人（事前申込 74人）

であった。アンケート結果より、講義及び演習のいずれも約 90％が分かりやすかった、理

解できたと回答しており、満足度は高い内容であったと考えられる。 

 

（5）「健やか親子２１（第２次）」の中間評価に向けた目標を掲げた指標に関する調査研究

の進捗報告 

平成 27年度より開始された「健やか親子２１（第２次）」は、平成 31年度に中間評価が

実施される予定である。中間評価にあたっては、市区町村が日常の母子保健業務で収集して

いる乳幼児健康診査（以下、乳幼児健診）における必須問診項目（15項目）の集計値が用い

られることになっている。しかしながら、集計値のみの報告では、各指標や指標に関連する

要因の詳細な分析は不可能である。そこで、必須問診項目の個別データを厚生労働省子ども

家庭局母子保健課が全国の協力可能な自治体から収集し、本研究班で指標および関連要因

を含んだ詳細な分析を行うこととした。 

平成 30年 2月上旬までの期間に全国 294市区町村からデータの提供があった。データク

リーニング後、全国データのデータセットを作成した。分析は、当初は本研究班で行う計画

であったが、「平成 30 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「健やか親子２１（第２

次）」中間評価を見据えた調査研究事業（国立大学法人 山梨大学 実施責任者：山縣然太

朗）」において中間評価に向けた分析等を行うこととなったため、本研究班では実施しない

こととなった。しかしながら、ご提供いただいたデータの還元については、本研究班で各自
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治体用の全国・都道府県・市区町村ごとの全提供データの指標での集計表とクロス集計表を

作成し、還元作業を実施している。 

 

6）母子保健情報利活用のためのガイドラインの作成 

（1）母子保健活動における情報利活用ガイドラインの策定 

「母子保健活動における情報利活用ガイドライン」を作成した。等研究では健やか親子２

１の推進のために、母子保健情報の利活用に関する研究を長期にわたって実施している。乳

幼児健診情報入力システムの開発や母子保健情報データベースの構築・運営、地域での健や

か親子２１に関する取り組みのデータベースの構築・運営などを行い、これらを用いた情報

の利活用に関する研究発表や研修会を通じて、自治体の乳幼児健診をはじめとする情報の

利活用の基盤整備、推進の関する知見を得てきた。その成果として、自治体で活用できる母

子保健情報の利活用について本ガイドラインを作成した。 

執筆陣は母子保健情報の利活用に関する研究班のメンバーとして活動してきた研究者、実

践者で、公衆衛生学、疫学、統計学、小児科学、産婦人科学、看護学、学校保健学、栄養学

のなどの専門性に加えて、医療機関、保健所等での実践経験がある。執筆にあたっては、自

治体における母子保健情報の利活用の状況、課題等を踏まえたわかりやすいガイドライン

となることを心掛けた。 

 

4．結論 

1）母子保健情報利活用の推進のための環境整備に関する研究 

本研究班では、「出生届出時から乳幼児健診の情報の入力システムの構築とモデル事業」

「母子保健領域における予防、健康増進の視点からのデータベースの構築とシステマティ

ック・ビュー」「『健やか親子２１（第２次）』に係る自治体等の取り組みのデータベースの

構築・運営」「乳幼児健診の個別データ分析と標準化」「母子保健情報利活用のためのガイド

ラインの作成」の 5つの計画を達成するべく、各年度の第 1回目の班会議では研究班の方向

性を共有し、年度最後の班会議ではその年度の研究結果を報告した。 

また、毎年秋に開催される日本公衆衛生学会学術総会において「健やか親子２１」に関す

る自由集会を毎年開催し、第 75 回では「母子保健とデータヘルス」、第 76回では「何でも

聞いてみよう！母子保健と個人情報保護法」、そして第 77 回では「健やか親子２１（第２

次）の現状と中間評価に向けて新たな指標を考える」というテーマで開催した。いずれの自

由集会でも参加者全体で情報共有および情報交換ができ、大変有意義な場となったと考え

られる。今後も、このような情報交換および情報共有ができる場を設け、各自治体での「健

やか親子２１（第２次）」をはじめ母子保健事業全体の更なる推進・充実のための一助とな

るよう、情報を発信していきたい。 

妊産婦を取り巻く環境の整備として、妊産婦への継続的な支援のための産後ケア事業につ

いて産後ケアの普及と連携についての研究を進め、日本における産後ケアの実施状況と今

後の課題を明確化するための文献検討、産後ケア事業の普及啓発に係わる事業への協力、産
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後ケア事業の利用者評価のためのアンケート項目の検討、フィンランドのネウボラ視察、そ

して、産後ケア事業の推進や子育て世代包括支援センター設置促進のための研修等への協

力、産後ケア事業の利用者評価に向けた準備等を行った。 

さらに、都道府県や市区町村の環境整備についても、次の 3つのテーマについて研究を行

った。1．市町村における母子保健対策の取組状況に関する研究。2．市町村における母子保

健対策の連携先に関する研究。3．健やか親子２１（第２次）県型保健所に関する指標との

関連について地域保健・健康増進事業報告を活用した研究。これらの研究により、都道府県

は管内市町村がどのような母子保健対策を充実させているのか、あるいはどのような機関

と連携を図っているのかを知ること、また、県型保健所は市町村への援助活動や研修を行う

場合には健やか親子２１（第２次）県型保健所に関する指標を考慮して実施することが、効

果的な市町村支援につながると考えられる。 

 

2）妊娠届出から乳幼児健診の情報の入力システムの構築 

 本研究班では、平成 27 年度に厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基

盤研究事業）「健やか親子２１」の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の推進に関す

る研究」班で我々が作成した「乳幼児健診情報システム」について、より活用しやすく、そ

してより汎用性があるシステムへと改修を行った。 

また、医療機関においてハイリスク母児を有効に抽出する妊娠初期、中期、後期、産後の

ツールを構築した。大阪と東京（2か所）のモデル医療機関でそのツールを使用し、行政と

連携するためのカットオフ値を作成した。 

宮城県では、行政の協力のもとに、宮城県内産科医療機関を対象とした母子保健との連携

状況調査、宮城県内全市町村（35 市町村）を対象とした妊娠届時の情報収集状況調査を基

に詳細解析を行い、福岡県では、機会あるごとに把握される“支援を要する（親）子”をフ

ォローしていく方式ではなく、妊娠届出時から思春期まで全ての親子の母子保健情報を集

積していく方式を市町村にて構築するにあたっての課題を抽出するための介入研究を行っ

た。さらに、「健やか親子２１（第２次）」の基盤課題および重点課題である「切れ目ない妊

産婦・乳幼児への保健対策」と「妊娠期からの児童虐待防止対策」を推進するために、社会

的ハイリスク妊婦およびその児の転帰の実態調査をおこない母子保健情報を有効に活用す

ることを検討した。 

上記のような、妊娠届出時から妊娠期間、出産、産後、乳幼児健診に至る切れ目ない母子

保健サービス提供のためには、母子保健情報の入力・集計・分析に至るプロセスが欠かせな

い。情報分析システムの構築に加え、そのデータを利活用するための研修プログラムを作成

し、システム運用を可能とする人材育成システムを同時に稼働させることで、はじめて母子

保健情報の利活用が可能になる。そこで、これまでの本研究班における研修会内容とアンケ

ートの記述部分の意見を参考に、どのような研修会がより効果的であるのかヒアリングを

行い、研修ニーズを精査し、各自治体のデータを自ら利活用できるよう分析指導ならびに現

場の実情に合わせた分析手法マニュアルの作成と研修企画立案を行った。 
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3）母子保健領域における予防、健康増進の視点からのデータベースの構築とシステマ

ティック・レビュー 

小児期の健康増進には、特定の疾患の診断・治療だけではなく、一般集団を対象とした予

防的介入が有効となり得る。本研究では、コクラン（Cochrane Database of Systematic 

Reviews）及びキャンベル（Campbell Library）の 2 つのデータベースを用いて、学校およ

び家庭・地域・クリニック等で実施されている子どもの健康課題に関する介入研究のオーバ

ービュー・レビューを行った。その結果、感染症、アレルギー疾患、問題行動、メンタルヘ

ルス、栄養・運動等の生活習慣の改善、歯科、事故・けが予防、リプロダクティブ・ヘルス、

喫煙・飲酒・薬物予防などに関する介入プログラムが報告されていた。 

 

4）健やか親子２１（第２次）に関わる自治体等の取り組みのデータベースの構築運営 

全国の自治体から「健やか親子２１（第２次）」に関する母子保健事業が登録され、誰で

も検索ができる「取り組みのデータベース」に関しては、平成 29年 3月 15日現在の登録団

体は 841団体であり、事業の登録件数は 1,696 件、平成 30年 3月 28日現在では、1,067団

体、2,085 件、平成 30 年 7 月 13 日現在では、1,168 団体、2,193 件と多くの自治体から登

録があった。しかし、本データベースの意義や活用方法が十分理解されていない可能性が考

えられることから、本データベースの情報を発信し、日常業務へより一層活かしてもらえる

よう努めていく必要がある。そして、「母子保健・医療情報データベース」はホームページ

開設から毎年一定のアクセス数を得ており、母子保健関係者への重要な情報提供の場とな

っている。また、最終年度は、「取り組みのデータベース」に登録されている事業から一定

の基準を設け選抜した事業を掲載する「セレクト 2018」を作成し、全国の自治体へ紹介し

た。 

 

5）乳幼児健診の個別データ分析 

 個別データを用いての分析は、愛知県、福岡県、そして、全国のデータを用いて実施した。

愛知県では、標準的な乳幼児健診モデルを検討している研究班から示された疾病スクリー

ニングの精度管理指標である「フォローアップ率」、「発見率」および「陽性的中率」の利活

用について検討した。 

福岡県では、社会的ハイリスク妊婦の実態調査、母親（産後 1か月）の抑うつ感情と 5年

後の母親の育児不安感・疲弊感と子どもの発達の関係、5歳時の子どもの発達に影響を及ぼ

す環境因子と周産期因子、5歳時の子どもの発達に影響を及ぼす睡眠環境についての解析、

平成 28 年度子ども子育て支援調査事業で得られた中高生 2万人のアンケート結果を二次利

用して思春期の希死念慮に影響を与える因子の解析を行った。 

そして、全国データでは、事故防止対策事業、産後うつ対策事業、親と子の心の健康づく

り対策事業（メンタルヘルス事業）、児童虐待の発生予防対策事業が、親の事故リスク行動

に影響を与えるかについての検討と、地域レベルのソーシャル・キャピタルが、子育て中の
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女性の社会経済的状況と喫煙の関連にどのような影響を与えるかについての検証を行った。 

乳幼児健診で得られる個別データでの分析は、各地域、ひいては全国の母子の状況を詳細に

示すことができる。研究者による分析だけでなく、実際にデータを収集し、状況を一番よく

知っている現場の職員の方々自身にももっと活用されていくよう、まずは我々研究者から

始め、利活用の重要性を伝えていくことが必要と考える。 

 

6）母子保健情報利活用のためのガイドラインの作成 

前述の通り、自治体の担当者が自分たちのデータをより活用し、日々の母子保健活動に活

かすことが重要である。本研究班では、これまで前述の 1）～5）の研究結果を踏まえ、自治

体が自治体での母子保健情報を利活用して、母子保健活動の充実を図ることに寄与するこ

とを目的としたガイドライン「母子保健活動における情報利活用ガイドライン－データヘ

ルス時代の母子保健活動の道標－」を作成した。 
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班員・担当者一覧 

  氏 名 所 属 機 関 職 名 

研究代表者 山縣 然太朗 山梨大学大学院総合研究部医学域社会医学講座 教授 

      

研究分担者 永光 信一郎 久留米大学小児科学講座 准教授 

 松浦 賢長 福岡県立大学看護学部 理事・教授 

 山崎 嘉久 あいち小児保健医療総合センター 
保健センタ

ー長 

  松田 義雄 独立行政法人地域医療機能推進機構三島総合病院 顧問 

 市川 香織 東京情報大学看護学部看護学科 准教授 

  尾島 俊之 浜松医科大学医学部健康社会医学講座 教授 

 菅原 準一 東北大学 東北メディカル・メガバンク機構 教授 

 上原 里程 京都府立医科大学地域保健医療疫学 教授 

 森 臨太郎 
国立成育医療研究センター政策科学研究部 

（平成 30年 11 月まで） 
部長 

 須藤 茉衣子 
国立成育医療研究センター政策科学研究部 

（平成 30年 12 月から） 
研究員 

 近藤 尚己 東京大学大学院医学系研究科 准教授 

 吉田 穂波 神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部 准教授 

    

研究協力者 篠原 亮次 健康科学大学健康科学部  

 仲宗根 正 沖縄県南部保健所  

 田中 太一郎 東邦大学健康推進センター  

 山田 七重 山梨大学大学院総合研究部医学域社会医学講座  

 川口 晴菜 大阪府立母子保健総合医療センター産科  

 米山 万里枝 東京医療保健大学大学院医療保健学研究科  

 山本 智美 聖母病院看護部  

 星合 哲郎 東北大学産婦人科  

 大矢 崇志 飯塚病院小児科  

 梶原 由紀子 福岡県立大学看護学部  

 田中 祥一郎 飯塚病院小児科  

 岡松 由記 飯塚病院小児科  

 酒井 さやか 久留米大学小児科学講座  

 山下 美和子 久留米大学 小児科学講座  

 下村 豪 久留米大学 小児科学講座  
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 須田 正勇 久留米大学小児科学講座  

 下村 国寿 福岡地区小児科医会  

 福岡市医師会   

 古賀 秀信 麻生飯塚病院臨床研究支援室  

 田中 祥一朗 麻生飯塚病院小児科  

 向井 純平 麻生飯塚病院小児科  

 神田 洋 麻生飯塚病院小児科  

 田原 千晶 福岡県立大学看護学部  

 増滿 誠 福岡県立大学看護学部  

 原田 直樹 福岡県立大学看護学部  

 平塚 淳子 福岡県立大学看護学部  

 横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究部  

 芹澤 優子 国立成育医療研究センター政策科学研究部  

 大澤 絵里 国立保健医療科学院国際協力研究部  

 蓋 若琰 国立社会保障・人口問題研究所社会保障応用分析研究部  

 杉浦 和子 名古屋市立大学大学院看護学研究科  

 安田 孝子 浜松医科大学看護学科臨床看護学講座  

 土岐 篤史 浜松医科大学健康社会医学講座  

 佐々木 渓円 実践女子大学生活科学部食生活科学科  

 新美 志帆 あいち小児保健医療総合センター  

 加藤 直実 愛知県健康福祉部児童家庭課母子保健グループ  

 九澤 沙代 愛知県健康福祉部児童家庭課母子保健グループ  

 中根 恵美子 愛知県健康福祉部児童家庭課  

 奥村 陽介 名古屋市子ども青少年局子育て支援部子育て支援課  

 小澤 敬子 あいち小児保健医療総合センター  

 増山 春江 日進市健康福祉部健康課  

 川崎 陽子 大口町健康福祉部健康生きがい課  

 佐野 綾子 蟹江町民生部健康推進課  

 藤井 琴弓 碧南市健康推進部健康課  

 山本 美和子 田原市健康福祉部健康課  

 櫛田 光海 愛知県津島保健所  

 中村 すみれ 愛知県知多保健所  

 池野 佑樹 静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課  

 川田 敦子 静岡県健康福祉部こども未来局こども家庭課  

 大田 えりか 聖路加国際医療大学国際看護学  

 三瓶 舞紀子 国立成育医療研究センター  
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 浦山 ケビン 国立成育医療研究センター  

 加藤 承彦 国立成育医療研究センター  

 森崎 菜穂 国立成育医療研究センター  

 宮崎 セリーヌ 国立成育医療研究センター政策科学研究部  

 盛一 享德 国立成育医療研究センター臨床疫学部  

 齋藤 順子 東京大学大学院医学系研究科 特任研究員  

 柳川 侑子 東京大学大学院医学系研究科  

 白井 こころ 大阪大学大学院医学系研究科社会環境医学講座  

 黒田 千佳 東京大学空間情報科学研究センター（CISI）  

 大岡 忠生 山梨大学大学院総合研究部医学域社会医学講座  

 山﨑 さやか 健康科学大学看護学部  

 秋山 有佳 山梨大学大学院総合研究部医学域社会医学講座  
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A．研究目的 

本研究の目的は「健やか親子２１（第２次）

の課題である母子保健領域における格差の是

正および母子保健情報の利活用の推進のため

に、乳幼児健診を中心とした市町村事業のデー

タの利活用システムの構築と母子保健情報利

活用のガイドライン・マニュアルを作成するこ

とである。 

母子保健事業の市町村への移譲は市町村で

特徴的な事業展開を可能にした反面、格差を生

じさせた。さらに、乳幼児健診などの母子保健

情報を活用するシステムのない市町村が多く、

それを支援する都道府県の体制も整っていな

い。その結果として、健やか親子２１で示され

た地域格差について、都道府県は市町村の母子

保健サービスの格差や健康格差を把握できな

い状況にあり、市町村は母子保健事業の PDCA

サイクルに母子保健情報を活用することがで

きていない。この状況を打開するために、母子

保健情報を活用できる環境整備の再構築は不

可欠である。 

本研究班は、これまでに自治体・都道府県に

おける各項目の年次推移を容易に把握できる

機能を追加した乳幼児健診情報の入力・集計シ

ステムを各都道府県、自治体へ提供した。また、

妊娠届出時から乳幼児健診の情報を産科医療

機関と自治体とで共有し、連携して母子を支援

していくシステムの構築に向けてモデル事業

で検証し、検証結果からシステム構築の問題点

の把握と改善を検討する。 

そして、母子保健版のパーソナルヘルスレコ

ード、ビッグデータ利活用に向けて、乳幼児健

診の項目及び記録方法の標準化のために、厚生

労働省母子保健課において収集された健診カ

ルテ及び問診票のデータセットを作成し、当該

データを解析する。 

母子保健情報利活用ガイドライン作成にあ

たっては、多様化した市町村状況を加味し、ソ

ーシャル・キャピタルの視点も踏まえる必要が

ある。自治体の多様性にも対応できる標準的で

実装可能な母子保健情報利活用の再構築は、母

子保健の多職種の専門家で構成する当研究組

織のこれまでの蓄積があって実現するもので

あり、本研究の特徴かつ独創的な点である。 

以上の背景から、研究目的を達成するため、

次の 5 つの具体的な下位目的を設定し研究を

実施した。 

 妊娠届出時から乳幼児健診の情報の入力

システムの構築とモデル事業 

 母子保健領域における予防、健康増進の視

点からのデータベースの構築とシステマ

ティック・レビュー 

 健やか親子２１（第２次）にかかる自治体

等の取り組みのデータベースの構築運営 

 乳幼児健診の個別データ分析 

 母子保健情報利活用のためのガイドライ

ンの作成 

 

B．研究方法 

1. 母子保健情報利活用の推進のための

環境整備に関する研究 

 

1）母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する平成 28～30年度の経過報告 

≪平成 28年度≫ 

平成 28年度は、研究班全体の会議（班会議）

を 2回、「健やか親子２１（第２次）」ホームペ

ージに関する全体会議 1 回、「健やかな親子」

とは何かの検討、および「健やか親子２１（第

２次）」の更なる推進に関する合宿 1 回、会議

1回、出生届時から乳幼児健診の情報の入力シ

ステムの構築に関する進捗状況報告会 1回、産

科医療機関との連携に関する調査実施に関す

る打ち合わせ会議 1回、実施した。また、平成
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28 年度母子保健指導者養成研修等事業（厚生

労働省主催、一般社団法人日本家族計画協会事

務局）、「平成 28 年度『健やか親子２１（第２

次）』と母子保健計画の策定・評価、母子保健

情報の利活用についての研修」において、3つ

についての講義と演習の準備を行った。 

 

≪平成 29 年度≫ 

平成 29年度は、研究班全体の会議（班会議）

を 2回、乳幼児健診情報システムの今後に関す

る打ち合わせ 2回、産科医療機関との連携に関

する調査実施に関する打ち合わせ会議 1回、研

究の進捗状況に関する報告会 1 回を実施した。 

また、平成 29 年度母子保健指導者養成研修

等事業（厚生労働省主催、一般社団法人日本家

族計画協会事務局）、「平成 29 年度『健やか親

子２１（第２次）』と母子保健計画の策定と評

価、母子保健情報の利活用についての研修」に

おいて、講義とグループワークの準備を行った。

さらに本年度は、本研究班主催の「乳幼児健診

情報の利活用方法に関する研修会」も実施した。 

「健やか親子２１（第２次）」は、平成 31年

度に中間評価が実施される予定であり、中間評

価には市区町村が日常の母子保健業務で収集

している乳幼児健診における必須問診項目（15

項目）の集計値が用いられることになっている。

しかしながら、集計値のみの報告では、各指標

や指標に関連する要因の詳細な分析は不可能

なため、必須問診項目の個別データを厚生労働

省子ども家庭局母子保健課が全国の協力可能

な自治体から収集し、本研究班で指標および関

連要因を含んだ詳細な分析を行うこととなっ

た。 

また、これまで、市区町村が乳幼児健診事業

で取り扱っている項目の実態は把握されてお

らず、このため、市区町村が乳幼児健診事業に

用いている帳票（以下「帳票」とする。）の項

目について詳細な解析が必要である。一方、厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「乳幼児

に対する健康診査の実施について」の一部改正

について（雇児発 0911第１号 平成 27年 9月

11日）（以下、「通知」とする。）により、乳幼

児健診の実施項目と「基本情報票」や「健康診

査票」等の帳票が例示されている。そこで今回、

市区町村が乳幼児健診事業に用いている帳票

の項目を分析するため、通知で示された乳幼児

健診の実施項目等を用いてその体系化を試み

た。 

 

≪平成 30年度≫ 

 本年度は、研究班全体の会議（班会議）を 2

回、「セレクト 2018」および「ガイドラン」作

成に関する合宿を各々1回ずつ実施した。また、

平成 30 年度母子保健指導者養成研修会（厚生

労働省主催、一般社団法人日本家族計画協会事

務局）、「『健やか親子２１（第２次）』と母子保

健情報の利活用についての研修」において、講

義とグループワークの準備を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

平成 28 年度は調査等の実施はなく、個人デ

ータの扱いはなかった。また、平成 29 年度は

中間評価に向けてのデータ分析については山

梨大学医学部倫理員会の承認を得た。そして、

平成 30年度は、平成 30年度母子保健指導者養

成研修会（厚生労働省主催、一般社団法人日本

家族計画協会事務局）、「『健やか親子２１（第

２次）』と母子保健情報の利活用についての研

修」の事前課題として、各自治体で自分たちの

データでクロス表の作成が可能な場合は作成

することとされたが、作成が難しい場合は、山

梨大学においてクロス表の作成を行った。その

際、自治体の個別データを山梨大学に送付され

たが、送る際には個人情報となる情報は削除し
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てもらい、個人が特定できない状態でのデータ

を送ってもらった。また、クロス表作成に使用

したデータは、クロス表作成後に破棄した。 

その他の事項については個人データを含んで

いない。 

 

2）第 75～77回日本公衆衛生学会学術総会 自

由集会～知ろう・語ろう・取り組もう～ 

一歩先行く 健やか親子２１（第２次） 第

2～4回報告 

 いずれの年度も、毎年秋に開催される日本公

衆衛生学会学術総会の自由集会に申し込みを

した。開催日時および場所、予定した内容は以

下の通りである。 

 

1.第 75回日本公衆衛生学会学術総会自由集会 

【日時】 

平成 28年 10月 27日（木）18：00～19：25 

【場所】 

 新梅田研修センター 5階 501号室 

【内容】 

 座長：山縣然太朗 （山梨大学） 

    篠原 亮次 （健康科学大学） 

 演者：山縣然太朗 （山梨大学） 

    篠原 亮次 （健康科学大学） 

 ≪第 1部≫（山縣） 

  ・母子保健計画の概要とポイント 

 ≪第 2部≫（篠原） 

  ・市区町村母子保健計画の実例と乳幼児健

診情報システムの紹介 

 ≪第 3部≫ 

  ・質疑応答 

  ・まとめ 

 

2.第 76回日本公衆衛生学会学術総会自由集会 

【日時】 

平成 29年 10月 31日（火）18：30～20：00 

【場所】 

 かごしま県民交流センター 西棟 2階 

中ホール 

【内容】 

 座長：山縣然太朗 （山梨大学） 

    松浦 賢長 （福岡県立大学） 

 演者：山縣然太朗 （山梨大学） 

 ≪第 1部≫（山縣） 

  ・個人情報保護法と母子保健～その基本的

な考え方～ 

 ≪第 2部≫（山縣、松浦） 

  ・質問タイム 

  ・まとめ 

 

3.第 77回日本公衆衛生学会学術総会自由集会 

【日時】 

平成 30年 10月 24日（水）18：20～19：50 

【場所】 

 市民交流プラザ会議室 第 3会議室 

【内容】 

 座長：山縣 然太朗 （山梨大学） 

 演者：山縣 然太朗 （山梨大学） 

 ≪第 1部≫（山縣） 

  ・「健やか親子２１（第２次）の現状と中

間評価に向けて」 

 ≪第 2部≫ 

  ・ディスカッション 

  ・まとめ 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、いずれの回も「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」に従って実施した。

また、母子保健計画の位置づけや策定方法等、

個人情報の取扱いについて、「健やか親子２１

（第２次）」の概要等の講義を行うものであり、

個人情報は扱わない。また、第 75 回での講演

では 2 つの自治体の母子保健計画策定につい
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て紹介したが、このことについては事前に各自

治体の許可を得ている。 

 

3）妊産婦の継続的支援のための産後ケアの普

及と連携に関する研究 

 平成 28 年度は、現在までに実施されている

産後ケアの調査や研究報告を整理し、日本にお

ける産後ケアの実施状況と産後ケアの今後の

課題を明確化することとした。 

そのうえで、今後の調査フィールドの確保を目

指し、調査準備として、近年新たに誕生した産

後ケア施設に対し、実施状況のヒアリングを行

った。 

平成 29 年度は、産後ケア事業の普及啓発に

係わる事業への協力、産後ケア事業の利用者評

価のためのアンケート項目の検討、妊娠期から

子育て期の切れ目ない支援を実践しているフ

ィンランドのネウボラ視察を行い、産後ケア事

業の推進に向けて、多様な観点から研究と実践

を進めた。 

平成 30 年度においては、妊娠期から育児期

までの切れ目のない支援を実現するため、産後

ケア事業の推進や子育て世代包括支援センタ

ー設置促進のための研修等への協力、産後ケア

事業の利用者評価に向けた準備等を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 産後ケア施設でのヒアリングにあたっては、

施設の管理者への文書と口頭で承認を得て実

施した。 

フィンランドのネウボラ視察にあたっては、

視察前にネウボラ管理者に視察の目的を伝え

健診等の見学を企画していただき、ネウボラに

勤務する担当保健師（以下、ネウボラナース）

に許可を得ておいていただくと共に、視察当日

にあらためてネウボラナースに口頭で説明し、

研究への協力の同意を得た。健診に訪れた母子

及び妊婦に対しては、ネウボラナースより健診

への同席の許可を得てもらい、健診時の会話の

通訳並びに記録のための写真撮影の許可を得

た。また、健診に訪れた母子及び妊婦の個人情

報が特定されない写真の利用（勉強会や報告書

等）についても口頭で承諾を得た。 

 

4）都道府県と市町村が協働した地域における

母子保健情報の利活用に関する研究 

1．市町村における母子保健対策の取組状況に

関する研究 

実態調査のうち，27 項目の母子保健対策の

取組状況を分析した。これらの項目に関して，

2010 年以降の取組の充実について市町村が回

答した５つの選択肢（充実、ある程度充実、不

変、縮小した、未実施）に未回答を加えた 6区

分の頻度を都道府県別に観察した。取組状況の

選択肢のうち「充実」と「ある程度充実」を合

わせた回答を本研究での「充実」と定義した。

さらに、都道府県に対しても市町村と同様の調

査が実施されていたため、市町村の取組状況と

都道府県の取組状況との関連を検討した。 

 

2．市町村における母子保健対策の連携先に関

する研究 

実態調査で取り上げた 27 項目の母子保健対

策のうち 25 項目について、市町村の連携先の

頻度を都道府県および政令市・特別区の連携先

頻度とともに観察した。また、庁内他部局との

連携に関して、母子保健対策を庁内他部局と連

携して実施する場合に関係機関など他の組織・

団体とも連携を図って実施しているのかどう

かを観察した。 

 

3．健やか親子２１（第２次）県型保健所に関

する指標との関連について地域保健・健康

増進事業報告を活用した研究 
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5 つの指標について「平成 29 年度子ども・

子育て支援推進調査研究事業 健やか親子２

１（第２次）に関する調査研究報告書（平成 30

年 3 月 一般社団法人 日本家族計画協会）」

から都道府県別の県型保健所割合を得た。事業

報告から母子保健に関する「市町村に援助活動

した県型保健所割合」と「市町村職員に対して

研修（指導）を実施した県型保健所割合」を都

道府県別に算出した。いずれも 2015 年と 2016

年のデータを用いた。47 都道府県の援助活動

および研修に関する県型保健所割合をそれぞ

れ中央値で 2区分し、5つの指標の県型保健所

割合を比較した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究１および研究２で分析したデータの基

となる調査（実態調査）は、山梨大学医学部倫

理委員会の承認を得て実施したものである（受

付番号 1119、平成 25年 10 月 9日）。研究３に

ついては「平成 29 年度子ども・子育て支援推

進調査研究事業 健やか親子２１（第２次）に

関する調査研究報告書」は個人を対象とした調

査研究ではないこと、また地域保健・健康増進

事業報告は法令に基づく調査であり、いずれも

研究用としても活用され、一般的に入手可能な

情報であることから、「人を対象とする医学系

研究に関する倫理指針」に該当しない。 

 

2．妊娠届出から乳幼児健診の情報入力

システムの構築 

 

1）平成 28・29年度における母子保健情報の収

集と利活用に向けた「乳幼児健診情報シス

テム」の改修に関する報告 

1．乳幼児健診情報システムの改修 

1）平成 28年度 

改修点は、以下の 3 点を基に検討し、改修

を行った。 

（1） （1）「健やか親子２１（第２次）」の中間・

最終評価の各前年度に調査を実施し、国

に報告する項目の追加。 

（2） 平成 27 年度に実施された、平成 27 年度

母子保健指導者養成研修等事業（厚生労

働省主催、一般社団法人日本家族計画協

会事務局）、「平成 27年度『健やか親子２

１（第２次）』と母子保健計画の策定・評

価と乳幼児健診情報の利活用についての

研修」（以下、平成 27 年度母子保健指導

者養成研修等事業）で出た質問、意見。 

（3） 平成 27 年度に各自治体から受けた問い

合わせ内容。 

 

2）平成 29年度 

改修点は、以下の 2点を基に検討し、改修を

行った。 

（1） 平成 29 年度までに受けた市区町村から

の問い合わせ内容。 

（2） （多かった問い合わせ内容：市区町村の

セキュリティー強化のため、乳幼児健診

情報システムのダウンロード時に乳幼児

健診情報システムのマクロが無害化され、

システムが使用できなくなる。） 

（3） 都道府県が市区町村分を集計し、国へ報

告する際の利便性の向上。 

 

2．市区町村版・都道府県版システム・マニュ

アルの改修 

乳幼児健診情報システムの改修作業終了後、

既存の市区町村版および都道府県版のシステ

ム・マニュアルの変更を行う。 

 

3．改修版「乳幼児健診情報システム」の市区

町村・都道府県への提供 

1）平成 28年度 
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市区町村版（平成 28 年度版）は、平成 27年

度版と同様、「健やか親子２１（第２次）」のホ

ームページからダウンロード可能とする。また、

都道府県版は、各都道府県の母子保健担当課へ

郵送にて送付する。 

 

2）平成 29年度 

 市区町村版に関しては、厚生労働省母子保健

課から都道府県へメールにて送付し、自治体間

で用いられているメールシステムを用い、都道

府県から管内市区町村へ送付していただく。都

道府県版は、厚生労働省母子保健課からメール

で各都道府県の担当者へ送っていただく。加え

て、市区町村版と都道府県版のいずれも「健や

か親子２１（第２次）」のホームページ上から

ダウンロード可能とする。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」に従って実施した。なお本研究は

システムの開発、改修に関することであるため、

特に倫理面への配慮はないと考えられた。 

 

2）要支援妊婦の抽出を目的とした医療機関に

おける「問診票を用いた情報の把握」およ

び行政機関との連携方法の開発 

1．ツールの有用性に関する検証 

・ 研究のデザイン：前向き観察研究 

・ 実施期間：倫理委員会承認後～1年 

すでにハイリスク母児の抽出、行政機関との

連携を実施している施設における問診票のス

コア化の検証（First Step）（具体的な流れに

ついては「結果」に記載） 

 

■First Step 

【実施施設】 

・ 独立行政法人 大阪母子医療センター 産科  

・ 社会福祉法人 聖母会聖母病院 産婦人科 

・ 昭和大学病院 産婦人科 

・ 対象となる医療機関を受診する妊婦の居

住地である行政機関。 

【方法】 

1） 医療機関において、問診票と面接の内容を

受けて、妊娠中から行政機関と情報共有し

ながら支援に当たることについての同意

書を取得する（各時期における問診表とチ

ェックリストは最後に一括掲載）。 

2） 初期、中期、後期、産後 1か月健診に問診

票を渡し、面談を施行する。 

・ツール①：妊娠初期用問診票＋妊娠初期 

チェックリスト  

施行時期：初診時（週数によらず） 

・ツール②：妊娠中期用問診票＋妊娠中期 

チェックリスト 

施行時期：妊娠 20―30 週（医療機関によ

って既に行っている保健指導

の時期に合わせて変更可能） 

・ツール③：妊娠後期用問診票＋妊娠後 

チェックリスト  

施行時期：妊娠 34―37週前後 

・ツール④－1、④－2：産褥問診票＋産後チ

ェックリスト、エジンバラ産後うつ質問票

(EPDS) 

施行時期：産後 1か月  

3） 問診票、チェックリストは研究用 ID で管

理し、対応表は各自で保管する。問診票と

チェックリストは、山梨大学（データセン

ター）に郵送する。 

4） それぞれの施設で、現行の方法を用いて行

政機関に連絡する対象を抽出する。連絡し

た対象は、抽出した時期のチェックリスト

□ありに✓を付け、その理由を記載する。 

・今まで通り、施設毎にカンファレンスで決

めた対象について行政に連絡し支援する。
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連絡の時点で、行政機関には乳幼児健診の

結果確認の同意が取れていることも報告

し、結果の郵送を依頼する。 

・ツール⑤：行政機関からの返書 

5） そのデータを用いて項目の重みづけおよ

び、連絡対象の選定のカットオフを決める。 

6） ツール①～③と④－1、④－2、①～④と⑤

の比較 

 

【主要評価項目】 

① それぞれの施設において、現行の方法で支

援対象と判断した例と、問診票・チェック

リストの点数から抽出された例の比較 

② 医療機関から行政機関に連絡した対象に

ついて、行政機関での評価と対応および乳

幼児健診の結果の照合 

 

【副次的評価項目】 

① 妊娠中の問診票と産後 1 か月健診の問診

票、EPDSの比較 

② 妊娠・産後の医療機関から行政機関(市町

村保健センター)へ連絡となった事例（対

象）数 

 

2．妊婦との面談担当者へのグループインタビ

ュー 

今回提案する連携方法について、 

（ ）有効である  

（ ）まあまあ有効である  

（ ）どちらとも言えない 

（ ）あまり有効でない  

（ ）有効とは思わない  

の 5段階の評価をお願いした。 

また、各時期における「問診票」と「チェッ

クリスト」の各項目について、「良かった項目」

「改善すべき項目」そして、「実施時に気にな

った点」を、自由に記載してもらった。また、

医療機関と行政機関の連携方法についても議

論した。 

 

3．母子健康手帳自由記載欄を利用した「妊婦

の気持ち」の検討 

2012 年以降の母子健康手帳では、妊娠の月

ごとに自由記載欄が設けられており、医療従事

者は妊婦自身の気持ちを垣間見ることができ

る可能性がある。「主観的な言葉」を「客観的

な言葉や言語」に機械的に変換し「テキスト・

マイニング法」（ワードマイナー）を用いて、

妊娠経過に伴う「気持ち」の推移に違いが見ら

れるか、「不安の強い」妊婦さんに多く見られ

る特徴的な言葉が存在するのか、を検討し研究

に同意が得られた（合併症を持たない）妊婦を、

不安の多寡が客観的に判定できる質問表（新版

STAI）を用いて、不安の強い群（特性不安 STAI 

45以上）と少ない群の二群に分けた。 

自由記載欄の手書きの自由記述データなど

をエクセルに入力し、CSV形式で保存したあと、

データ（20,660 語）をインポート、リファイン、

分かち書きのチェック（誤字脱字のチェックな

ど）、分かち書き回避（分かれてほしくない言

葉のチェック）、置換辞書作成（まとめたい言

葉のチェック）、削除辞書作成（不要な言葉の

チェック）、頻度分析を経て、最終的に解析の

基になる「構成要素」（1.203語）を抽出した。 

 

3-1．不安の多寡による「気持ち」の推移の相違 

 

3-2．不安の多寡別にみた「特徴語」の相違 

 

3）母子保健情報システムの構築と地域モデル

研究 

1．宮城県内産科医療機関を対象とした母子保

健との連携状況調査 

1）対象 

- 27 -



宮城県内の産婦人科医療施設 

2）方法 

宮城県による周産期医療体制整備指針にか

かる調査において、母子保健情報の共有の現況

に関する項目を追加し郵送、収集を行う。 

3）調査内容 

以下のうち 1項目を選択する。 

（1） 特定妊婦がいた場合、保健師に連絡を入

れている。 

（2） 保健師と定期的に連絡を取り、特定妊婦

以外の妊産婦も含め情報を共有している。 

（3） 特に連携をとっていない。 

 

2．宮城県内市町村（35市町村）を対象とした

医療機関との連携調査 

1） 対象 

宮城県内市町村 

2） 方法 

平成 28年 12月、宮城県保健福祉部子育て支

援課の協力を得て、宮城県内全市町村に調査票

を送付。（資料 1-3） 

3） 調査内容 

母子健康手帳交付時の妊産婦への情報提供

項目・収集項目・様式、妊婦健診助成券発行状

況・利活用の現況、医療機関へ希望する母子保

健情報項目、医療機関と共有可能な母子保健情

報など。上記連携状況調査票と共に送付された、

妊娠届交付時における個別のアンケート項目

を整理し、共通項目、および独自項目を基に自

治体ごとの特徴などを解析する。 

 

3．産科医療機関―市町村における母子保健情

報共有フローのモデル事業  

分担研究テーマ「要支援妊婦の抽出を目的と

した医療機関における問診票を用いた情報の

把握および行政機関との連携方法の開発」とし

て、東北大学医学系研究科倫理委員会の審査・

承認後、以下の研究を行う。 

（具体的な研究内容は、分担研究者松田氏の項

を参照） 

1） 目的 

医療機関において要支援母児を有効に抽出

するチェックリスト（ツール）を開発する。具

体的には、医療機関及び連携する自治体を対象

として、我々が開発した問診票およびチェック

シートの妥当性検証を行う。 

2） 方法 

通常業務として行われている医療機関と保

健行政機関との連携に、本研究のチェックシー

トを試行的に導入し、その妥当性を検証する。

具体的には、医療機関において、妊婦健康診査

の際に問診票およびチェックリストから抽出

した対象について、その後の経過と関連解析す

ることで、チェックシート（ツール）によるス

コア化が要支援母児の抽出に有用か検証する。 

3） 対象 

東北大学病院、結城産婦人科（登米市）、あ

べクリニック産科婦人科（石巻市）に妊婦健診

のため当該医療機関を受診する妊婦で、本研究

への参加の同意が文書で得られているもの。た

だし、妊娠経過が流産、死産、人工妊娠中絶と

なったものは除外する。 

4） 研究期間 

2018年 9月（倫理委員会承認後）～ 

2019年 3月 31日 

 

4）すべての子どもを対象とした要支援情報の

把握と一元化に関する研究 

 福岡県嘉麻市の協力を得て、平成 27 年度に

妊娠届けが出され、かつ、その後の出生児の住

民登録が有る 224例の子どもを対象にした。 

 なお、福岡県嘉麻市は健やか親子２１の必須

問診項目を乳幼児健診に導入済みである。 

（倫理面への配慮） 
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福岡県嘉麻市の母子保健担当課に対して、研

究目的にある「妊娠届出時から思春期まで全て

の親子の母子保健情報を集積していく」方式の

共同構築を依頼した。研究班員は共同構築にお

いて、子どもたち（親を含む）の個人情報に接

することなく、同方式の構築を議論・推進する

ことにした。 

 

5）自治体における乳幼児健診情報利活用方法

における人材育成手法の検討 

1．保健師のデータ利活用における現状把握 

我が国におけるこれまでの母子保健データ

利活用に関する文献レビューを行い、現場で働

く自治体保健師の現任教育とかい離しない研

修方法を探った。また、保健師長会が推進する

自治体保健師の標準的なキャリアラダーにお

ける自治体情報利活用の位置づけにおいても

既存の発出文書等をレビューし、保健師に求め

られるデータ利活用のコンピテンシーがどの

ように定められているかを整理した。 

 

2．既存のデータ利活用研修における要因分

析：国立保健医療科学院における自治体情

報の利活用研修 

 村嶋 4)によると、「国立保健医療科学院が保

健師の人材育成に果たしてきた役割は，旧国立

公衆衛生院の時代を含めて極めて大きい．特に，

各県の保健師養成が，県立の一年課程でなされ

てきた時代には，その教員候補者が公衆衛生院

に 1 年間の研修に行き，合同臨地訓練等を体

験して鍛えられ，その学びを各県に持ち帰り，

活かしてきた．この長期派遣によって，研修生

同士の顔の見える関係が築かれ，それによって

全国的にネットワークが広がり，地域保健関係

者のつながりができ，公衆衛生を強化してき

た．」と、その保健師人材教育への貢献を高く

評価している。 

本研究で行う自治体保健師の研修に関する

検討において、研修の構成や教材作成、評価方

法については国立保健医療科学院の研修開発

資料を国の標準・参考資料とした。 

 

3．現場における母子保健データ利活用におけ

るニーズ調査と分析指導、成果の公開 

本研究班で母子保健情報の利活用研修を行

う際、ターゲットとなるのは、主に、自治体で

母子保健業務に携わる保健師である。 

キャリアレベルが初期段階(レベル A-2)の

保健師にも、情報を分析し、健康課題の明確化

と優先性の判断ができる能力が求められてお

り、それは健康課題の明確化と優先性の判断を

含めた地域診断に繋がると期待されている。 

本分担研究では、①現場保健師のヒアリング

による保健師のニーズの掘り起こし②保健師

のデータ分析におけるモチベーションを上げ

る研究テーマに沿って分析指導を行う③分析

結果を県内の保健師と共有し学術発表まで達

成する④個票データの重要性を再認識すると

ともに、目に見える成果が得られる、という手

法を用いて研修の意義を明確化するプロセス

について検証を行った。 

 

3．母子保健領域における予防、健康増進

の視点からのデータベースの構築と

システマティック・レビュー 

 

1）小児保健・医療領域における積極的予防に

関する系統的レビュー 

 レビューの採用基準  

本研究では、コクラン及びキャンベルの 2つ

のデータベースを用いて、系統的レビューの検

索を行い、オーバービュー・レビューを行った。

この二つのデータベースは、それぞれ保健医療

と教育分野において、系統的レビューに特化し
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たものであり、統一された方法論に基づいて、

エビデンスの収集・統合・評価を行っている。

Campbellに関しては、検索時点（2018年10月）

で出版されていた全てのレビュー（154 件）を

対象にスクリーニングを行った。 

 

 結果の記述 

本研究に含めた系統的レビューは、介入の

テーマ（アウトカム）ごとに分類し、介入プロ

グラムの内容及びその効果を記載した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、既に出版された系統的レビュー

を対象にオーバービュー・レビューを行ったた

め、倫理審査委員会への申請は不要と考えられ

た。 

 

4．健やか親子２１（第２次）に関わる自

治体等の取り組みのデータベースの

構築運営 

 

1）平成 28～30年度における「取り組みのデー

タベース」および「母子保健・医療情報デ

ータベース」の展開 

 平成 28～30度の「取り組みのデータベース」

の登録状況、「母子保健・医療データベース」

の運営、利用状況を把握した。 

 

1．「取り組みのデータベース」の登録状況 

 全国の団体および自治体から登録された取

組事業について、登録件数を「健やか親子２１

（第２次）」の課題別（基盤課題Ａ：切れ目な

い妊産婦・乳幼児への保健対策、基盤課題Ｂ：

学童期・思春期から成人期に向けた保健対策、

基盤課題Ｃ：子どもの健やかな成長を見守り育

む地域づくり、重点課題①：育てにくさを感じ

る親に寄り添う支援、重点課題②：妊娠期から

の児童虐待防止対策）に把握した。 

 

2．「母子保健・医療情報データベース」の運営

および利用状況 

「母子保健・医療情報データベース」は、Web

公開された平成 13年 4月以降、現在まで 18年

間にわたって運営されてきた。データベースの

利用状況については、その内訳を把握する一つ

の指標として、アクセス数を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」に従って実施した。「取り組み

のデータベース」における自治体や団体の情報

の公開に関しては、登録時に各自治体および団

体で公開か非公開かを選択できるようになっ

ている。また、「母子保健・医療情報データベ

ース」に関しては個人情報は扱っていない。 

 

2）セレクト 2018の作成について 

1．選抜手順 

1）簡易選抜 

「健やか親子２１（第２次）」が始まった平

成 27年度以降、平成 30年 7月までに「取り組

みのデータベース」に 2,193 件の事業登録され

ていた。その中から、まずは研究協力者の秋山

が事業の詳細が不明な登録を除外し、基盤課題

Ａ・Ｂ・Ｃ、重点課題①・②に分類することと

した。 

 

2）研究代表者、研究分担者および研究協力者

による選抜 

研究代表者、研究分担者および研究協力者に

おける選抜は、平成 30年 8月 10日（金）～11

日（土）にかけて山梨大学にて開催した合宿に

て行うこととした。 
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2．選抜基準 

 事業選抜の基準は以下の通りとした。 

【基準】 

 評価まで含めた充実した事業 

 先駆性 

 新奇性 

 ユニーク性 

 充実性 

 PDCA サイクルに基づいて事業を実施して

いる事業 

【除外基準】 

 事業内容、目的、詳細情報の記載がないも

の 

 「健やか親子２１（第２次）」の包括的な

計画 

 乳幼児健診などの通常の事業（ただし、特

異的なことしている場合や工夫がされて

いる場合はこの限りではない） 

  

3．事業に対するコメントの記載 

 合宿参加者による選抜によって選抜された

事業について、各課題の担当者が事業について

のコメントを記載した。 

 

4．選抜された事業を実施している自治体への

セレクト掲載許可、および内容確認の依頼

についての連絡 

 選抜された事業の自治体情報等を「取り組み

のデータベース」から入手し、資料 1（以下、

原稿）にまとめた。その後、登録されている連

絡先へ電話をかけ、担当者に本研究の趣旨を説

明した後、掲載許可および原稿内容の確認等を

依頼し、許可が得られた場合は、メールアドレ

スを伺い、メールにて原稿を送付することとし

た。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」に従って実施した。「取り組み

のデータベース」における自治体や団体の情報

の公開に関しては、登録時に各自治体および団

体で公開か非公開かを選択できるようになっ

ている。また、掲載に関しては自治体に許可を

取っており、許可が得られなかった自治体の事

業は掲載しないこととした。 

 

5．乳幼児健診の個別データ分析 

 

1）乳幼児健康診査事業の評価指標データの利活

用に関する研究 

対象は、母子健康診査マニュアルでデータ管理

をしている愛知県保健所管内48市町村と3中核市

の平成27年度の3～4か月児健診受診者のうち、

「股関節開排制限」の項目で「所見あり」と判定

されたケースとした。（1）健診後のフォローア

ップ方針（1：保健センターで経過観察、2：医療

機関紹介、3：その他（その内容））、（2）フォ

ローアップ方針が「1：保健センターで経過観察」

であった場合の経過観察結果（1：異常なし、2：

医療機関紹介、3：その他（その内容）、9：状況

不明（その内容））、（3）フォローアップ方針が

「2：医療機関紹介」であった場合の受診結果（1：

異常なし、2：異常あり（診断名）、3：その他（そ

の内容）、9：状況不明（その内容））の項目を用

い、平成28年10月までに各市町村が確認した個別

データを集積した。 

精度管理に用いる指標を1)フォローアップ率

＝結果把握者数÷フォローアップ対象者数（%）、

2)発見率＝異常あり者数 ÷ 受診者数（%）、3)

陽性的中率＝異常あり者数÷要紹介者数（%）と

し、集積された個別データを用いて研究分担者が

分析した。 

 

（倫理面への配慮） 
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 調査は、「愛知県乳幼児健康診査情報の利活用

に関する実施要領」に基づいて実施し、生年月日

など個人情報は削除したデータ・ファイルを利用

した。 

 

2）乳幼児健康診査データを活用した母子の保健

課題に関する研究 

母子保健の情報を利活用して地域における

母子保健の向上を図る目的で、平成 28 年度か

ら平成 30 年度にかけて、本研究班で下記の項

目を実施した。福岡県における、1）社会的ハ

イリスク妊婦の実態調査、2）母親（産後 1 か

月）の抑うつ感情と 5年後の母親の抑うつ感情

と子どもの発達の関係、3）5歳時の子どもの発

達に影響を及ぼす環境因子と周産期因子、4）

5 歳時の子どもの発達に影響を及ぼす睡眠環

境について解析。5）中高生 2 万人のアンケー

ト結果を二次利用して思春期の希死念慮に影

響を与える因子の解析。 

 

1．社会的ハイリスク妊婦の実態調査 

2013 年１月から 2016 年 12 月の期間に研究

協力者の A病院で分娩した 2,342 例のうち、厚

生労働省の養育支援訪問事業ガイドラインに

挙げられている 7項目（若年妊娠、経済的困窮、

妊娠葛藤、多胎、母体の心身の不調、妊娠後期

の妊娠届け、妊婦健診未受診）のうち 1つでも

満たすものを社会的ハイリスク妊婦とした。ま

た出生時のその他の社会的ハイリスク妊婦の

状況（社会的ハイリスク妊婦の要件項目、年齢、

体重・身長、基礎疾患の有無、婚姻歴、生活習

慣歴(飲酒・喫煙等)、医療保険種別、医療ソー

シャルワーカー介入歴、虐待経験・家庭内暴力

の有無、初回妊婦検診受診の在胎週数等、社会

的養護施設入所の有無等）も抽出した。社会的

ハイリスク妊婦から出生した児を更に院内虐

待防止委員会介入、児童相談所介入、警察介入、

社会的養護施設入所、不審な死に至った症例を

介入群、上記以外を非介入群とし比較検討を行

った。 

 

2．母親（産後 1か月）の抑うつ感情と 5年後

の母親の抑うつ感情と子どもの発達の関係 

平成 22年度または 23年度に出生し、福岡市

医師会方式の１か月乳幼児健康診査を受診し、

5年後の平成 27年度または 28年度の同５歳乳

幼児健康診査も受診した 1,159 名を対象とし

た。１か月乳幼児健康診査の問診票で、「最近

お母さんが、気分がすぐれない、何もやる気が

ない、涙もろくなったなどがありますか？」の

選択肢において、“はい”、“ときどき”に印

をした群を抑うつ感情あり群、“いいえ”を選

択した群を抑うつ感情なし群とした。5年後の

平成 27 年度または 28 年度の 5 歳乳幼児健康

診査に受診した同一母子において、育児感情

（疲弊感、不安感）と、子どもの気になる行動

の問診票の確認を行った。子どもの気になる行

動は次の 17 項目で、1 項目以上にチェックが

あった群を、子どもの気になる行動あり群、記

載の全くない群を気になる行動なし群とした。

（1）怖がったり怯えたりする、（2）乱暴がひ

どい、（3）落ち着きがない、（4）聞き分けがな

い、（5）動きが乏しい、（6）親や周囲の人に無

関心、（7）偏食がひどい、（8）遊びがかたよる、

（9）指しゃぶり、（10）爪かみ、（11）チック、

（12）性器いじり、（13）睡眠の異常（睡眠時

間が短い、夜泣きがひどい、眠りが浅い、無呼

吸がある）、（14）園に行きたがらない、（15）

排泄習慣の異常（夜尿・便などおもらし、頻尿

など）、（16）話し方がおかしい（吃音、赤ちゃ

ん言葉、発音がおかしいなど）、（17）お母さん

から離れられない。解析は、１か月乳幼児健康

診査問診票の抑うつ感情の有無と、5歳乳幼児

健康診査問診票での育児感情（疲弊感、不安感）
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と、子どもの気になる行動の有無を比較し、χ2

検定で比較を行った。 

 

3．5 歳時の子どもの発達に影響を及ぼす環境

因子と周産期因子 

平成 27年度または 28年度に、福岡市医師会

方式の5歳乳幼児健康診査を受診した8,689名

を対象とした。記載漏れを認めた 319例を除外

し、8,370名で解析を行った。周産期因子とし

て、低出生体重（2,500g未満）、早産（38週未

満）、出生時の異常、性別、高齢出産（35歳以

上）の 5項目を、環境因子として妊娠中の父親

または母親の喫煙、現在の父親または母親の喫

煙、相談相手の有無、父親の育児協力の有無、

テレビ視聴時間（2時間以上）、出生順位の 8項

目を設定した。尚、母親の喫煙に関しては、妊

娠中の喫煙の有無と現在の育児中（5歳時）の

喫煙の有無の 4パターンで解析を行った。上記

17 項目の子どもの気になる行動に関して 4 群

に分類した。A）不安症状（こわがったりおび

えたりする、お母さんから離れられない）、B）

行動発達関連症状（乱暴がひどい、落ち着きが

ない、聞き分けがない、偏食がひどい、遊びが

かたよる）、C）習癖（指しゃぶり、爪かみ、チ

ック、性器いじり）、D）排泄の問題（夜尿・便

などおもらし、頻尿など）。（5）動きが乏しい、

（6）親や周囲の人に無関心、（14）園に行きた

がらない、（16）話し方がおかしい（吃音、赤

ちゃん言葉、発音がおかしいなど）は、記載数

が少なかったため 4群には分類せず、睡眠の問

題についても本解析には含めなかった。

Fisher’s exact test 検討を行い、さらにリ

スク比を算出した。 

 

4．5 歳時の子どもの発達に影響を及ぼす睡眠

環境について解析 

平成 27年度または 28年度に、福岡市医師会

方式の5歳乳幼児健康診査を受診した8,689名

を対象とした。記載漏れを認めた 319例を除外

し、8,370名で解析を行った。睡眠記録は、最

近の平均就寝時刻および起床時刻を含み、その

値から睡眠時間を算出した。問題行動は上記 3）

と同じく 17 項目で 1 項目以上認める場合を、

保護者が懸念している問題ある群と定義した。

分析は、最初に問題行動を起こす可能性のある

子供の数を確認した。第 2に、睡眠習慣（就寝

時間、睡眠時間）が問題行動と関連しているか

どうかを分析した。第 3に、樹形モデルを用い

た環境要因を含むいくつかの交絡因子を考慮

して、子どもの問題行動と睡眠習慣との関係を

分析した。樹形モデルは分類および回帰ツリー

分析であった。最後に、問題行動を混乱させる

要因として同定された因子が睡眠習慣と関連

しているかどうかについても調べた。 

 

5．中高生 2万人の希死念慮に影響を与える因

子 

人口 100万人以上の政令指定都市（大都市）、

人口 15万人以上の中都市、および人口 15万人

未満の小都市を対象とした。研究代表者および

共同研究者の臨床フィールド（関東地区、東海

地区、関西地区、九州地区）で実施した。中学

１年生から高校 3 年生までの 22,419 人を対象

とした。アンケート内容は、生活習慣項目（学

年、年齢、性別、兄弟数、兄弟順位、平均起床・

睡眠時間、スマホ利用時間、友人数など）、情

緒面（幸せ、健康、孤独、死）、家族関係（会

話、満足度）、悩み（いじめ、成績、進路、ネ

ットいじめ、両親、友人、きょうだい、性、家

族の会話等）、性関連（性教育、交際、性交）、

結婚・挙児（結婚の希望および年齢、挙児の希

望および年齢等）、思春期に習得すべき保健課

題など全 29 問を記載した。死にたい気持ちに

なったことがあるか、過去に試みたことがある
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かを従属変数として、上記アンケート項目の中

からリスクの高いものを Regression logistic 

解析で検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は飯塚病院の倫理委員会の承認(整理

番号 15140)と久留米大学の倫理審査を受け、

承認を得ている（# 16159）。 

 

3）子どもの健康づくりに向けた地域社会デザイ

ンに関する研究：家庭内での喫煙と事故防止

を事例として 

研究 1）個人の社会関係および地域レベルのソ

ーシャル・キャピタルと子育て中の女

性の喫煙およびその経済状況による

格差との関係に関する研究 

2013年「親と子の健康調査度アンケート」結

果の提供があった 453 市区町村で、1.6 歳児健

診、3歳児健診のいずれかを受診しアンケート

に回答した児の母親 54,893 名のうち、下記の

いずれかの変数に欠損があった者を除外した

50,470 名を分析対象とした。 

自己記入した、子育て中の女性の喫煙（2値変

数）の有無を目的変数とした。従属変数には、

経済状況感：「現在の暮らしの経済的な状況を

総合的にみて、どう感じていますか？」、社会

関係の変数として、子育てサークル参加・地域

の声かけ・育児の相談相手・子育てサークル参

加の有無の変数を用いた。地域レベルのソーシ

ャル・キャピタル指標については、上記の子育

てサークル参加・地域の声かけ・育児の相談相

手の有無のデータを市町村ごとに集計して割

合を出して用いた。年齢・性別・出生順位・児

の年齢・就業の有無・夫の喫煙の有無、個人レ

ベルの社会関係（子育てサークル参加、地域の

声かけ、育児の相談相手のいずれか一つを投

入）、健診種類（集団／個別）、地域レベルの

人口密度（対数変換）で調整した。 

 

研究 2）市区町村の乳幼児の安全を守る取り組

みが乳幼児の事故リスクに与える影

響に関する研究 

2013年「親と子の健康調査度アンケート」結

果の提供があった 442市区町村のうち 1歳 6か

月健診を受診しアンケートに回答した児の親

のデータがある 371 市区町村、親 23,394 名を

対象とした。親の事故リスク行動として、0－

4 歳児の事故による死亡原因として上位であ

る窒息、交通事故、溺死防止の行動をしている

か否かを従属変数とした。説明変数には、 

2013年「健やか親子２１」の推進状況に関す

る実態調査票」に対する各母親座居住する市町

村の回答を用いた。具体的には、事故防止対策

事業として「乳幼児健康診査の際に事故防止対

策事業を実施していますか。」という設問のう

ち、「事故防止のための安全チェックリストを

使用している」に○をつけた市区町村を、「事

故防止対策事業実施あり」とした。また、「産

後うつ対策事業」「親と子の心の健康づくり対

策事業」「児童虐待の発生予防対策事業」「各種

母子保健対策の取り組み」について「平成 22

年度以降、取組を充実させた」か否かを用いた。

交絡要因として、市町村レベル変数として人口

密度・0-3 歳人口率・失業率・課税対象所得、

個人レベルの変数として母親の年齢・児の出生

順位・児の性別・母親の就業状況・主観的虐待

感の有無・主観的経済観・育児の相談相手の有

無・かかりつけ医の有無を調整した。ロジステ

ィックマルチレベル分析を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は厚生労働省「人を対象とする医学系

研究に関する倫理指針」を遵守して実施した。

両研究とも、個人識別情報を削除した匿名デー
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タの二次利用によるものである。 

 

4）「乳幼児健診情報の利活用方法に関する研修

会」実施に関する報告 

本研修会は、平成 30年 3月 5日（月）と 10

日（土）に沖縄県と東京都での実施を検討した。

研修会に関する情報の周知は、平成 30 年 2 月

16 日付で厚生労働省母子保健課より、各都道

府県・保健所設置市・特別区の母子保健担当部

（局）へ、本研究班作成の研修会案内および申

込書と共に各自治体への周知依頼が発信され

た。内容は、情報の利活用の意義等に関する講

演と、実際にエクセルを使用して分析過程を体

験する演習とした。講師は、本研究班研究代表

の山縣然太朗（山梨大学）が講演部分を担当し、

演習部分は本研究班研究協力者の篠原亮次（健

康科学大学）が担当するとした。また、演習時

のサポート講師として、本研究班の研究分担者

および研究協力者を加えることとした。なお、

研修会実施窓口となる事務局は研究協力者の

秋山有佳（山梨大学）が担当することとした。

また、研修会の内容についてと参加者の理解度

を尋ねるアンケートを作成し、研修会実施時に

配布し、集計することとした。 

 

5）「健やか親子２１（第２次）」の中間評価に

向けた目標を掲げた指標に関する調査研究の

進捗報告 

1．データの提供に関する情報の周知 

 平成 29 年 12月 21日付で、厚生労働省子ど

も家庭局母子保健課より、全国の都道府県、保

健所設置市、特別区の母子保健担当部（局）宛

に、事務連絡「「健やか親子２１（第２次）」の

中間評価に向けた目標を掲げた指標に関する

調査協力について（依頼）」が発出された。本

事務連絡の別紙として、本研究班からの案内も

添付され、周知された。 

2．収集データ項目 

 データの提供にあたっては、乳幼児健診情報

システムを使用して集計していること、または

同システムに出力して集計できる状態にある

ことを条件とした。 

1）必須問診項目（15項目） 

 乳幼児健診情報システムで作成された、「報

告用エクセルファイル」（個人データが削除さ

れたファイル）を厚生労働省子ども家庭局母子

保健課に提供いただく。 

2）任意情報 

 必須問診項目（15項目）に加え、出生順位、

在胎週数、出生体重、父親の年齢についての情

報も任意でご提供いただくこととした。 

 

3．データの提供方法 

 乳幼児健診情報システムで作成した、「報告

用エクセルを、平成 30年 1月 19日までに申出

書とともに厚生労働省子ども家庭局母子保健

課へご提供いただいた。その後、厚生労働省子

ども家庭局母子保健課よりデータを入手した。 

 

（倫理面への配慮） 

 厚生労働省子ども家庭局母子保健課が収集

した個人情報がないデータの分析である。山梨

大学医学部倫理委員会の承認を得ている。 

 

6．母子保健情報利活用のためのガイドラ

インの作成 

 

1）母子保健活動における情報利活用ガイドライ

ンの策定 

内容・構成についての検討は、平成 30 年 8

月 31 日（金）～9 月 1 日（土）に山梨大学に

て開催した合宿で検討することとした。 

まず、ガイドラインのコンセプトを決め（背

景と目的、対象者）、を決め、構成検討して、
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分担して執筆した。最終的には、研究代表者が

編集した。さらに、現場の声を反省させるため

の意見を個別に聞き反映させた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は個人情報を含まない。 

 

C．結果 

1．母子保健情報利活用の推進のための

環境整備に関する研究 

 

1）母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する平成 28～30年度の経過報告 

≪平成 28 年度≫ 

1．母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する検討会議 

班会議においては、研究計画内容や方向性の

決定、また各分担研究者（研究協力者）から研

究進捗状況の報告や討議等を行い、分担研究者

間の情報共有と研究班全体の調整を図った。ま

た、「健やか親子２１（第２次）」ホームページ

に関する会議では、ホームページのコンテンツ

に関する検討を行った。そして、出生届出時か

ら乳幼児健診の情報の入力システムの構築に

関する進捗状況報告会では、各分担研究者の研

究の進捗状況の報告および方向性の確認を行

い、産科医療機関との連携に関する調査実施に

関する打ち合わせ会議では、モデル地区での調

査実施に向けて実施機関や調査票の検討を行

った。 

 

2．平成 28 年度母子保健指導者養成研修等事

業（厚生労働省主催、一般社団法人日本家

族計画協会事務局）における「平成 28年度

『健やか親子２１（第２次）』と母子保健計

画の策定・評価、母子保健情報の利活用に

ついての研修」 

平成 28 年度母子保健指導者養成研修等事業

（厚生労働省主催、一般社団法人日本家族計画

協会事務局）、「平成 28 年度『健やか親子２１

（第２次）』と母子保健計画の策定・評価、母

子保健情報の利活用についての研修」において

以下の講義と演習を行った。 

 講義・演習 1 

「母子保健計画の策定と健やか親子２１（第２

次）の指標に基づく問診項目」 

 講義・演習 2 

「予算がなくてもできる！母子保健計画の策

定と PDCAサイクルの進め方」 

 グループワーク 

「自分の地域の母子保健計画について考える

～現在の取り組み状況と課題～」 

 

≪平成 29年度≫ 

1．母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する検討会議 

班会議においては、研究計画内容や方向性の

確認、また各分担研究者（研究協力者）から研

究進捗状況の報告や討議等を行い、分担研究者

間の情報共有と研究班全体の調整を図った。ま

た、乳幼児健診情報システムに関する打ち合わ

せ会議では、昨年度に自治体から受けた問い合

わせから伺えた自治体の強化されたセキュリ

ティ体制によって生じた問題点への対応、およ

び乳幼児健診情報システムの新たな改定につ

いての検討を行った。そして、産科医療機関と

の連携に関する調査実施についての打ち合わ

せ会議では、研究の実施についての最終確認、

データ入力の流れと今後もスケジュールにつ

いて確認した。 

 

2．平成 29 年度母子保健指導者養成研修等事

業（厚生労働省主催、一般社団法人日本家

族計画協会事務局）における「平成 29年度

- 36 -



『健やか親子２１（第２次）』と母子保健計

画の策定と評価、母子保健情報の利活用に

ついての研修」 

平成 29 年度母子保健指導者養成研修等事業

（厚生労働省主催、一般社団法人日本家族計画

協会事務局）、「平成 29 年度『健やか親子２１

（第２次）』と母子保健計画の策定と評価、母

子保健情報の利活用についての研修」において

以下の講義と演習を行った。 

 

 講義 

「地域特性に応じた母子保健計画の策定と取

組の工夫～ＰＤＣＡサイクルを効率的に進め

るポイント」 

 グループワーク 

 グループワークでは、以下の 5つの項目につ

いてグループで話し合ってもらい、発表しても

らった。 

1） Ice Breaking 
2） 母子保健計画の必要性 

3） 地域の母子保健の状況把握 

4） 簡単にできる母子保健計画の 7 つのステ

ップにおいて、困難と感じるところとその

解決方法の検討 

5） 演習・発表 

 

3．「健やか親子２１（第２次）」の中間評価に

向けた目標を掲げた指標に関する調査研究 

全国の 294市区町村から必須問診項目（15項

目）のデータ提供があった。平成 30 年 3 月現

在では、各自治体から提供されたデータの確認

を行っているところであった。 

 

4．平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金「母

子の健康改善のための母子保健情報利活用

に関する研究」班（研究代表者：山縣然太

朗）主催「乳幼児健診情報の利活用方法に

関する研修会 

 都道府県、各自治体が保有しているデータを

利活用する意義と自分たちで集計・分析し、結

果を解釈できるようになることを目的とした

研修会を本研究班主催で実施した。研修会は平

成 30 年 3 月 5 日に沖縄県で、平成 30 年 3 月

10 日に東京で開催した。内容は以下の通りで

ある。 

【午前】 

・10：00～11：00 

講演：個人データを利活用することのメリット

とその意義（山縣） 

・11：00～12：00 

演習：エクセルを使用した演習（記述統計） 

なぜ全国値や自治体との比較をする必

要があるのでしょうか？（篠原） 

演習：エクセルを使用した演習（クロス集計と

関連する解釈の仕方） 

自分の自治体のデータを用いて自分の

自治体の傾向を確認し、どんな課題があ

るのか調べてみましょう！（篠原） 

※途中まで 

【午後】 

・13：00～16：00 

演習：エクセルを使用した演習（クロス集計と

関連する解釈の仕方） 

自分の自治体のデータを用いて自分の

自治体の傾向を確認し、どんな課題があ

るのか調べてみましょう！（篠原） 

 

5．データヘルス事業の推進に向けた乳幼児健

康診査事業の実施項目の体系化に関する研究 

国の通知に示された「基本情報票」および「健

康診査票」に示された項目から、大項目 20 分

類・計 207項目をコード化し体系づけた。国の

通知に示された項目には、重複や症状・所見と

診断名に近い表現の混在など不明瞭な点が認
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めることから、コード化したデータセットの解

析に当たって、留意すべき配慮点についても明

らかとした。 

 

≪平成 30 年度≫ 

1．母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する検討会議 

班会議においては、研究計画内容や方向性の

確認、また各分担研究者（研究協力者）から研

究進捗状況の報告や討議等を行い、分担研究者

間の情報共有と研究班全体の調整を図った。ま

た、セレクト 2018 作成に関する合宿では、各

課題 2～3 名の担当者を決め、評価まで含めた

充実した事業、先駆的な事業、新奇性のあるユ

ニークな事業、PDCA サイクルに基づいて事業

を実施している事業を選抜し、81 件の事業を

選抜した。選抜した事業について、各課題担当

者が事業についてコメントを記載した。そして、

ガイドライン作成に関する合宿では、名称を

「母子保健活動における情報利活用ガイドラ

イン－データヘルス時代の母子保健活動の道

標－」とし、内容は、読み手が日々の業務で困

っていること、疑問に感じていると思われるこ

とについて、テーマごとに解説をすることとし

た。また、データ利活用の知識と技術について

の章も設けることとした。 

 

2．平成 30 年度母子保健指導者養成研修会（厚

生労働省主催、一般社団法人日本家族計画

協会事務局）における「『健やか親子２１（第

２次）』と母子保健情報の利活用についての

研修」 

 そして、平成 30 年度母子保健指導者養成研

修会（厚生労働省主催、一般社団法人日本家族

計画協会事務局）、「『健やか親子２１（第２次）』

と母子保健情報の利活用についての研修」にお

いては、平成 30年 7 月 30 日（月）に福岡で、

8 月 24 日（金）に東京で、そして 9 月 14 日

（金）には大阪で開催された。研究班からは、

山縣、松浦、尾島、山崎、篠原、秋山が講師等

で参加し、以下の講義とグループワークを実施

した。 

講義①：「母子保健事業と情報の利活用」（担当：

山縣） 

講義②：「母子保健情報の利活用、その進め方」

（担当：尾島、松浦、山崎） 

講義③：「母子保健情報の利活用の具体的な手

法」（担当：篠原） 

グループワーク：「自分の地域の母子保健情報

の利活用について考える」（担当：山縣、尾島、

松浦、山崎、篠原、秋山） 

 

2）第 75～77回日本公衆衛生学会学術総会  

自由集会～知ろう・語ろう・取り組もう～ 

一歩先行く 健やか親子２１（第２次）  

 第 2～4回報告 

第 75回では 30名、第 76回では 44名、そし

て第 77 回では 32 名の参加があった。内容は、

以下の通りである。 

【第 75回】 

≪第 1部≫（山縣） 

 『母子保健計画の位置づけと策定方法』と題

し、以下の 5点について講演した。 

（1）母子保健計画をどのようにとらえている

か 

（2）母子保健計画の策定にあたっての課題 

（3）母子保健計画の作成を明日から始めるに

は 

（4）「健やか親子２１（第２次）」のポイント

は？ 

（5）健やか親子とは？4つの旗 

≪第 2部≫（篠原） 

『市区町村母子保健計画の実例と乳幼児健

診情報システムの紹介』と題し、実際に母子保
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健計画を策定された自治体の紹介と、自治体で

のデータの利活用の一助となる乳幼児健診情

報システムの活用方法について講演した。 

 

【第 76回】 

≪第 1部≫（山縣） 

 「何でも聞いてみよう！母子保健と個人情報

保護法」と題し、以下の 5点をポイントに講演

した。 

（1）データヘルスとは？ 

（2）母子保健データヘルスのために 

（3）乳幼児健診データを何に使うか、その意

義とは 

（4）同意について 

（5）個人情報と公衆衛生および学術研究利用 

≪第 2部≫（山縣、松浦） 

第 2 部は、参加者からの質問を受け付けた。

自治体の方からは、日常業務における疑問点が

多く、研究者からは、行政と協力して研究を進

める際の疑問点についての質問が多く挙がっ

た。 

 

【第 77回】 

≪第 1部≫ 

・「健やか親子２１（第２次）」の概要（山縣） 

 「健やか親子２１」の第１次からの流れ及び

概要について、以下の 6点をポイントに講演し

た。 

（1） 「健やか親子２１」について 

（2） 第１次の最終評価の結果 

（3） 「健やか親子２１（第２次）」：10 年後に

目指す姿 

（4） 「健やか親子２１（第２次）」のポイント：

「すべての子どもに」 

（5） 中間評価の情報について 

（6） 「健やか親子２１（第２次）」後半の新し

い指標等 

・「健やか親子２１（第２次）」の現状と中間評

価に向けて新たな指標を考える（上原） 

 「健やか親子２１（第２次）」の指標のうち、

主な指標についてベースライン値と直近値の

比較を示した。 

 ベースライン時からの推移を観察すると、順

調に推移している指標がある一方、変化が見ら

れない等、課題がある指標もあることを説明し

た。 

 

≪第 2部≫ 

 第 1部の講義を受けて、少数人数のグループ

を作ってもらい、母子保健の現状から、今後、

新たに指標に加えた方がよいと思われる課題

について、ディスカッションを行った。 

 

3）妊産婦の継続的支援のための産後ケアの普

及と連携に関する研究 

1．日本における産後ケアの実施状況 

日本においては、かつての出産習俗の中で、

出産した女性を特別にケアする文化的仕組

みがあったことは文献で確認された。 

近年における産後ケアとしては、平成 27

年度子ども・子育て支援推進調査研究事業に

おいて国内の産後ケアに関する文献レビュ

ーを行った佐藤によれば、全ての褥婦・母親

に標準化された方法で行われている身体的・

精神的ケアがなく、産後に行われるケアの内

容は定まっておらず、今後エビデンスに基づ

いた標準化されたケアが提供されることが

必要であると結論づけられた 1）。 

また、同事業の実態調査では、稲田、相良、

島田が有床助産所・病院・診療所を対象とし

た質問紙調査を実施し、施設が提供している

産後ケアは、各施設とも母親の身体的な回復

を配慮しながらの授乳指導、授乳に適した抱

き方、含ませ方の指導、母乳分泌と授乳前後
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の乳房の状態の評価、今後の授乳の方針への

支援などの【授乳の支援】、沐浴指導や、児

の気質に合わせた世話の仕方のアドバイス、

児の泣きへの対応などの【授乳以外の支援】、

母親の身体回復を考慮した母子同室、母親の

フィジカルアセスメントや産褥体操、栄養指

導などの【母親の身体的ケア】を中心的なケ

アとして行っていることが明らかになった
2)。 

さらに、同事業の産後ケア利用者を対象に

した聞き取り調査によれば、利用者が受けた

と認識したケアは、「母親への身体回復の支

援」、「授乳の支援」、「授乳以外の育児支援」、

「母親への心理社会的支援」、「家族間調整」

であった 3)。 

また、日本で先駆的に開設された産後ケア

センターにおける産後ケア事業の利用者意

識調査によれば、産後早期に母親が元気にな

れる要素は、食事を含む休養、受容される体

験、授乳がうまくいくことであったという報

告もあった 4),5)。 

以上より、産後ケアとは、標準化されたケ

アは確立していないものの、母親の身体的ケ

アと授乳の支援を中心に、心理社会的な支援、

家族間調整など幅広い支援が実施され、利用

者は休養や受容される体験によって元気に

なっていくといった流れがあることがわか

った。 

 

2．産後ケア施設へのヒアリング 

 産後ケア施設である Aセンターにて、管理者

であるセンター長（助産師）よりヒアリングを

行った。Aセンターでの事業は大きく 3つあり、

一つ目は県と市町村の共同体からの委託を受

けて行う産後ケア事業、二つ目は県の委託を受

けて行う産前産後電話相談事業、そして、三つ

目は自主事業として行う母乳ケアや個別相談、

各種講座、日帰り型産後ケアなどの独自事業で

ある。宿泊型の産後ケア事業は原則 3 泊 4 日

で、市町村が認めた場合は 6泊まで可となって

いた。利用する時期は、出産施設退院後すぐは

少なく、産後 1～4 か月までで月ごとの利用頻

度に差はないということであった。利用者は初

産婦が多く、年齢は 30歳代後半が多く 40歳代

もいるということであった。宿泊型産後ケア利

用者からの感想としては、「精神的にも身体的

にも疲れていたことを実感した」、「気持ちが楽

になった」、「心細いときに付き添ってくれる温

かい場所だった」等の声が寄せられていた。 

産後ケア事業に携わる職種間の連携として

は、事業を通して市町村保健師とセンターの助

産師の間に顔の見える関係ができ、情報共有に

役立っているとのことであった。さらに、助産

師どうしの連携も強化され、特に施設勤務助産

師や新生児訪問や母親学級などを担当する助

産師が、母親たちに Aセンターの存在を伝えて

くれることで、母親たちの安心感につながって

いるとのことであった。Aセンターで助産師と

しての能力を発揮したいという助産師もいる

ため、人材の掘り起こしにもつながっていると

のことであった。 

 

3．産後ケア事業の普及啓発 

 平成 29年度、30年度を通して、学術集会時

のシンポジウムや研修事業において、産後ケア

事業の推進、子育て世代包括支援センター設置

推進を図った。 

 

4．産後ケア利用者調査の検討 

 産後ケア事業は少しずつ広がりを見せてき

ているが、まだ必要な人に十分利用されている

とはいえない。また、先行研究として産後ケア

による効果については検証されておらず、今後、

産後ケア事業の評価として、効果や満足度など
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を確認していく必要がある。 

 そこで、平成 29 年度は産後ケアの実態調査

等からアンケート項目を抽出し、案を作成した。 

＜項目（案）＞ 

①年齢 

②産後何日目（何か月目）か 

③今回の出産は何回目か 

④今回の利用目的（複数回答可） 

 ・助産師の専門的なケアを受けたい 

 ・産後のサポートがない 

 ・体を休めたい 

 ・育児の悩みを相談したい 

 ・自分の心身の相談をしたい 

・気分転換   他 

⑤産後ケアについてどのように知ったか 

⑥料金設定について 

⑦利用環境について 

⑧食事について 

⑨今回受けたケア内容 

 ・母親の身体回復への支援 

 ・母親への心理的ケア 

 ・授乳の支援 

 ・授乳以外の育児支援 

 ・家族間調整 

⑩内容の満足度 

⑪担当助産師の対応について 

⑫産後ケアを利用しての感想 

平成 30 年度は、産後ケア事業の利用者評価

に向けた準備として、浦安市の委託を受けて、

一般社団法人産前産後ケア推進協会が実施し

ている、浦安市日帰り型産後ケア事業（個別）

の利用者状況の把握を行った。 

 平成 29 年度実施分においては、実施予定数

236 件で実施数 218件であった。利用年代は 30

代が 74％と最も多かったが、40代も 11％を占

めていた。また、産後ケア利用日における児の

月齢で最も多いのは 3か月であったが、月齢 1

か月での利用も増加傾向にあった。また、母親

の初経産別では、初産 47.7％、経産婦 52.3％

であった。前年度は初産婦 58.7％、経産婦

41.3％と初産婦の方が多かったが、平成 29 年

度は経産婦の利用が増えてきていた。 

 

5.フィンランドのネウボラ視察 

 平成 29 年度に妊娠期から子育て期までの切

れ目ない支援を実現しているフィンランドの

ネウボラを視察した。 

「母と子のネウボラ」では、妊婦健診及び乳

幼児健診が行われており、その健診は担当のネ

ウボラナースによる個別面接形式である。その

ため、ネウボラナースの人員分相談室があり、

視察したネウボラには、8～9 人のネウボラナ

ースが在籍し、それぞれの相談室があった。 

 ネウボラナースが担当する人数は国の基準

で定められており、1 年間で妊婦は 40 人、乳

幼児は 300人ということであった。ネウボラナ

ースは 1 日 5～6 人の面談を行うと共に、1 時

間程度の電話相談にも応じており、1組の面談

には 40 分～1 時間程度ゆったりと時間を取っ

て予約制で対応している。医師とネウボラナー

スはそれぞれ互いの役割を持ち、協働で健診を

行っている。 

 ネウボラでの記録は、妊婦手帳、乳幼児手帳

として紙の手帳にも記載するが、約 10 年前に

電子化され、ネウボラ、出産医療機関、保育所

でデータが共有されている。 

 出産後から 1～2 か月の母子の支援について

は、出産後 1～2週目は家庭訪問、2～3週目は

家庭またはネウボラで健診、4～6 週目ネウボ

ラで健診、2か月目ネウボラで健診というスケ

ジュールが定期的に組まれているということ

であった。 

具体的な事業として、「ネウボラナースによ

る 2 か月の乳児の健診及び予防接種」の見学、
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「妊娠 37週初産婦の妊婦健診」の見学、「LENE

（発達のチェック）の手順についての説明」、

「妊娠中の母乳育児講座」の見学を行った。 

それぞれ利用者への説明は時間をかけてゆ

ったりと行われており、妊娠中から担当してい

るため利用者とネウボラナースの間に信頼関

係が構築されており、利用者は安心してネウボ

ラを利用していた。 

 

4）都道府県と市町村が協働した地域における

母子保健情報の利活用に関する研究 

1．市町村における母子保健対策の取組状況に

関する研究 

「予防接種率の向上対策」、「発達障害に関す

る対策」、「乳幼児期のむし歯対策」，「食育の推

進」、「児童虐待の発生予防対策」、および「産

後うつ対策」は全国 1,645 市町村の 50％以上

が取組を充実させていた。また、各都道府県の

管内市町村で取組を充実させた頻度の分布を

観察すると、多くの項目で都道府県によって管

内市町村の取組充実頻度の幅が大きかった。母

子保健対策に関する市町村の取組状況と都道

府県の取組状況の関連について、「発達障害に

関する対策」、「産後うつ対策」、「妊娠中の喫煙

防止対策」、「母乳育児の推進」、「思春期の心の

健康対策」、「十代の人工妊娠中絶防止対策」は

取組を充実させた都道府県において、取組を充

実させた管内市町村の頻度が有意に高かった。 

 

2．市町村における母子保健対策の連携先に関

する研究 

「予防接種率の向上対策」では関係団体

（51%）、関係機関（40%）との連携頻度が大き

いが、庁内他部局連携（25%）は、都道府県と

政令市・特別区に比較し頻度が小さく、「乳幼

児期のむし歯対策」の連携先頻度と類似してい

た（図１，図２）。妊婦や思春期という対象者

が同一の対策、子どもの事故防止と心肺蘇生法

の親への普及という関連した内容の対策も連

携先頻度が類似していた。多くの母子保健対策

について、庁内他部局連携を図っている市町村

では他の組織・団体とも連携を図っていた。 

 

3．健やか親子２１（第２次）県型保健所に関

する指標との関連について地域保健・健康

増進事業報告を活用した研究 

援助活動を実施した県型保健所が多い都道

府県では、５つの指標のうち「市町村のハイリ

スク児の早期訪問体制構築等に対する支援を

している」県型保健所割合と「市町村における

発達障害をはじめとする育てにくさを感じる

親への早期支援体制整備に対する支援をして

いる」県型保健所割合が有意に高かった（前者：

2015 年 p=0.02、2016 年 p=0.006、後者：2015

年 p=0.02、2016年 p=0.001）（表２、表３）。研

修実施と５つの指標には明らかな関連は観察

されなかった。 

 

2.娠届出から乳幼児健診の情報入力シ

ステムの構築 

 

1）平成 28・29年度における母子保健情報の収

集と利活用に向けた「乳幼児健診情報シス

テム」の改修に関する報告 

1．乳幼児健診情報システムの改修 

1） 平成 28年度 

以下に、平成 27 年度版の「乳幼児健診情報

システム」の構成、および平成 27 年度版から

の変更点と追加機能を記す。 

 

（1） 平成 27 年度版「乳幼児健診情報システ

ム」の構成 

【市区町村版】 

 必須問診項目および推奨問診項目の入力
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画面 

 入力データの集計機能 

 各必須問診項目のグラフ作成機能 

 都道府県へのデータ報告用ファイル作成

機能 

【都道府県版】 

 管内の各市区町村から送られてきた報告

データの自動取込機能 

 各市区町村データの統合・集計機能 

 各市区町村別の必須問診項目の項目別比

較グラフ（統合データ平均値の表示も追加） 

 国への報告用ファイルの自動作成機能 

 

（2） 平成 28年度実施した変更点、および追加

機能 

【変更点】 

 推奨問診項目の回答選択肢の変更 

・育児環境 23： 

あなたの日常の育児の相談相手は誰ですか。 

≪旧≫選択肢が単一選択 

≪新≫選択肢が複数選択 

・育児基盤評価 27： 

 現在何か心配なことはありますか。 

 ≪旧≫選択肢：子どものこと 

配偶者／パートナーとの関係 

父母／義父母との関係 

育児仲間のこと 

その他 

 ≪新≫上記の選択肢に、「特に心配事はない」

を追加 

【追加機能】 

 「健やか親子２１（第２次）」の中間・最

終評価の各前年度に調査する 4 項目の追

加 

・基盤課題 A-9： 

小児救急電話相談（#8000）を知っている親

の割合 

・基盤課題 A-10： 

子どものかかりつけ医（医師・歯科医師など）

を持つ親の割合 

・基盤課題 C-2： 

妊娠中、仕事を続けることに対して職場から

配慮をされたと思う就労妊婦の割合 

・基盤課題 C-3： 

マタニティマークを妊娠中に使用したこと

のある母親の割合 

 推奨問診項目および上記 4 項目の結果グ

ラフ作成機能。 

 各項目の年度推移がわかる表とグラフの

作成機能。 

 都道府県版における「市区町村別集計表」

で作成される市区町村別のグラフに推奨

問診項目および上記 4項目の作成機能。 

 

2） 平成 29年度 

以下に、既存の乳幼児健診情報システムの構

成、および今年度の変更点を記載する。 

 

（1） 既存（平成 29年度版）の乳幼児健診情報

システムの構成 

【市区町村版】 

 必須問診項目、推奨問診項目、および中間

評価・最終評価の前年度に調査報告する 4

項目の個票データの入力 

 入力した個票データの集計機能 

 各必須問診項目、推奨問診項目、および中

間評価・最終評価の前年度に調査報告する

4項目のグラフ作成機能（個票データ） 

 都道府県へのデータ報告用ファイル作成

機能 

 各項目の年度推移がわかる表とグラフの

作成機能「年度推移分析結果」（個票デー

タを入力した場合） 
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【都道府県版】 

 管内の各市区町村から送られてきた報告

データ（個票データによる報告）の自動取

込機能 

 乳幼児健診情報システムを使用していな

い自治体の集計値を入力する機能（手入力） 

 報告データ（個票データによる報告）と集

計値（手入力）による報告の結果を統合し

て、集計する機能 

 必須問診項目、推奨問診項目、および中間

評価・最終評価の前年度に調査報告する 4

項目の結果グラフ作成機能 

 各市区町村別の必須問診項目、推奨問診項

目、および中間評価・最終評価の前年度に

調査報告する 4 項目の項目別比較グラフ

作成機能「市区町村別集計表」 

 国への報告用ファイルの自動作成機能 

 各項目の年度推移がわかる表とグラフの

作成機能「年度推移分析結果」（個票デー

タでの報告分のみ） 

 

（2） 平成 29年度行った改修点 

【市区町村版】 

 これまでは毎年、対象年度の各市区町村の

乳幼児健診情報システムを作成し配布し

ていたが、平成 30 年度以降は、年度と自

治体を各自で指定して作成できるように

した。 

 これまで、都道府県版でしか集計値を入力

する手入力用ファイルの作成ができなか

ったが、市区町村版でも作成できるように

し、個票データ入力用と集計値入力用を選

択して各自で作成できるようにした。 

 各項目の年度推移がわかる表とグラフに

ついて、これまでは個票データを入力した

場合のみ対応していたが、集計値を入力し

た場合でも作成できるように変更した。 

【都道府県版】 

 これまでは毎年、対象年度の各都道府県の

乳幼児健診情報システムを作成し配布し

ていたが、平成 30 年度以降は、年度と都

道府県を各自で指定して作成できるよう

にした。 

 「年度推移分析結果」について、これまで

は個票データの報告分のみに対応してい

たが、集計値での報告でも作成できるよう

に変更した。 

 「市区町村別集計表」について、これまで

は個票データの報告分のみに対応してい

たが、集計値での報告でも作成可能とした。 

 

2．市区町村版・都道府県版システム・マニュ

アルの改修 

1） 平成 28年度 

昨年度作成したシステム・マニュアルは次の

4点であり、うち、3）と 4）を追加機能の操作

方法を含んだものへと改修した。 

（1） 乳幼児健診情報システム・ダウンロード 

画面への入り方（市区町村用） 

（2） 乳幼児健診情報システム・ダウンロード

ガイド（市区町村用） 

（3） 乳幼児健診情報システム・マニュアル 

（市区町村版）ご利用ガイド 

（4） 乳幼児健診情報システム・マニュアル 

（都道府県版）ご利用ガイド 

 

2） 平成 29年度 

 現状の乳幼児健診情報システムに関するマ

ニュアルは次の 3点であり、いずれも改修を行

った。 

（1） 乳幼児健診情報システム・ダウンロード

ガイド 

→これまでと同様、「健やか親子２１（第

２次）」のホームページからダウンロー
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ド可能とする。これまでは、各市区町

村の乳幼児健診情報システムをダウン

ロードする様式になっていたが、今回

の改訂ですべての市区町村が同一のシ

ステムをダウンロードすることになり、

ダウンロード画面が変更になるためガ

イドも変更した。 

（2） 乳幼児健診情報システム・マニュアル 

（市区町村版）ご利用ガイド 

（3） 乳幼児健診情報システム・マニュアル 

（都道府県版）ご利用ガイド 

→（2）と（3）に関しては、前述の変更

点に対応したご利用ガイドへと改修し

た。 

 

3．改修版乳幼児健診情報システムの各市区

町村・都道府県への提供 

1） 平成 28年度 

各市区町村への配布は、平成 27年度と同様、

「健やか親子２１（第２次）ホームページ」か

らダウンロード可能とした。ダウンロード時は、

「取り組みのデータベース」への団体情報登録

時に得た市区町村ごとのパスワードを用い、

「乳幼児健診情報システム」のダウンロード画

面へ進むようにした。これは、自治体関係者以

外のアクセス制限を目的としている。 

また、都道府県への配布は、CD-R にて各都道

府県母子保健担当課へ郵便にて送付した。 

 

2） 平成 29年度 

各市区町村への配布は、市区町村からの問い

合わせから、市区町村のセキュリティー強化に

伴い、ダウンロード時に乳幼児健診情報システ

ムのマクロが自動的に無害化されてしまう市

区町村が多くみられたため、厚生労働省母子保

健課と協議し、厚生労働省母子保健より都道府

県へ、都道府県から自治体間で利用可能となっ

ているメールで管内市区町村へ送った。 

また、これまでと同様、「健やか親子２１（第

２次）」のホームページからもダウンロード可

能とした。ダウンロード時は、「取り組みのデ

ータベース」への団体情報登録時に得た市区町

村ごとのパスワードを用い、「乳幼児健診情報

システム」のダウンロード画面へ進むようにし

た。これは、自治体関係者以外のアクセス制限

を目的としている。 

また、都道府県への配布は、これまでは CD-R

にて各都道府県母子保健担当課へ郵便にて送

付したが、今回は乳幼児健診情報システムを共

通化したため、こちらも厚生労働省母子保健課

よりメールで配布された。加えて、これまで都

道府県版はホームページからのダウンロード

は設定していなかったが、今回の改修により都

道府県版もホームページからダウンロード可

能とした。 

 

2）要支援妊婦の抽出を目的とした医療機関に

おける「問診票を用いた情報の把握」およ

び行政機関との連携方法の開発 

1．ツールの有用性に関する検証 

妊娠初期、中期、後期、産後 1か月の問診票

に回答した人数は、表 1に示す通り、大阪母子

医療センターで 279人、昭和大学で 617人、聖

母病院で 121人であった。そのうちすべての時

期の問診票へ回答があったものは、大阪母子医

療センター138人、昭和大学 3人、聖母病院 15

人であった。 

 

■主要評価項目 

① それぞれの施設において、現行の方法で支

援対象と判断した例と、問診票・チェック

リストの点数から抽出された例の比較に

ついて 

まず、問診票の項目を支援の必要性を考慮し
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0-3 点に配分し、行政機関との連携の有無に関

して ROC カーブにてカットオフ値を決定した。

妊娠初期の問診票に回答した(n=678)のうち、

行政連携あり（n=17, 2.5%）に対し、カットオ

フ値は 7点であり、表 2に示す通り、7点以上

で行政機関連携の感度 83.1%、特異度 82.4%、

オッズ比は 23（95% CI 6.5–81.36）であった。

カットオフ値 7 点以上の症例は、127（18.7%）

であった。 

続いて、妊娠中期（n=495）の問診票では、

行政連携あり（n=30, 6.2%）に対しカットオフ

値は 4 点であった。問診票で 4 点以上であれ

ば、行政機関連携の感度 80.0%、特異度 58.9%、

オッズ比は、5.7（95% CI 2.3–14.32）であっ

た。（表 3）カットオフ値 4 点以上の症例は、

215（43.4%）であった。 

続いて、妊娠後期 (n=296)の問診票で、行政

連携あり（n=18, 6.4%）に対し、カットオフ値

は 3点であった。問診票で 3点以上の場合、感

度 77.8%、特異度 62.9% 、オッズ比は 5.9（95% 

CI 1.9–18.52）であった。（表 4）カットオフ値

3点以上の症例は、118（39.9%）であった。 

さらに、産褥 1か月 (n=551)：において、行

政機関連携あり（n=39, 15.5%）に対し、カッ

トオフ値は 4点であった。問診票 4点以上の場

合、感度 71.8%、特異度 73.1%、オッズ比は 6.9

（95% CI 3.23 – 14.81）であった。（表 5）カ

ットオフ値 4点以上の症例は、190（34.5%）で

あった。 

 

■主要評価項目 

② 医療機関から行政機関に連絡した対象に

ついて、行政機関での評価と対応および乳

幼児健診の結果の照合について 

引き続き情報回収途中であり、現時点では開

示する結果はない。 

 

■副次的評価項目 

① 妊娠中の問診票と産後 1 か月健診の問診

票、EPDSの比較 

今回の検討では、妊娠期間中、産後通じて 4

回の問診を施行したが、それらの問診票のすべ

てに回答を得たものは 156人であった。156人

のデータについてのみ検討する。 

産後問診票 4 点以上は、53 人であった。そ

の 53 人において、妊娠初期にも 7 点以上であ

るものは 19 人、中期に 4 点以上のものは 29

人、後期 3 点以上のものは 31 人であり、初期

の点数と産後点数は必ずしも相関しなかった。

逆に妊娠初期 7点未満、中期 4点未満、後期 3

点未満であったものは 61 人（39%）であった。

そのうち、産後も 4点未満であった症例は、53

人（87%）であり、妊娠中通して問題のないも

のは、産後も支援を要さないものである可能性

が高いことが示唆された。点数の重みづけや、

妊娠期間中に変動した問診票の項目について

今後も検討を続ける必要がある。 

 

■副次評価項目 

② 妊娠・産後の医療機関から行政機関（市町

村保健センター）へ連絡となった事例（対

象）数 

少なくとも 1 回は問診票を施行した合計

1,017人のうち、施設独自のルールによって妊

娠中から産後 1 か月までにから行政機関に連

絡を行った症例は 77人（7.6%）（大阪母子医療

センター:46 人、昭和大学:29 人、聖母病院:2

人）であった。連携開始の時期は、妊娠初期か

ら 17 人、中期から 22 人、後期からが 10人、

産後から 28人であった。 

 

2．妊婦との面談担当者へのグループインタビ

ュー 

この連携方法について  
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「まあまあ有効である」が大多数だが、「有

効である」、「どちらともいえない」の意見もあ

り妊婦および家族の背景や今感じていること

を把握することは有効であるが、行政機関と共

通理解のツールではないので、連携しても妊娠

中家庭訪問などには結びつかなかった。行政機

関とのリスク意識に乖離があった。質問の並び

方の指摘もあった。 

 

病院側：・行政と連携する時期は、初期はほと

んどない。 

・妊娠中は情報共有や役割確認が多い。 

・出産後に退院させてよいかについて

会議することが多い。 

・行政と共通のツールがあるとよいの

ではないか。 

行政：病院とは連携がとれているが、クリニッ

クが難しい。 

 

① 妊娠初期 

1）良かった項目 

・ 問 1：今回の妊娠が思いがけないもので

あったのか、そうでなかったのかは把

握しやすかった。 

・ 問 2（パートナー）、問 5（経済的問題）、

問 8（違法性薬物）、問 10（上の子につ

いて）の設問はよい 

・ 全般：チェック項目があると、話のきっ

かけになる、詳しく聞ける。 

 

2）改善すべき項目 

・ 問 7 において精神的な問題をとりあげ

ているが、精神的な問題だけ独立した

方がいい。（例えば育児チェックリスト

の問 3 のような文章だと妊婦が答えや

すい） 

・ 問 8（違法薬物）は具体的に 

3）実施時に気になった点 

・ 話しやすい環境で面接するための環境

整備が難しかった。 

・ 夫が同席していること（本人しか聞け

ない）。 

・ 当院では違法薬物の項目へのチェック

がなかった。この項目をルチーンで聞

くかどうかは検討が必要と感じた（あ

えてとりあげる意義など）。 

 

チェックリスト 他 

・ 新宿区は特定妊婦のピックアップのた

めの用紙を独自で作成している 

・ 外国人（東南アジア系）に関して、日本

人と同様の基準でよいかどうか。 

・ 初診時の書類が多すぎる。 

 

② 妊娠中期 

1）良かった項目 

・ これまで、中期に重ねて聞くというこ

とがなかったので問診票はよい。 

・ 問 1～問 10すべて、背景が確認できる 

・ 特に問 5（妊婦自身の子供の時の体験）。

は問診票があると聞くきっかけになる。 

・ DVや虐待経験などを引き出すきっかけ

になった。口頭で聞いてもなかなか出

てこないが、質問紙にあると答えやす

いように感じた。 

 

2）改善すべき項目 

・ 問 7 の困ったときに助けてくれる人と

いう項目で、中期ぐらいには産後のサ

ポートの有無を把握しておきたいので、

情緒的なサポートと実際の家事・育児

サポートをしてくれる人がいるかとい

う項目だと把握しやすい。 

・ 問 1：マタニティーライフを楽しんでい
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る人がいるのか？という言葉の響きは

あまりよくない。 

・ 問 8・9のたばこ、アルコールは初期に

移動すべきである。 

 

3）実施時に気になった点 

・ 特になし。 

・ チェックリストで、診療費を滞りなく

支払っているかは分かりにくい。 

 

③ 妊娠後期 

1）良かった項目 

・ 問 1（感情）.2（上の子について）.3（妊

娠経過）は有効である。 

・ 問 4 の①（産後育児）は具体的に把握

しやすい。 

  

2）改善すべき項目 

・ 問 6では、不安なことが拾えない。 

・ 問 1 の「眠れない」の意味づけは難し

いのでは。 

・ 特になし。 

 

3）実施時に気になった点 

・ 特になし 

 

④ 産後 1か月 

1）良かった項目 

・ 妊娠中期と同様で、問診票はサポート

の手助けになる。 

・ 本人が相談したいことなど、なかなか

口に出せない人でも質問紙だと表現す

ることができる。 

・ チェック項目をきっかけに話ができる。 

 

2）改善すべき項目 

・ 特になし。 

3）実施時に気になった点 

・ 問 2・5・8 は赤ちゃんへの気持ち質問

票の項目とかぶっていると感じた（当

院では 1ヶ月健診時全例 EPDSおよび赤

ちゃんへの気持ち質問票をとっている

ため）。 

 

チェックリスト 他 

・ 身体的なチェック、産後の生活が見え

る質問、授乳が上手くいっているのか、

赤ちゃんの成長、保育方法などの質問

があったほうがよいのではないか。 

・ 同居人のチェックについて、把握でき

ない。 

 

3．母子健康手帳自由記載欄を利用した「妊婦

の気持ち」の検討 

3-1．不安の多寡による「気持ち」の推移の相違 

両群では違っており、対応分析で作成したデ

ンドログラムと布置図によると、「不安の少ない

群」では「不安感」「胎動感」「期待感」から「現

実感」と変化するのに対し、「不安の強い群」で

は「不安感」「現実感」「胎動感」から再び「不

安感」に戻った。妊娠 30 週頃（M08）がその分

岐点であった。 

 

3-2．不安の多寡別にみた「特徴語」の相違 

不安の強い群では「陣痛」「準備」「辛い」な

どの 7単語、不安の少ない群では「健診」「元気」

「エコー」などの 8 単語が、それぞれの群で高

頻度にみられる特徴的な単語として抽出された。 

 

3）母子保健情報システムの構築と地域モデル

研究 

 

1．宮城県内産科医療機関を対象とした母子保

健との連携状況調査 
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 宮城県内全産婦人科医療施設に対する調査票

の回答率は、67.9％であった。分娩取り扱い施設

においては、（1）特定妊婦がいた場合、保健師

に連絡を入れている（54％）、（2）保健師と定

期的に連絡を取り、特定妊婦以外の妊産婦も含め

情報を共有している（17％）、（3）特に連携を

とっていない（0％）であり、半数以上の施設に

おいて、保健師との連携が行われていることが明

らかになった。分娩取り扱いのない、妊婦健診の

みを行う診療所においては、それぞれ、（1）特

定妊婦がいた場合、保健師に連絡を入れている（3

3％）、（2）保健師と定期的に連絡を取り、特定

妊婦以外の妊産婦も含め情報を共有している

（0％）、（3）特に連携をとっていない（43％）

であり、連携体制は不十分であることが明示され

た。また、助産所においては、（1）特定妊婦が

いた場合、保健師に連絡を入れている（8％）、

（2）保健師と定期的に連絡を取り、特定妊婦以

外の妊産婦も含め情報を共有している（16％）、

（3）特に連携をとっていない（8％）であり、対

象者が少なく未回答の施設が多いものの、連携体

制は確立していないことが明らかとされた。 

 

2．宮城県内市町村（35市町村）を対象とし

た医療機関との連携調査 

 宮城県内全市町村に対する調査票の回答率は、

100％であった。母子健康手帳交付時に対応する

職種（複数回答可）は、保健師 100％、助産師

28.6％、看護師 14.3％、栄養士などその他 31.4％

であった。説明は窓口で行い（80.0％）、「母子健

康手帳の交付・活用の手引き」に沿って（48.6％）、

独自のマニュアルを用い（22.9％）行われていた。

同時に実施している調査としては、独自のアンケ

ートによる追加調査を実施している自治体が多

くを占めていた（94.2％）。届時の面談について

は、全員について（97.1％）、保健師（100％）、栄

養士（45.7％）、看護師（28.6％）が実施してい

た。アンケート記載内容は、54.3％の自治体で PC

手入力による電子媒体保管の形式をとっていた。

妊婦一般健康診査助成券の利活用については、記

載事項の確認、保管はすべての自治体で行われて

いるものの、記載情報に異常を認めた場合、他部

門や医療機関へ連絡する自治体は、20.0％にとど

まり、54.3％の自治体では、保管するのみとなっ

ていた。医療機関との連携状況については、十分

な情報共有ができている（31.4％）、十分とは言

えない（11.4％）、今後充実させたい（25.7％）

との結果を得た。 

宮城県内全市町村から回収した妊娠届交付

時のアンケート項目は量・内容共に多様性に富

んでいるため、項目別に整理し行った階層型ク

ラスター解析により、共通性が高い項目（相談

できる人の有無、不安・相談したいこと等）や

独自性の高い項目（心理士・保健師の訪問希望

の有無、自分の育てられ方等）が明らかとなっ

た（資料 6）。また、政令指定都市である仙台市

に近いパターンをとる自治体と独自性の高い

情報収集を行う自治体を可視化することがで

きた。 

 

3.産科医療機関―市町村における母子保健

情報共有フローのモデル事業 

一般診療所と自治体における情報共有モデ

ルの実施については、大学や基幹病院で行う臨

床研究と異なり、多くの課題が抽出された。医

師の倫理講習受講の必要性、一般診療所におけ

る説明・同意にかかる人員の確保や臨床業務と

並行して行う困難性が再度認識された。具体的

には、結城産婦人科では分娩取り扱いの休止が

決まり、実質的な研究参加が困難となり、あべ

クリニックでは被災地における分娩施設の集

約化によって予想以上の妊婦集中が起こり、同

意取得などの研究参加が困難となった。これら

の事実は、我が国のどの地域においても多く認

- 49 -



められる事象であり、診療所を含めた今後の臨

床研究展開に大きな課題を再認識する結果と

なった。 

 

4）すべての子どもを対象とした要支援情報の

把握と一元化に関する研究 

1．プログラムによる支援度判定を行う時点の

設計 

 プログラムによる親子の支援度判定を行う

時点を検討したところ、下記の 15 時点におい

て支援度判定を行うことが理想的であるとし

た。 

 ＃1．妊娠届け出時 

 ＃2．乳児（３・４か月）健診時 

 ＃3．1歳半健診時 

 ＃4．3歳児健診時 

 ＃5．就学時健診時 

 ＃6～＃11．小学校 1年から 6年の各学年 

 ＃12～＃14．中学校 1年から 3年各学年 

 ＃15．中学校卒業時 

 なお、一つ前の判定時点からの期間における

各種情報を集積した上で支援度判定を行うも

のとする。また、必要に応じて、随時、要支援

と判定された親子の情報については、データベ

ースに蓄積することとする。 

 今回は、＃1の妊娠届け出時の次の時点とし

て、＃3の 1歳半健診時点において支援度判定

を行った。＃2の乳児（3・4か月）健診時点に

ついては、妊娠・出産からの期間が短く、1年

間の出生児をフォローする場合に、妊娠期間に

あるものと産後期間にあるものが混在し、情報

集積・支援度判定を効率的に行うことができな

いという課題に直面し、スキップすることとし

た。 

 

2．プログラムによる支援度判定のための情報

集積の手続き（妊娠届等） 

 プログラムによる支援度判定には、妊娠届

（問診等）、健診結果等の情報に加え、前回の

要判定時点からの期間において提供された医

療機関・園等からの情報も用いることとした。 

 まず妊娠届問診票については、そこに記入さ

れた情報に基づいて支援を行うことになるが、

場合によっては関係機関との情報共有が必要

となることがある。これまで、他機関との情報

共有に関する本人同意を得ることができない

様式であることが課題として抽出されたので、

本研究を契機に妊娠届問診票に包括同意項目

を導入した。なお、同一様式の妊娠届問診票を

用いている隣接市町とも共同して改訂をおこ

なった。 

 問診表に追加した包括同意に関する文言は

「お子様の健やかな成長のために必要な場合、

保育・教育・医療・療育等の関係機関と連携を

図ることに同意していただけますか（署名）」

である。 

 

3．支援度判定のためのプログラム計算式の開

発（妊娠期） 

 妊娠届出時の問診項目や状況等から資料 1

に示す項目を担当課保健師が選定し、それぞれ

に得点化（重み付け）を担当課保健師が行った。

これらの得点を加算していくという計算式を

用い、合計得点を算出した。 

 これらの合計得点を資料 1 下段の支援度判

定区分にあてはめた。この支援度判定区分であ

るが、本研究班会議において山崎嘉久分担研究

者から示された区分を用いた。 

対象となった 224 例の支援度判定（妊娠期）

であるが、区分 1が 60人（26.8%）、区分 2

が 62人（27.6%）、区分 3が 49人（21.9%）、

区分 4が 53人（23.7%）、区分 5は 0 人であ

った。 
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4．支援度判定項目への当てはめ 

 対象とした 224 例が、支援度判定を行うにあ

たって選定された項目（資料 1）にどの程度該

当しているかを確認した。その結果を、図 1に

示した。1 つ以上の項目に該当した例は約 70%

であることがわかった。 

 

5．特定妊婦関連項目への当てはめ 

 対象とした 224 例が、特定妊婦に関連する項

目にどの程度該当しているかを確認した。その

結果を、図 2に示した。1つ以上の項目に該当

した例は約 70%であることがわかった。 

 

6．特定妊婦関連項目への当てはめ 

 対象とした 224 例において、プログラムによ

り判定された支援度と、1歳半健診前までの実

際の保健師の支援状況との関連をまとめた結

果を表 1に示した。 

 プログラムにより要支援区分 3［課内対応］

と判定されたものは 49 例であったが、そのう

ち保健師が実際の支援を行っていたのは 7 例

であった。その内訳は 3例が課内対応による支

援であり、4例が機関連携による支援であった。

支援に至らなかったのは 42例（85.7%）であっ

た。 

 プログラムにより要支援区分 4［機関連携対

応］と判定されたものは 53 例であったが、そ

のうち保健師が実際の支援を行っていたのは

24例であった。その内訳は 10例が課内対応に

よる支援であり、14 例が機関連携による支援

であった。支援に至らなかったのは 29 例

（54.7%）であった。 

 

7．１歳半健診までの判定項目 

 1歳 6か月健診時点における支援度判定（プ

ログラム）に用いる項目を表 2に示した。これ

らの項目は妊娠出産時点から 1 歳 6 か月健診

時点までの期間における情報を包含している。 

 

8．母子保健情報のデータベース構築・入力 

 妊娠届け出からはじまる全ての子どもを対

象とした支援情報の集積であるが、嘉麻市の現

有情報機材を用いることにした。母子保健情報

データベースに用いるソフトウエアは汎用性

の高い Microsoft Excel とし、1例の変数デ

ータを 1行に入れ込んでいくことになった。入

力は、情報機器・入力に精通した担当課職員（事

務職）がおこなった。 

 特別な予算措置無く、専属のデータ入力担当

者も措置されていない母子保健担当課におけ

る入力業務の負担については、当初より課題と

して予測されたところであるが、224例という

データの統計分析から見えてくるものがある

というメリット面が着目され、引き続き入力す

ることになった。 

 

9．情報集積の課題 

情報集積に関して下記の課題が明らかにな

った。それは、個人情報に関する事項について、

地域の医療機関から市担当課に対する情報提

供は困難である（できない、してはいけない）

という認識が地域医療機関にあることが浮き

彫りになったことである。この課題解決に向け

て、基本的な情報共有のあり方と推進について、

地域関係機関を集めた研修会をおこなった。講

師を研究班員が務めた。 

 上記研修会に参加したのは、小児科開業医 1

名、産婦人科開業医 1名、精神科病院・クリニ

ック 3施設から医師 3名、各医療機関のスタッ

フ、市町の母子保健行政スタッフ等、約 50 名

であり、とくに精神科医からは情報提供・共有

への視野が開けたという成果を得た。 

 

5）自治体における乳幼児健診情報利活用方法
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における人材育成手法の検討 

1．保健師のデータ利活用における現状把握 

市町村における主な母子保健情報の入力の

7割は保健師等の専門職が行っている 1）。市町

村における主な母子保健情報の入力の 6 割は

保健師等の専門職が行っている。（754/1953 自

治体（回収率 39％）、アンケート調査期間：2017

年 1月～3月） 

本調査からは 

・個人情報の取扱いに頭を悩ませている 

・保健師の研修ニーズとして最も大きいも

のは、職場における講師派遣型研修である 

の二点が明らかになった。 

特に、母子保健事業におけるデータを活用す

るために必要な支援として挙げられたものは 

・適切な人員配置 

・データ分析のトレーニング 

・活用事例の紹介 

であった。 

本研究班で開発する研修の主な受講者であ

る保健師の人材育成に関しては、「保健師に係

る研修のあり方等に関する検討会」とりまとめ

に基づき、自治体保健師の現認教育とかい離し

ない形の人材育成と研修方法を探った。この検

討会では、自治体における保健師の研修体制構

築の推進策等に係る議論の成果を平成 28年 3

月にとりまとめている 2）。 

一方、自治体保健師の標準的なキャリアラ

ダーも保健師向け研修開発の際に参考とな

る。島田ら 3)によれば、キャリアラダーは、

個々の保健師の能力の獲得状況を把握する

ためのツールとして活用することができる。 

 保健師の能力の成長過程を段階別に整理

した「自治体保健師の標準的なキャリアラダ

ー」のうち「専門的能力に係るキャリアラダ

ー」では、自治体保健師に求められる能力を

活動領域ごとに類型化し、 5 段階のレベル

別に示した。従来の自治体保健師の人材育成

では、経験年数に応じた区分を用いることが

多いが、経験年数別の人材育成を行う困難さ

に対応するため、本キャリアラダーでは、能

力の成長過程を段階的に区分したものとな

っている。 

 「専門的能力に係るキャリアラダー」では、

自治体情報利活用については下記の通り記

載されている 2)。 

保健師の活動領域：2地域支援活動 

 2 -1. 地域診断・地区活動 

【求められる能力】地域の健康課題や地域資

源を明確化し，地域組織や関係機関と協働し

て課題解決する能力 

【キャリアレベル A-1】指導を受けながら，

担当地区の情報を収集・分析し，健康課題を

明確化できる． 

【キャリアレベル A-2】担当地区の情報を分

析し，健康課題の明確化と優先性の判断がで

きる． 

【キャリアレベル A-3】地域診断や地区活動

で明らかになった課題を事業計画立案に活

用できる． 

【キャリアレベル A-4】地域に潜在する健康

課題を把握し，リスクの低減や予防策を計画

し実践できる． 

【キャリアレベル A-5】地域診断や地区活動

で明らかになった課題を施策立案に活用で

きる。 

 このことから、キャリアレベルで 2段階目の

保健師には、情報を分析し、健康課題の明確化

と優先性の判断ができる能力が求められてお

り、それは健康課題の明確化と優先性の判断を

含めた地域診断に繋がるものであるとされて

いることがわかる。保健師キャリアの過渡期に

地域診断能力が求められていることからも、本

研究班でも一層の情報分析ならびに利活用手
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法の習得を推進する必要があることが分かる。 

前述の検討会では都道府県と市町村・市町村

同士の連携が推進され、「行政保健師は，主に，

都道府県と市区町村に配置されている．保健師

の人材育成・研修に関しては，都道府県による

計画的・継続的な取り組みが重要であり，特に

規模の小さい市町村への支援が必要である．」

と述べられている。 

 都道府県や保健所による市町村への支援・連

携には、様々な取組が望まれる、「保健活動通

知」に示されるように、保健所には市町村保健

師の人材育成を支援する役割も期待されてい

る。 

また、教育機関との連携推進については、自

治体保健師の人材育成に関する教育機関の全

国的な取組状況について、全国保健師教育機関

協議会が調査した結果、多くの大学で、教員が

地元自治体の研修に講師として協力している

ことが明らかになった。一方で、全国的に見る

と、教育機関が保健師の現任教育の研修内容の

構築にまでは関わっていないことが示唆され

た。 

前述の村嶋ら 4-6）は、「県立の単科大学では

公衆衛生関連の人材が限られる一方で，国立保

健医療科学院には，公衆衛生や医療経済関連の

人材が豊富に揃っている．保健医療科学院で実

施される公衆衛生関連の講義を e-learning 等

で学び，必要に応じてスクーリング等で，保健

医療科学院で学ぶような仕組みを作り，それが，

大学院における保健師教育の単位になれば，大

学院における保健師教育が開設し易くなる．こ

のような仕組みにより，各県の保健師教育機関

と，保健医療科学院が Win-Winの関係を築くこ

とができれば，日本における保健師の人材養成

と質の向上は一気に進むであろう．」と述べて

おり、本研究班の研修開発内容が国立保健医療

科学院の研修内容に還元されたり、国立保健医

療科学院の研修に関する知見がわが研究班の

企画運営に反映されたりすれば、日本の母子保

健の質向上に資する可能性が高い。 

本研究班では、引き続き、市町村保健師や自

治体職員へ直接研修の機会を提供するととも

に、都道府県や保健所による市町村支援に資す

るよう、マニュアルと研修教材を広く普及して

行くこと、教育機関(県立大学や看護大学等)に

対する保健師の分析能力向上研修への支援を

行っていくなど、多様なアプローチを進めてい

く。 

 

2．国立保健医療科学院における自治体情報の

利活用研修 

 本研究班の研修開発の基礎資料として参照

したのは以下の項目である。 

1） 研修の構成 

（1） SGO・GIOの設定、推奨及び参考書籍の提

示、評価方法の明示 

（2） 達成度の測定・評価基準の明文化 

2） 実施体制 

（1） 受講生に対し十分な教官数 

（2） 教官と事務職の役割分担 

3） 現状把握 

（1） 自治体における母子保健情報の電子化、

分析システムの研修導入における課題と

要因 

成木ら 7）によれば、「国立保健医療科学院に

おける保健師関連研修の概要」においては、平

成 27年度は、「地域保健」「医療・福祉」「生活

環境」「情報統計」および「国際保健」の分野

に渡り 50種類の研修が実施され、年間約 2,000

人が研修を受講している。H27年度に実施した

国内の 4 分野における 45 の研修の受講修了

者は 2,127名であり、保健師の受講は「地域保

健」「医療・福祉」「情報統計」の 3 分野、15

種類の研修において 471名（22.1％）であった。
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この内、地域保健分野で開催され保健師が受講

可能な 13 研修で 695 名の受講者があり、この

中での、保健師の参加者は 467名（67.2％）を

占めた。短期研修の「情報統計 ⑮地域保健支

援のための保健情報処理技術研修」において受

講生の 25%は保健師であったことが分かる。 

保健師の保健医療情報分析研修に対するニ

ーズは高く、参加者のアンケートからも「調査

票の作成やデータの集計の際に社会調査法や

特別研究で学んだスキルが役立っている。」と

いう記載がみられた。今後本院では、データ分

析研修の成果を学会や研究会で発表するとと

もに、研修の教材として活用し研修の質の向上

に努め、研修を受けた方々が復命の場で活用で

きるよう資料を整理・蓄積することで、多くの

保健師への情報提供として波及するよう取り

組んでいくとのことである。 

 

3．現場における母子保健データ利活用におけ

るニーズ調査と分析指導、成果の公開 

1） 母子保健担当者への自治体データ利活用

ニーズアセスメント 

 神奈川県内 9 つの県型保健所の保健師に対

しヒアリングを行い、母子保健データ利活用で

何を明らかにしたいかについて研究課題を抽

出した結果、ニーズのうち最も大きなものは児

童虐待に対する早期発見、早期介入につながる

ようなツールならびにデータ利活用希望であ

った。 

 児童虐待のリスクアセスメントシートに関

して、神奈川県では、周産期養育支援連絡票（周

産期リスクアセスメントシート）を用いて県型

保健所と市町村、医療機関、児相とが妊娠期か

ら育児期にまたがりハイリスク家庭の情報を

共有している（資料①）。厚労省は児童虐待防

止ガイドラインで、児相や児童福祉施設に対し、

成長曲線を活用して見落としを防ぐように求

めており 8、医療現場，保育園，幼稚園，学校

等の教育現場でもデータ収集・共有と利活用す

べきであるとしている。 

 

2） 神奈川県における保健師の研究支援 

 平塚保健福祉事務所管内、平塚保健福祉事務

所では平成 23 年度より、①医療機関と地域保

健機関の情報共有をスムーズにする②児童虐

待の発生と重度化を予防する、の 2点を目的に

リスクアセスメントシートの活用が開始し、平

成 25 年から県内各保健福祉事務所においても

同様の書式が利用されている。平塚保健福祉事

務所では、当事業開始より 5年経過したことか

ら、事業内容の検証と評価を行う目的で本シー

トを統計的に分析し、虐待リスクを明らかにす

ることにより、以下の 3点にそって等事業内容

の検討及び改善を行い、母子保健関係機関、母

子保健施策へ還元することとなり、研究分担者

へ研究支援の依頼があった。 

データ分析の目的は、リスクアセスメント項

目と虐待との関連を調査し、シートが児童虐待

予防に有用か検証し、シートの項目を精査し、

より効率的なものとすることである。 

分析も含めた調査の実施期間は平成 29 年 4

月 1日～平成 29年 7月 1日までであり、分析

方法として全例について紙媒体で保存されて

いた本シートをデータベース化し、時系列分析

を行った。市町及び児相における虐待児童とし

ての受理をアウトカムとし、シートの全項目に

ついてロジスティック回帰分析を行った。 

分析対象は、平成 23年 4月 1日～平成 29年

3月31日まで本シートで情報交換を行った239

事例（全 303 事例から 64 事例除外）であり、

解析時の除外項目として①同じ児について 2

回以上シートのやり取りがあった事例、②同じ

母親できょうだい児についてシートのやりと

りがあった事例とした。 
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調査実施協力者は平塚市健康課、平塚市こど

も家庭課、大磯町スポーツ健康課、大磯町子ど

も支援課、二宮町健康づくり課、二宮町子ども

育成課、県健康増進課、県平塚児童相談所であ

り、統計ソフトは STATA MP (Vr.13)、excelを

利用、p<0.01を有意差ありとした。 

データベース作成方法であるが、平成 23 年

度から平成 28 年度までの台帳を統一し、各関

連機関へ調査に関する協力依頼の実施を行い、

妊娠週数、母の生年月日、児の性別、児の生年

月日、児の出生順位を調査（市町に協力依頼）

し、児の被虐待状況等について調査（児相に協

力依頼）したうえでデータの選別作業の実施

（同一人物等の除外等）を行った。 

この台帳データをもとに、要支援･要保護･児

相虐待受理と各項目について関連調査（健康増

進課に協力依頼）を行った。 

市町の要支援・要保護・児相虐待受理件数の

分析より、要支援児童数はシートの増加ととも

に増えていること。一方で要保護児童数と児童

相談所に虐待受理される件数は減っているこ

と、児相で虐待受理となる前に対応できた事例

の割合が年々増加傾向にあることが明らかに

なり、本シートによる関係機関の情報共有、早

期発見と早期支援によって、虐待ならびに虐待

の進行を防ぐことができたと考えられ、本シー

トの活用は児童虐待の予防に有用であるとい

うことが明らかになった。 

どのリスク因子が虐待と関連が強いのかを

分析した結果、今回新たに抽出された知見とし

ては、「子の出生順位」や「母の健康問題」が

虐待と有意な関連を持つということであった。 

経済格差や人間関係の複雑化、時代背景の変

化により育児困難に直面する家庭を支えるた

め、これまでよりさらに「子の出生順位」「母

の健康問題」等のリスク要因の把握、関係機関

の切れ目のない連携が求められていると考え

られる。 

リスク項目の分析より、児童相談所の虐待受

理で関連があったものは「子の出生順位」「母

の健康問題（その他）」「親子分離歴・保護歴」

「家族療育環境（その他）」などの母親因子で

あった。 

「その他」については、リスク項目以外で、支

援者が記入するものであり、虐待の発見におい

ては支援者の主観的印象や判断が重要になる

と考えられた。客観的かつ共通のリスクアセス

メント結果と、支援の必要な妊産婦に対し支援

者が捉えた主観的リスクを関係機関で共有し

記録・伝達することによって、虐待予防のため

の有意義な情報共有と連携につながったと考

えられる。 

本データ利活用ならびに分析結果は、神奈川

県公衆衛生協会学術集会にて発表し、県内の保

健医療従事者へ成果を還元した。 

  

3） 自治体における乳幼児健診情報利活用方

法における人材育成手法 

本分担研究の成果として、自治体の母子保健

担当保健師へのニーズ調査を行い、県保健福祉

事務所 9 か所のうち 2 か所の保健福祉事務所

において、研究意欲を持つ保健師のデータ分析

を支援し、地方公衆衛生学会で成果を発表出来

たことで、県内全域での保健師研究マインドの

醸成と興隆に繋がったことが挙げられる。 

県内における児童虐待チェックリストの標

準化、客観的な情報共有、支援者の効率的支援

等の方向性が見えたことから、同様の課題感を

持つ他の管轄地域でデータ利活用研修・研究の

ニーズが高まったが、研修に積極的な地域は依

然半数にとどまる。 

既存の人材育成手法に対するヒアリング等

から、地域の現状に即した支援となるよう、本

研究班の研修マニュアル等を応用展開した研
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修を継続していく必要があると考えられる。 

 

3．母子保健領域における予防、健康増進

の視点からのデータベースの構築と

システマティック・レビュー 

 

1）小児保健・医療領域における積極的予防に

関する系統的レビュー 

 スクリーニング結果 

コクラン及びキャンベルのデータベースを

検索後（最終検索日：2018 年 10 月）、学校で

の介入研究に関して 51 件、学校以外の家庭・

地域・クリニック等で実施された介入研究に関

して 28件の系統的レビューを検討した。 

 介入プログラムのテーマ及び概要 

 学校で実施された介入研究のテーマは、感

情・行動上の問題（11件）、感染症（1件）、事

故・けが予防（5件）、メンタルヘルス（4件）、

栄養（4件）、歯科（4件）、身体発育・活動（9

件）、視聴覚（1件）、リプロダクティブ・ヘル

ス（10 件）、飲酒・喫煙・薬物（8 件）であっ

た（重複あり）。 

 家庭・地域・クリニック等での介入のテーマ

は、感染症（6件）、養育（5件）、死亡率（2件）、

アレルギー疾患（2件）、行動上の問題（2件）、

歯科（4件）、リプロダクティブ・ヘルス（3件）、

栄養摂取の改善（2件）、喫煙（2件）であった。 

 介入プログラムの種類は、以下のように分類

された。 

- 教育（個別面談、グループセッショ

ン、電話、家庭訪問、パンフレット・

DVD 等の教材配布、マスメディアの告

知等） 

- カウンセリング・心理療法 

- アクティビティ・エクササイズ 

- 栄養（サプリメント・学校給食） 

- 内科・薬物（予防接種・ワクチン） 

- 規則（校則）変更 

- 物資の提供 

- ヘルスサービスの提供 

- 金銭的インセンティブ 

- スクリーニング・健診 

特に多数の教育プログラムが報告されてい

た、行動上の問題（いじめ・暴力等）、飲酒・

喫煙・薬物使用、リプロダクティブ・ヘルス（性

感染症予防・避妊）に関しては、知識・情報提

供の他、コミュニケーション能力等の社会的ス

キルに焦点をあてた介入プログラム（social 

competence/ social influence approaches 等）

が多くみられた。 

介入プログラムの提供者は（研究者自身が行

っているもの以外では）、学校での介入研究で

は主に教員、スクールカウンセラー、スクール

ナースなどで、学校以外のセッティングでは、

医師、歯科医師、看護師、歯科衛生士などの医

療従事者が中心であった。その他にも、栄養士

や心理士、ソーシャルワーカーや地域のボラン

ティア、大学生、警察官などが参加している介

入プログラムも報告されていた。 

介入の実施期間は 1回のみの介入・セッショ

ンから、数年以上、介入を継続しているものも

あった。またフォローアップの期間も、介入直

後のみ、数か月、数年間など様々であった。飲

酒（Foxcroft 2011）や薬物使用（Faggiano 2014）

の予防に関するレビューでは 10 年以上、喫煙

予防を目的とした介入プログラムでは、20 年

間以上のフォローアップを行っている研究も

報告されていた（Thomas 2015）。 

 介入の効果 

 学校での介入研究では、飲酒・喫煙・薬物使

用、望まない妊娠・避妊の実施、男女間の暴力・

虐待、うつ予防、むし歯予防、感染症予防（手

洗いの促進）、問題行動（攻撃的・非社会的行

動）、BMI、社会情緒的アウトカム（自尊心）等
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のアウトカムに関して介入の効果ありと報告

されていた。また、 WHO の HPS／ Health 

Promoting School framework（1990 年代以降

WHO により提案されてきた健康教育・保健活動

の枠組み）や、 Multiple risk behavior 

interventions（2 つ以上のリスク行動をター

ゲットとした介入プログラム）に関しては、い

じめや喫煙・飲酒予防、食事・身体活動の改善

等、複数のアウトカムに対して、その有効性が

報告されていた（Langford 2014、MacArthur 

2018）。 

 学校以外の、家庭・地域・クリニック等で行

われた介入プログラムでその有効性が報告さ

れていたのは、感染症（予防接種および保護者

への情報提供）、行動上の問題（ペアレント・

トレーニング）、むし歯予防（シーラント、フ

ッ素ジェル）、避妊の実施、エネルギー摂取量、

喫煙予防であった（Appendix として結果の詳

細をまとめた）。 

 

4．健やか親子２１（第２次）に関わる自

治体等の取り組みのデータベースの

構築運営 

 

1）平成 28～30年度における「取り組みのデー

タベース」および「母子保健・医療情報デ

ータベース」の展開 

1．「取り組みのデータベース」の登録状況 

 平成 28年～31年度の登録データを確認し

た。平成 29年 3月 15日現在の「取り組みのデ

ータベース」への登録団体は、841 団体であり、

翌年の平成 30年 3月 28日現在では、1,067 団

体、平成 30年 7月 13日現在では、1,168団体

であった。登録された情報は各団体および自

治体で「公開」「非公開」が選択でき、「公開」

を選択した団体および自治体の登録事業情

報は、一般の方や他の団体、自治体関係者に

公開されている。また、同日の登録事業件数

は、1,696件、2,085件、2,193 件と増加して

いた。 

最も登録件数が多かった課題は、いずれの

時点でも基盤課題Ａ（切れ目ない妊産婦・乳

幼児への保健対策）であり、反対に最も少な

かった課題は基盤課題Ｂ（学童期・思春期か

ら成人期に向けた保健対策）であった。 

 

2.「母子保健・医療情報データベース」の運営

状況 

「母子保健・医療情報データベース」は、WEB

公開された平成 13年以降、現在まで 18年間に

わたって運営されてきた。公開時に 2,337件で

あったデータは、18 年間のあゆみの中で毎年

平均約 180件弱が追加され、現在では 5,662 件

となった。 

 

3.「母子保健・医療情報データベース」の利用

状況 

データベースの利用状況を把握する一つの

指標として、アクセス数を用いた。ここでのア

クセス数とは、ページビュー数のことであり、

利用者の 1 回のリクエストによってブラウザ

上に表示される 1 画面が 1 ページとカウント

される。 

アクセス数は、公開から約 1か月後の平成 13

年 5月 14日から把握が可能となり、以来、日・

月別に集計され、Web上で管理者が閲覧できる

ようになっている。尚、運営は常にパスワード

管理されている管理用画面のみを利用するた

め、このアクセス数に管理者の作業用のアクセ 

ス数は含まない。データベースへのアクセス数

は、平成 30年（4-12月）には、トップ画面に

は 62,689件、検索画面には 48,600件のアクセ

スがあった。約 18 年間で、トップ画面には約

63万件、検索画面には約 83万件のアクセスが

- 57 -



あった。 

また、一日あたりの平均アクセス数は、トッ

プ画面では、平成 28年度：109件、平成 29年

度：125件、平成 30 年：228件であった。検索

画面では、平成 28年度：365件、平成 29年度：

368 件、平成 30 年：177件となっていた。月ご

との推移をみると、平成28年度では8～10月、

平成 29 年度では 5・6月、平成 30年では 5月

と 7月に、検索画面へのアクセス数の一時的な

急増があった。 

 

2）セレクト 2018の作成について 

1．選抜手順 

1）簡易選抜 

「健やか親子２１（第２次）」が始まった平

成 27年度以降、平成 30年 7月までに「取り組

みのデータベース」に登録されていた事業件数

は、2,193件であった。そのうち研究協力者の

秋山が事業の詳細が不明な登録を除外した結

果、541 件が選別された。 

 

2）研究代表者、研究分担者および研究協力者

による選抜 

研究代表者、研究分担者および研究協力者に

おける選抜は、平成 30年 8月 10 日（金）～11

日（土）にかけて山梨大学にて開催した合宿に

て行った。 

 

2．選抜基準 

 事業選抜の基準は以下の通りとした。 

【基準】 

 評価まで含めた充実した事業 

 先駆性 

 新奇性 

 ユニーク性 

 充実性 

 PDCA サイクルに基づいて事業を実施して

いる事業 

【除外基準】 

 事業内容、目的、詳細情報の記載がないも

の 

 「健やか親子２１（第２次）」の包括的な

計画 

 乳幼児健診などの通常の事業（ただし、特

異的なことしている場合や工夫がされて

いる場合はこの限りではない） 

  

3．事業に対するコメントの記載 

 合宿参加者による選抜によって選抜された

事業について、各課題の担当者が事業について

のコメントを記載した。合宿中に記載が終了し

なかった分に関しては後日秋山宛にメールに

て送っていただいた。また、事業について確認

事項が生じた場合は、秋山が情報を集約し、各

自治体に問い合わせをした。 

 

4．選抜された事業を実施している自治体への

セレクト掲載許可、および内容確認の依頼

についての連絡 

 選抜された事業の自治体情報等を原稿にま

とめ、登録されている連絡先へ電話をかけ、担

当者につないでもらった。本研究の趣旨を説明

した後、掲載許可および原稿内容の確認等を依

頼し、許可が得られた場合は、メールアドレス

を伺い、メールにて原稿を送付した。確認して

いただき、加筆修正してもらった原稿を返送し

てもらった後、その事業のコメントを記載した

担当者へ原稿を送付し、確認してもらいコメン

トの修正がない場合は、その旨を自治体担当者

へ連絡、コメントの修正がある場合は修正原稿

を自治体へ送り再度確認を依頼した。最終的な

確認が取れ次第、最終原稿として冊子の編集作

業を行った。 

上記の確認作業を経て、最終的に許可が得ら
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れた事業数は 64 件（基盤課題Ａ：17件、基盤

課題Ｂ：9件、基盤課題Ｃ：14 件、重点課題①：

6 件、重点課題②：4 件）であった。掲載にあ

たっては、それぞれの事業は課題が重複するも

のがあるが、課題別に掲載するため、それぞれ

を特に関連の強い課題の中にまとめた。 

 編集した冊子は印刷が完了後、全国の自治体

へ送付予定である。 

 

5．乳幼児健診の個別データ分析 

 

1）乳幼児健康診査事業の評価指標データの利活

用に関する研究 

1.「所見あり」の判定状況 

平成 27 年度に対象 51 市町村の 3～4か月児

健診を受診した 40,583 人中、股関節開排制限

が「所見あり」と報告されたのは 856人（2.1%）

であった。市町村別には、10%程度（I1）、6%程

度（C2、M）から、0%のところまで、「所見あり」

の判定頻度は大きく異なっていた。 

 

2.フォローアップ率 

今回調査で把握できた健診時のフォローア

ップ方針は、医療機関への紹介 720例、保健機

関での経過観察 57例、その他 79 例（健診以前

に、医療機関において股関節脱臼等、またはそ

の疑いと診断されていた 49例など）であった。

保健機関経過観察により 2 例が医療機関紹介

となり、722例をフォローアップ対象例として

分析した。 

なお、保健機関経過観察後に「その他」と判

定された例は、保健機関経過観察中 4 例等で、

状況不明の理由は、転出 2例、未受診 4例であ

った。 

フォローアップ対象 722 例のうち、平成 28

年 10 月までに各市町村が状況を把握できたケ

ースは 692例であり、全体のフォローアップ率

を 95.8%と算定した。51 市町村中 34 か所がフ

ォローアップ率 100%であり、90%以上 5 か所、

80%以上 2 か所、75%と 50%がそれぞれ 1 か所、

フォローアップ対象者なしが 8 か所であった。 

 

3.発見率と陽性的中率 

 今回の検討は、各市町村が独自に把握してい

る情報を後方視的に集計したことから、「異常

あり」とする状況が市町村により異なる場合が

認められた。そこで、（2）フォローアップ方針

が「1：保健センターで経過観察」であった場

合の経過観察結果の「3：その他」に記述され

た内容、（3）フォローアップ方針が「2：医療

機関紹介」であった場合の受診結果のうち「2：

異常あり」に記述された診断名、および「3：

その他」の内容を、研究分担者において再評価

し、次のように分類した。 

 

「10：異常なし」；（股関節脱臼等に関して）異

常なしであったもの 

「15：異常なし（開排制限あり）」；医療機関受

診により「開排制限」は認めるが、疾病ではな

いと診断されたもの 

「20：異常あり（健診で発見）」；医療機関受診

により、股関節脱臼等、またはその疑いと診断

されたもの 

「21：異常あり（健診以前に発見）」；健診以前

に、股関節脱臼等、またはその疑いと診断され

ていたもの 

「25：医療機関経過観察」；医療機関で引き続

き経過観察が必要と診断されたもの 

「30：異常あり（他疾患）」；股関節脱臼等以外

の疾病と診断されたもの 

「80：判定不能」；疾病スクリーニングとして

評価不能であったもの 

「90：状況不明」；状況が不明であったもの 

「20：異常あり（健診で発見）」の再判定は、
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記載に股関節脱臼や亜脱臼、臼蓋形成不全の診

断名が明記されていたものとし 51 市町村全体

では 68 例（7.9%）であった。このうち股関節

脱臼・亜脱臼（または疑い）が 21 例、臼蓋形

成不全（または疑い）が 47例であった。 

「25：医療機関経過観察」と再判定したのは

91例（10.6%）で、「病院で経過観察」「開排制

限にて経過観察」「要観察」などさまざまな記

載のケースをこの区分に含めた。 

なお、「21：異常あり（健診以前に発見）」は

49例（5.7%）であった。「30：異常あり（他疾

患）」としては、股関節内転筋拘縮 3 例、股関

節外転筋拘縮 1例、膝関節疾患 1例の記載があ

った。 

今回の分析にあたっては、「20：異常あり（健

診で発見）」、および「25：医療機関経過観察」

を、「異常あり者」に便宜上定義して、発見率

と陽性的中率を算定した。 

各市町村の発見率（％）を縦軸、陽性的中率

（％）を横軸とし、県平均値を縦軸と横軸の交

点としてプロットした。 

 平成 27 年度データのうち、フォローアップ

対象者数が多く、かつ「20:異常あり（健診で

発見）」数も多い M 市の発見率が 0.91%、C2 市

が 1.06%であること、および乳児股関節脱臼の

発生頻度が出生 1,000 人に対し 1～3 人とされ

（日本小児整形外科学会）、臼蓋形成不全等は

その数倍以上であることなどを参考として、

0.7%～1.1%程度が、この地域の標準的な発見率

（暫定）であると推定した。 

M市と C市の陽性的中率は、15.1%、15.9%で

あり、発見率がこの近傍にあるいくつかのデー

タと併せて、15%～40%程度を 3～4 か月健診で

の乳児股関節脱臼の標準的な陽性的中率と推

定した（グループ１）。 

 グループ１に比べて、発見率が 2倍程度と多

く算定されたグループ２については、「「25：医

療機関経過観察」と再判定されたケースが多く

を占めた。二次医療機関の診断精度に課題がな

いか留意する必要があると推定した。 

 陽性的中率が 100%であったグループ３につ

いては、発見率はグループ１の近傍にあるもの

の、陽性的中率 100%が元来見逃しのリスクを

抱えること、またグループ３の市町は、出生数

が数百人程度であったことから、精度管理につ

いては、今後数年のデータ集積による評価が必

要と推定した。 

発見率が県平均よりも低値で、陽性的中率が

グループ１よりは高いグループ４、および発見

率も陽性的中率も県平均より低値のグループ

５については、「所見あり」の判定が県平均よ

りも少ない状況にあり、一次スクリーニングの

診察や判定方法について見直しが必要である

と推定した。なお、出生数が少ない場合には、

見かけ上の過小判定の可能性もあるため、数年

間の合計値を用いる必要がある。 

 

2）乳幼児健康診査データを活用した母子の保健

課題に関する研究 

1. 社会的ハイリスク妊婦の実態調査 

社会的ハイリスク妊婦と規定した妊婦は分

娩 2,342 件のうち 538 件(23%)であった。社会

的ハイリスク妊婦の平均年齢は 28.5 歳であっ

た。社会的ハイリスク妊婦の要件（重複あり）

は経済的問題が 258 例、心身の不調が 139 例、

若年妊娠が 112 例、多胎妊娠が 90 例、妊娠葛

藤の吐露が 73 例、妊娠後期に妊婦健診を初回

受診した症例や妊婦検診未受診が合わせて 64

例であった（重複を含む）。 

患者背景としては母子家庭が 214例、生活保

護受給者が 169例であった。また家庭内暴力が

41 例でみられ、幼少期に虐待経験のある妊婦

は 15例であった。 

院内虐待防止委員会、児童相談所、社会的養
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護施設、警察等が介入した介入群 93 例と非介

入群 445 例の社会的ハイリスク妊婦の要件で

は経済的困窮、若年妊娠、妊娠葛藤の吐露、多

胎で有意差を認めた。 

 

2. 母親（産後 1か月）の抑うつ感情と 5年後

の母親の抑うつ感情と子どもの発達の関

係 

1） 1 か月乳幼児健康診査での母親の抑うつ

気分と 5 歳での母親の育児感情および子

どもの行動的特徴に関する解析 

1か月乳幼児健康診査時に、抑うつ気分を認

めた母親は 296名（27.4%）であった。その内、

５歳乳幼児健康診査で育児疲れを認めたもの

は 90 名、育児疲れを認めなかったものは 206

名であった。一方、1か月乳幼児健康診査時に、

抑うつ気分を認めなかった母親は 784 名

（72.6%）であった。その内、5歳時の健康診査

で育児疲れを認めたものは 151名、育児疲れを

認めなかったものは 633名であった。1か月時

の母親の抑うつ気分あり群では有意に 5 歳時

の育児疲れを認めていた。 

1か月乳幼児健康診査時に、抑うつ気分を認

めた母親は 295 名中（1 名データ欠測にて削

除）、5 歳乳幼児健康診査で育児不安を認めた

ものは 61 名、育児不安を認めなかったものは

234 名であった。一方、1 か月乳幼児健康診査

時に、抑うつ気分を認めなかった母親は 773名

（11名データ欠測にて削除）中、5歳乳幼児健

康診査で育児不安を認めたものは 70 名、育児

不安を認めなかったものは 713 名であった。1

か月時の母親の抑うつ気分あり群では有意に

5歳時の育児不安を認めていた。 

17 項目の気になる子どもの行動の記載に関

しては、71.8%（832 名）の対象者において、選

択数は 0であった。1項目が 18.8％（218名）、

2項目以上が 9.4%（109名）であった。 

1か月乳幼児健康診査時に、抑うつ気分を認

めた母親は 295 名中（1 名データ欠測にて削

除）、5 歳乳幼児健康診査で気になる子どもの

行動を認めたものは 111名、気になる子どもの

行動を認めなかったものは 184名であった。一

方、1か月乳幼児健康診査時に、抑うつ気分を

認めなかった母親は 783名（1名データ欠測に

て削除）中、5歳乳幼児健康診査で気になる子

どもの行動を認めたものは 209名、気になる子

どもの行動を認めなかったものは 574 名であ

った。1か月時の母親の抑うつ気分あり群では

有意に 5 歳時の気になる子どもの行動を認め

ていた。 

 

3. 5 歳時の子どもの発達に影響を及ぼす環境

因子と周産期因子 

男女比は男児 4,298 人、女児 4,182 人と差

がなく、第一子の数は 4,325 (51.0%)であった。

809 (10%)人が低出生体重児(2,500g未満)で、 

485 人 (6.4%) が早期産であった。549 人

(6.6%) が出生時異常（仮死、黄疸、先天性心

臓病等）を認めた。母親の年齢が 40歳以下は、

2,387 (28.9%)であった。44.7% (3,640) の父

親が母妊娠中に喫煙があり、40.0% (3,172) が

現在喫煙者であった。妊娠中の母親の 4.0% 

(388) が喫煙をしており、9.9% (832) が現在

も喫煙者であった。2.4% (204) の母が子育て

の相談先がなく、5.3% (424) の母が、父親に

協力が得られていなかった。テレビ視聴につ

いては, 51.3% (4,288) の子どもが毎日 2時

間以上視聴していた。 

また、多くの個人因子、環境因子が、子ども

の問題行動と有意に関連していた。個人因子

では、出生順位、出生時の異常の有無が各カテ

ゴリーの問題行動と関連していた。環境因子

では、テレビの 2 時間以上の視聴が 3 つの問

題行動カテゴリーと関連していた。さらに、子
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育ての相談相手がいない場合には、不安行動

や発達の問題との関連が有意に認められた。 

 

4. 5 歳時の子どもの発達に影響を及ぼす睡眠

環境について解析 

5 歳児の問題行動がない子は約 70%であった。

問題行動がある子は約 30%で、落ち着きがない

や爪かみが多かった。出生因子では男女差は特

になく、出生順位では第1子が4,325人(51.0%)、

第 2子以降が 4,157人(49.0%)であった。 

2,500g未満の低出生体重児は 809人(9.7%)、

37 週未満の早産児は 485 人(6.4%)、出生時異

常を認めた児は 549人(6.6%)であった。環境因

子では父の年齢 35 歳未満が 4,503 人(58.4%)、

母の年齢 35 歳未満が 5,859 人(71.1%)と父母

ともに 35 歳未満が多かった。父の妊娠中喫煙

ありは 3,640 人(44.7%)、母の妊娠中喫煙あり

は 338人(4.0%)であった。父の現在の喫煙あり

は 3,172人(40.0%)、母の現在の喫煙ありは 832

人(9.9%)と母は妊娠中よりも喫煙率の上昇を

認めた。相談相手がいないのは 204 人(2.4%)、

父の育児協力がないのは 424 人(5.3%)であっ

た。テレビ視聴時間が 2時間未満、2時間以上

で特に差は認めなかった。 

就寝時間、睡眠時間と問題行動、交絡因子（出

生因子、環境因子）と問題行動の検討に関して

表 3 に示す。交絡因子と問題行動に関しては、

分類および回帰ツリー分析を用いて、有意差の

出た群を A～D 群、基準群を E 群と分類した。

就寝時刻が遅い子どもは問題行動と有意な関

連がみられた。睡眠時間の長さと問題行動に有

意な関連はみられなかった。出生因子、環境因

子では出生時異常、母の現在の喫煙、テレビ視

聴時間は問題行動と有意な関連がみられた。 

表 3 の A～E 群と就寝時間、睡眠時間の検討

に関してそれぞれ表 4、表 5に示す。グループ

A群（テレビ視聴時間 2時間以上＋現在母の喫

煙あり）はグループ E群（テレビ視聴時間 2時

間未満＋出生順（2人目以降）と比較し、就寝

時間が遅く、睡眠時間が短く有意差を認めた。 

 

5. 中高生2万人の希死念慮に影響を与える因

子 

希死念慮を示したことのある生徒は 25.7%

で、過去に何等かの行為を試みたことのある生

徒は、5.4%であった。22,419人の背景因子につ

いては、3,118(14%) がなく、13.3% (n = 

2,970)の生徒が、友人が少ないと回答していた。

幸せと感じない、健康でないと回答した生徒は、

各々2.3% (n = 513)、 2.6% (n = 569)であっ

た。常に寂しいと答えた生徒は、(n = 406)で

あった。8.2% (n = 1,830)の生徒は家族との会

話はまれか全くなかった。1.8% (n = 402)の生

徒がネットいじめ被害を受けていた。学業や将

来の進路への悩みは 59.7% (n = 13,391) と

60.1% (n = 13,477)に認めた。友人関係、家族、

異性に関する悩みを持つ生徒の比率は、24.0% 

(n = 5,381)、9.2% (n = 2,062)、10.6% (n = 

2,383)であった。Cross-tabulation analysis

では、友だちの数が少なければ少ない程、幸福

感や健康感がない、孤独感がある程、希死念慮

を強く認めた。また、家族会話が少なければ少

ない程、ネットいじめの経験があり生徒が、希

死念慮を多く認めた。Univariate logistic 

analysisで、オッズ比 4以上を示したものは、

ネットいじめ被害の経験 (OR 6.5, 95% 

confidence interval [CI] 4.7-8.8 中学生、

OR 5.6 95% CI 4.0-7.7高校生)、その他のい

じめ(OR 5.3, 95% CI 4.3-6.4中学生, OR 8.9 

95% CI 5.2-15.4高校生)、さらに両親との関

係に関する悩みであった(OR 5.0, 95% CI 4.4-

5.6中学生, OR 4.2 95% CI 3.6-4.9高校生)

であった。Multivariate logistic regression 

analysisで、オッズ比 2以上を示したものは、
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ネットいじめ被害の経験(OR 3.1, 95% CI 2.1-

4.4 中学生, OR 3.6 95% CI 2.5-5.3 高校生)、

さらに両親との関係に関する悩みであった（OR 

2.1, 95% CI 1.8-2.4 中学生 OR 2.1 95% CI 

1.8-2.5 高校生)であった。 

 

3）子どもの健康づくりに向けた地域社会デザイ

ンに関する研究：家庭内での喫煙と事故防止

を事例として 

研究 1）個人の社会関係および地域レベルのソ

ーシャル・キャピタルと子育て中の女

性の喫煙およびその経済状況による

格差との関係に関する研究 

個人要因では、経済状況感が低い子育て中の

女性ほど喫煙しており、また、個人の社会関係

が豊かな子育て中の女性ほど喫煙していなか

った。さらに健診形態を含めた個人要因を調整

後も、地域レベルのソーシャル・キャピタルが

豊かな地域に住む女性ほど、そうでない地域の

女性に比べて喫煙リスクは低い傾向がみられ

た。いずれの指標で地域のソーシャル・キャピ

タルを評価した場合でも同様の傾向がみられ

た。経済状況感と地域レベルのソーシャル・キ

ャピタル指標との交互作用は認められなかっ

た。 

 

研究 2）市区町村の乳幼児の安全を守る取り組

みが乳幼児の事故リスクに与える影

響に関する研究 

母親の事故予防行動に関する 4 つの従属変

数について、個人と地域の交絡の影響を調整し

てもなお有意な関連がみられた。具体的には、

タバコや灰皿を子どもの手の届くところに置

いたままにする親の行動が 50％、あめ玉やピ

ーナッツなどを子どもの手の届くところに置

いたままにする行動が 45％、チャイルドシー

ト未設置が 28％、お風呂のドアを子どもが開

けられるままにする行動が 15％、それぞれ抑

制されていた。一方で、医薬品、洗剤等を子ど

もの手の届くところにおいたままにする行動

及び浴室の水をためたままの行動には、取組の

有無による統計的有意な違いはみられなかっ

た。「産後うつ対策事業」「親と子の心の健康づ

くり対策事業」「児童虐待の発生予防対策事業」

いずれも親のリスク行動との関連がなかった。 

 

4）「乳幼児健診情報の利活用方法に関する研修

会」実施に関する報告 

本研修会は、平成 30年 3月 5 日（月）に沖

縄で、10日（土）に東京都で開催した。 

 参加者は、沖縄会場では 63人（事前申込 68

人）、東京会場では 74 人（事前申込 74 人）で

あった。 

 また、演習時のサポート講師として、各会場

以下の研究協力者が参加した。 

【沖縄会場】 

・吉田穂波 （神奈川県立保健福祉大学） 

・横山徹爾 （国立保健医療科学院） 

・田中太一郎（東邦大学） 

・大岡忠生 （山梨大学） 

・秋山有佳 （山梨大学） 

【東京会場】 

・上原里程 （京都府立医科大学） 

・吉田穂波 （神奈川県立保健福祉大学） 

・佐々木渓円（実践女子大学） 

・大澤絵里 （国立保健医療科学院） 

・杉浦和子 （名古屋市立大学） 

・三瓶舞紀子（国立成育医療研究センター） 

・山﨑さやか（健康科学大学） 

・秋山有佳 （山梨大学） 

 内容は、以下の通り実施した。 

 講演：個人データを利活用することのメリッ

トとその意義（山縣） 

 演習①：エクセルを使用した演習（記述統計）
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なぜ全国値や自治体との比較をする

必要があるのでしょうか？（篠原） 

 演習②：エクセルを使用した演習（クロス集

計と関連する解釈の仕方） 

自分の自治体のデータを用いて自

分の自治体の傾向を確認し、どんな

課題があるのか調べてみましょ

う！（篠原） 

 発表とまとめ（山縣） 

 

2．研修会に関するアンケートの実施・集計 

 研修会時に配布回収したアンケートは、沖縄

会場では 52名から、東京会場では 72 名から回

答が得られた。アンケートの集計結果を資料 3

に示す。 

 本研修会参加者の多くは市区町村からであ

り、両会場とも約 80％を占めていた。また、参

加者のほとんどが保健師であった。 

 また、講義内容の分かりやすさに関しては

「とても分かりやすかった」と「分かりやすか

った」を合わせると約 90％以上と高評価であ

った。講義内容の理解度についても両会場で約

90％以上が「よく理解できた」「理解できた」

という回答が得られた。 

 本研修会で参加者が学びたいと思っていた

ことが学べたか、本研修会内容が明日からの業

務に役立つか、という問いにも約 90％の人か

ら「はい」との回答を得られた。 

 

5）「健やか親子２１（第２次）」の中間評価に

向けた目標を掲げた指標に関する調査研究の

進捗報告 

 データ提供締め切りは平成 30 年 1 月 19 日

であったが、最終的には 2月上旬頃までとなっ

た。必須問診項目（15 項目）のデータ提供があ

った市区町村数は全国で 294箇所であった。 

 データ確認後、全国版のデータセットを作成

した。当初、分析は本研究班で実施することと

なっていたが、「平成 30年度子ども・子育て支

援推進調査研究事業「健やか親子２１（第２次）」

中間評価を見据えた調査研究事業（国立大学法

人 山梨大学 実施責任者：山縣然太朗）」1）に

おいて中間評価に向けた分析等を行うことと

なったため、本研究班では実施しないこととな

った。しかしながら、ご提供いただいたデータ

の還元については、本研究班で各自治体用の全

国・都道府県・市区町村ごとの全提供データの

指標での集計表とクロス集計表を作成し、還元

作業を実施している。 

 

6．母子保健情報利活用のためのガイドラ

インの作成 

 

1）母子保健活動における情報利活用ガイドライ

ンの策定 

1．合宿の日時と場所 

日時：平成 30年 8月 31日（金）12:00～ 

9月 1日（土）14：00 

場所：山梨大学医学部キャンパス 看護学科教

育研究棟 6階会議室 

 

2．タイトルと内容 

 合宿では、タイトルとどのような構成にする

か、どのような内容にすべきか検討した。 

 1日目には、タイトルと粗々の構成案、そし

て、読み手が日々の業務で困っていること、疑

問に感じていると思われること（以下、困りご

と）について、テーマを設定し解説をすること

を決定した。検討の結果、ガイドラインの名称

は「母子保健活動における情報利活用ガイドラ

イン－データヘルス時代の母子保健活動の道

標－」に決定した。また、困りごとについての

案を出し合い、整理した。 

 2 日目には、1 日目に挙げた困りごとについ
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て、グループを作成し、原稿を作成する際のポ

イント（説明する際のデータ元案、変数、利活

用方法、等）となることを検討し、発表し、情

報共有した後、さらに全体で検討し、ブラッシ

ュアップした。テーマを参加者で分担し、作成

した後、研究協力者の秋山まで送ってもらうこ

ととした。そして最終的には研究代表者が編集

した。 
 

D．考察 

1. 母子保健情報利活用の推進のための

環境整備に関する研究 

 

1）母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する平成 28～30年度の経過報告 

本稿では、母子保健情報利活用の推進のため

の環境整備について、本研究班による検討会議、

研修会の実施に関する経過報告を行った。 

「健やか親子２１（第２次）」においては、

第１次計画に引き続き、さらなる情報の利活用

の促進のため、情報利活用の環境整備を強化す

る必要性があった。最終評価で挙げられたこれ

ら課題の是正のため、平成 28 年度から本研究

班は「妊娠届出時から乳幼児健診の情報の入力

システムの構築」「母子保健情報利活用のため

のガイドラインの作成」「母子保健領域におけ

る予防、健康増進の視点からのデータベースの

構築とシステマティック・レビュー」「『健やか

親子２１（第２次）』に係る自治体等の取り組

みのデータベースの構築・運営」「乳幼児健診

の個別データ分析」の 5つに取り組むこととし

た。本年度は 3年目であり、第 1回目の班会議

では、上記 5つの計画を改めて示し、各研究分

担者の昨年までの研究成果を踏まえた本年度

の研究計画を示してもらった。 

「出生届出時から乳幼児健診の情報の入力

システムの構築とモデル事業」としては、福岡

県で特定妊婦とその出生時の実態調査や乳幼

児健診データを利用した母子の健康改善のた

めに必要な項目の抽出を行い、今後の他自治体

での母子保健情報の利活用が可能となる体制

整備の一助とした。また、産科医療機関と地域

との情報共有については、大阪、東京でハイリ

スク妊婦の抽出のための問診票・チェックリス

トの作成および、産科医療機関と自治体との連

携に関する研究を行い、産後 1か月までの縦断

データを集積できた。本研究班では単純な集計

にとどまったが、今後は様々な要因を含んでの

更なる解析を行い他の地域でも実施し、スコア

の検証を行っていきたい。 

そして、3年間の母子および小児保健に関す

るシステマティック・レビューや健康格差に関

する検討の結果と合宿での議論から、「母子保

健活動における情報利活用ガイドライン－デ

ータヘルス時代の母子保健活動の道標－」を作

成した。また、平成 29 年度に本研究班主催で

開催した、「母子保健情報利活用に関する研修

会」での改善点や参加者からの意見を参考に、

平成 30年度の「平成 30年度『健やか親子２１

（第２次）』と母子保健情報の利活用について

の研修」（厚生労働省主催、一般社団法人日本

家族計画協会事務局）では事前課題として自分

たちの実際のデータの分析から解釈までを実

践してもらうことで理解度が深まったと考え

られ、母子保健情報利活用の環境基盤の構築が

促進できたと考えられる。 

 

2）第 75～77回日本公衆衛生学会学術総会  

自由集会～知ろう・語ろう・取り組もう～ 

一歩先行く 健やか親子２１（第２次）  

第 2～4回報告 

 第 75回の自由集会は、「健やか親子２１（第

２次）」開始後、2回目の自由集会であった。第

1部では、演者の問いかけに対し、自治体関係
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者では自らの自治体の状況を振り返り、参加者

同士で様々な意見交換がなされていた。また、

大学関係者等、専門家からの意見も出され、各

母子保健関係者間で情報共有ができたと考え

られる。 

 また、第 76 回は、第 1 部ではデータを利活

用する意義とその重要性、そして利活用する際

に関わってくる個人情報保護法についての整

理を行った。第 2部では、参加者から様々な質

問が挙がり行政職員や研究者が抱いている疑

問を解決し、会場全体で情報共有がなされた。 

 そして、第 77 回は、第 1 部では「健やか親

子２１（第２次）」の概要と指標のベースライ

ン値と現状値についての説明を行い、第 2部で

は、第 1部の内容を踏まえ、現在の母子保健の

現状から今後の「健やか親子２１（第２次）」

の指標に加えていった方がよいと思われる課

題を参加者間で議論した。課題としては、新型

タバコやメディア、睡眠、情報過多の現状での

情報の選択について等、様々な意見が挙げられ

た。また、他分野の参加者であったことから、

多方面からの課題となる意見が挙げられ、大変

有意義な会となった。 

 これらの会の内容が、今後、各地方自治体で

母子保健計画が策定される際や、更なる母子保

健事業の推進、行政でのデータの利活用の促進

や行政と研究者との共同研究等の促進、そして

平成 31年度に実施される「健やか親子２１（第

２次）」の中間評価時の一助となることを期待

する。 

 

3）妊産婦の継続的支援のための産後ケアの普

及と連携に関する研究 

1．日本における産後ケアの現状 

産後ケアに関するいくつかの調査報告から、

産後ケアとは、母親の身体的ケアと授乳の支援

を中心に、心理社会的な支援、家族間調整など

幅広い支援が実施され、利用者は休養や受容さ

れる体験によって元気になっていくといった

流れがあることが考えられる。しかし、佐藤の

言うように、全ての褥婦・母親に標準化された

方法で行われている身体的・精神的ケアはなく

1）、産後ケアとして定義づけられていないため、

ケア提供者によって、産後ケアの内容には差が

ある可能性がある。すなわち、産後ケアといっ

たときに、誰もが同じケア内容をイメージでき

ないのが日本の現状であると考えられる。その

ため、ケアの効果も一律に評価できる状況にな

っていないといえる。 

産後ケア事業の展開はまだ少ない状況では

あるが、先駆的に実施している市町村や事業体

からは、利用者からの肯定的な評価を得ている

ことが報告され始めている 3）。ヒアリングを行

った産後ケア施設においても同様の利用者の

反応が確認された。ヒアリングからは、産後ケ

ア事業を通して、市町村保健師と産後ケア施設

の助産師の間に顔の見える関係ができ、情報共

有に役立っている、助産師どうしの連携も強化

されたということが語られ、他職種連携や医療

と保健の連携へのきっかけになる可能性が示

唆された。 

そこで、平成 29 年度は産後ケア事業のアン

ケートの項目の検討を始めた。 

また、平成 30 年度は産後ケア事業を開始し

3年目となる浦安市日帰り型産後ケア事業（個

別）の利用者状況の把握を行った。その結果、

児の月齢 1か月での利用の増加、経産婦の利用

の増加の傾向が認められた。これは、事業の周

知が広がってきたことにより、産前から産後ケ

ア事業の利用を視野に入れ、産後早期に申し込

みをしている可能性や、経産婦ならではの負担

や悩みを相談し、気分転換を図る場として申し

込んでいる可能性が考えられた。育児の悩みは

初産婦のみならず経産婦にもあるため、今後は
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産後ケア事業利用のきっかけ、産後ケア事業へ

の期待、産後ケアの満足度等を確認していく必

要があると考えられた。 

 

2．フィンランドネウボラの切れ目のない支援 

平成 29 年度は、妊娠期から育児期までの切

れ目ない支援を実践しているフィンランドの

ネウボラを保健・医療の視点から視察した。全

ての母親にアドバイスを提供するという理念

は、日本でこれから全国展開されていく「子育

て世代包括支援センター」にも貫かれるべき考

え方であると感じた。ネウボラに健診で訪れて

いた母親や妊婦は、自分の担当のネウボラナー

スに何でも話し、とても信頼している様子が視

察でも感じられた。妊娠初期から同じネウボラ

ナースが継続して関わることで、単に身体的な

診断ではなく、家族全員の背景や状況も含めた

その人まるごとの生活やストーリーを共有し

ている安心感、しかも専門職である保健師がそ

れを担っていることの安心感、信頼があること

を実感することができた。ネウボラナースに対

しての安心感、信頼があるからこそ、海外から

複数の人数で視察に訪れても、気兼ねなく健診

に立ち合わせてくれたのだと考えられた。この、

専門職への安心感、信頼こそが、「切れ目ない

支援」の基盤を形成しており、逆にそれが欠け

てしまっては、いくら体制を整えても切れ目が

生まれてしまうのではないかと考えられた。特

に出産後の不安は日本同様、母乳分泌への不安、

児の泣きへの対応、母親自身の健康回復への不

安などであるが、フィンランドでは、妊娠中か

ら担当しているネウボラナースが出産後 1～2

週目に家庭訪問を行い、その後も約 2週間おき

に家庭またはネウボラで健診を行うことで、母

親が不安を抱いても、常に顔見知りの専門家が

そばにいて支えてくれるという安心感が提供

されているということがわかった。 

 一方で、乳児健診の内容や対応そのものは、

フィンランドと日本で大きな違いはなかった。

保健師に与えられている権限として、予防接種

や発達チェックの責務は大きいが、健診時に行

う母子のアセスメントなどは日本の保健師も

すでに行っている内容であると思われた。また、

妊婦健診におけるフィジカルチェックやアセ

スメントも、日本における助産外来、助産院で

の妊婦健診と同様の健診及び保健指導である

と思われた。よって、フィンランドのネウボラ

を日本でも同様に活用しようと考えた場合、子

育て世代包括支援センターを基盤として、保健

師、助産師がすでに持っているケアやアセスメ

ントの技術をいかに活用できるかが課題であ

ると考えられた。保健師、助産師がすでに持っ

ている技術を活用するためには、フィンランド

のように、人員配置の基準を設け、年間に対応

可能な母子や妊婦の数の上限を明確にし、専門

職としての技能を発揮できるよう設定するこ

とが必要だと思われる。また、情報については、

IT を活用し電子化したデータの共有を効果的

に行うことで、他機関や他職種と連携がよりス

ムースになると考えられた。 

 

3．子育て世代包括支援センターと産後ケアの

普及に向けた活動 

子育て世代包括支援センターの設置や産後

ケア事業の推進が求められており、市町村にお

いては設置に向けて準備を進めているところ

である。また、設置した市町村においても運営

にあたり様々な課題に直面し、悩みながら事業

を進めている現状がある。様々な研修事業等に

協力し、啓発を行った。研修参加者等の背景や

実情を聞きながら、市町村ごとの課題もあるこ

とがわかった。他の自治体の取組状況を聞いた

り、設置の必要性を考えたり、また県の担当者

にサポートを求めたりする機会を設けること
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は設置を推進するきっかけになっていると考

えられた。 

 また、産後ケア事業の中でもメンタルサポー

トの必要性が増え、産後ケア事業を活用してメ

ンタルヘルスケアを行っていくと同時に、精神

科との連携が新たな課題として指摘された。 

 

4）都道府県と市町村が協働した地域における

母子保健情報の利活用に関する研究 

1．市町村における母子保健対策の取組状況に

関する研究 

管内の市町村がどのような母子保健対策を

充実させたかについては都道府県によって差

異があった。母子保健対策の項目によっては市

町村の取組の充実と都道府県の取組の充実が

関連していたことから、都道府県が取組を充実

させることで市町村の取組状況に影響を与え

る可能性が示唆された。 

 

2．市町村における母子保健対策の連携先に関

する研究 

市町村において、25 項目の母子保健対策に

ついては対象者や関連する内容などにより連

携先が類似する傾向がある一方で、対策項目に

よっては、連携先頻度が様々であることや複数

の組織・団体と関連性をもって連携が図られて

いる可能性が示された。母子保健対策の連携先

の特徴を把握することは、都道府県による有効

な市町村支援のための基礎的な情報となり得

る。多世代型地域互助システムや「地域共生社

会」の検討など保健福祉分野の課題について多

世代、多部門との連携により解決を図ろうとす

る方向性が示されつつあるなか、今後は、母子

保健対策においても新たな連携先を加えるこ

とによって連携先との関係性を構築すること

ができ、それにより他の母子保健対策の課題解

決にも繋がる可能性があるかもしれない。 

3．健やか親子２１（第２次）県型保健所に関

する指標との関連について地域保健・健康

増進事業報告を活用した研究 

事業報告を活用して５つの指標の関連要因

を明らかにすることを試みた。県型保健所では

母子保健に関する市町村への援助活動として、

ハイリスク児の早期訪問体制構築等の支援や

育てにくさを感じる親への早期支援体制整備

への支援を実施していた可能性がある。一方、

研修と５つの指標との関連が観察されなかっ

たことから、県型保健所が市町村職員に対して

実施した研修は５つの指標に関する項目に重

点が置かれていたとは限らないと考えられる。

県型保健所が実施した研修に５つの指標に関

する項目がどの程度含まれていたのかを知る

ことが必要かもしれない。また、研修以外の方

法で５つの指標に関する項目について市町村

への支援に取り組んだ可能性もあるため、５つ

の指標の目標達成のためには県型保健所が市

町村支援としてどのような取り組みができる

のかを検討していく必要があるだろう。 

 

2.妊娠届出から乳幼児健診の情報入力

システムの構築 

 

1）平成 28・29年度における母子保健情報の収

集と利活用に向けた「乳幼児健診情報シス

テム」の改修に関する報告 

本研究班では、平成 27 年度に、使いやすさ

や汎用性を考慮し、市区町村で一般的に使用さ

れているエクセル（Microsoft Excel）ソフト

を用いて、「乳幼児健診情報システム」（市区町

村版および都道府県）の開発およびマニュアル

の作成を行った。 

乳幼児健診必須問診項目は、「健やか親子２

１（第２次）」の指標をベースに乳幼児健診で

の必須項目として設定された 15 の指標および
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下位項目で構成されている。これらは、個の状

況の把握や保健指導、さらにポピュレーション

アプローチとしての健康教育として重要であ

り、さらに問診結果の市区町村の集計値を都道

府県が把握し国に報告することによって、市区

町村や都道府県、国の評価につなげることを可

能にするものである。 

これら情報の利活用の促進には、健診情報の

簡便な入力や集計、報告が可能なシステムが必

須であり、また安価に導入できる必要があった。

そこで本研究班では、平成 27 年度に市区町村

版および都道府県版の「乳幼児健診情報システ

ム」を開発し無償で配布、研修会を実施した。

本システムを使用することで、市区町村は新た

な入力システムを導入する必要がなく、健診デ

ータの管理や市区町村・保健所・都道府県・国

の間で情報利活用が可能となる利点を提供で

きた。加えて、平成 28年度は、平成 27年度母

子保健指導者養成研修等事業の研修会での質

問・意見、および問い合わせ内容を基に、「乳

幼児健診情報システム」の改修を行い、より各

市区町村におけるデータの利活用が促進され

るような機能を追加した。しかしながら、近年

は市区町村からセキュリティーによって生じ

るエラーの報告や、都道府県からは各市区町村

データを集計する際の負担も明らかになって

きたため、平成 29 年度はこれらの問題に対応

するよう努めた。2年間の改修で、より汎用性

と利便性の向上が図られたと考えられ、都道府

県および市区町村の情報の利活用が一層促進

される一助となることを期待する。また、本シ

ステムが国への報告の利用のみに留まらず、各

自治体の母子保健情報データの利活用に広く

活用されることを期待する。 

 

2）要支援妊婦の抽出を目的とした医療機関に

おける「問診票を用いた情報の把握」およ

び行政機関との連携方法の開発 

ツールの有用性に関する検証において、妊娠

初期、中期、後期、産後に施行した問診票の項

目について支援の必要性を考慮し 0-3 点に設

定した。妊娠初期の問診票でカットオフ値は 7

点と算出された。7点以上で行政機関連携の感

度 83.1%、特異度 82.4%であった。また、中期

問診票においてカットオフ値 4点であり、問診

票で 4 点以上であれば、行政機関連携の感度

80.0%、特異度 58.9%という結果であった。妊娠

後期の問診票では、カットオフ値は 3 点であ

り、問診票で 3点以上の場合感度 77.8%、特異

度 62.9%であった。初期問診票のカットオフ値

が最も感度、特異度が良かったが、中期、後期

と妊娠期間が進む中で、もしくは産後すぐに新

たに生じる問題から支援を要する対象を抽出

することも重要である。今回の調査で、連携開

始の時期は、妊娠初期から 17人、中期から 22

人、後期からが 10人、産後から 28人と、様々

な時期から介入が開始されていた。また、今回

すべての問診票に回答を得た対象 156 人のみ

についての検討で、妊娠初期でカットオフ値を

超えたものは 34 人、初期ではカットオフ値以

下であるが、中期でカットオフ値以上となった

ものは 44 人、初期および中期ではカットオフ

値以下であったが、後期でカットオフ値以上と

なったものが 17 人、産後で初めてカットオフ

値を超えたものは 7人と、初期だけでなく、妊

娠中の様々な時期で支援の必要性が判明する

事例があることが伺える。 

本研究の limitation は、行政連携した対象

の選定が、研究施設独自のルール(担当者の経

験によるもの)とした点である。本来であれば、

問診票の項目や点数と、出生後実際支援が必要

であった症例との照らし合わせを行うのがよ

り正確である。しかし、支援場所となる市町村

が多数存在し、個人情報に関するデータの開示
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にはハードルがあるという現状がある。さらに、

市町村での支援対象の選定もまた独自のルー

ルであり、取りこぼしがある可能性がある。一

方、今回研究に協力している 3施設は、すでに

妊娠中から産後を見据えた妊婦の支援につい

て長年取り組んでいる施設である。以上のこと

を踏まえて、問診票の妥当性の検討に、施設内

で、妊婦支援に取り組んでいるスタッフによっ

て選定されたことをアウトカムに設定した。 

今後、項目の点数配分の妥当性の検証を行い、

さらに項目ごとの妊娠中の変化等に関する検

討を行い、問診票とその得点、さらにカットオ

フ値を設定したのち、現在妊産婦支援に関して

の対策を行っていない施設で使用しての効果

判定を予定している。 

 今回、われわれが作成した連携方法について、

妊婦および家族の背景や今感じていることを

把握することには「まあまあ有効である」が大

多数だが、「有効である」、「どちらともいえな

い」の意見もあった。行政機関と共通理解のツ

ールではないので、連携しても妊娠中家庭訪問

などには結びつかなかった。行政機関とのリス

ク意識に乖離があった － との意見は、まだ

研究開始直後という面もある。 

妊娠初期の問診票については、チェック項目

のおかげで、話しのきっかけになる、詳しく聞

ける利点が挙げられた一方、精神科の質問は別

に、違法薬物についても具体的な名前が必要と

する意見があった。実施の問題点として、話し

やすい環境で面接するための環境整備が難し

かった。夫が同席していること（本人しか聞け

ない）。他の書類含め書類が多すぎるという最

もな意見も見られた。 

 妊娠中期の問診票については、妊娠初期と同

様、話のきっかけになる、これまで中期に重ね

て聞くということがなかったのでよいと評価

された一方で、サポートについては詳細な質問

だと把握しやすい、マタニティーライフを楽し

んでいる人がいるのか？という質問自体が奇

異に思われるとの指摘があった。 

 妊娠後期の問診票については、育児の状況を

この時点で確認できる利点があったが、「眠れ

ない」だけでは不十分な質問との意見もあった。 

 産後 1 か月の問診票では、妊娠中と同様に、

サポートの手助けになる、チェック項目をきっ

かけに話ができる利点の一方で、既に EPDS を

導入している施設では質問項目が重複してい

る、産後の生活が見える質問、授乳が上手くい

っているのか、赤ちゃんの成長、保育方法など

の具体的な質問があったほうがよいのではな

いかとの指摘もあった。 

 また、本テーマに関する講演会を行ったとこ

ろ、追加すべき項目として、①多頭飼育 ②ペ

ットの優先 ③発達障害を疑わせるような「変

（不愉快・不可解）」な言動や態度などを、検

討すべきではとの意見があった。 

 このように、妊婦との面談担当者へのインタ

ビューの結果から、いくつかの問題点が明らか

になった。妊娠初期の接触は、どの施設でも一

般的であり、産後の接触も「産後ケアの重要性」

が浸透するにつれ増えてきたが、妊娠中期、妊

娠後期は案外と見逃されていた結果が、今回の

好評に繋がったものと思われる。 

母子健康手帳の自由記載欄の分析結果から、

妊娠中の不安が強い妊婦とそうでない妊婦の

気持ちの推移が、妊娠 30 週前後で大きく分か

れることが判明した。従って、この時期にリス

クの有無に関係なく面談するだけでなく、妊婦

の発する言葉に注意を払う必要性を示してい

る。 

 気持ちの推移の乖離を心理学的に解釈する。

妊娠は「自分以外の存在を内に包含している」

という自覚の下に、身体的にも精神的にも自分

自身が胎児の「コンテナー（心的容器）」とし
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て機能し得るために、様々な身体的・精神的な

変化を受け入れながら、徐々に進んでいく過程

である。 

つまり、不安の少ない群では、妊娠が進んで

いく過程で、一定の段階を経ながら身体的、精

神的準備を整えつつ、それぞれの段階で一定の

まとまりを成してコンテナーとして安定して

いくことができる。各段階の大まかな受容を基

として、次の段階へと歩みを進めており、胎動

が感じる時期には、現実として自身とは別の命

の存在を意識し得ることで、自らをコンテナー

として役割機能価値を強く見出だすことが出

来るようにもなる。この一連の過程では、胎児

を主役として、自らは後ろに下がり、身体的・

精神的問題を自身が処理し受け入れ整えなが

ら機能し続けていくことにもなる。 

一方、不安の強い群では、漠然とした不安が

中心に置かれており、不安の少ない群のような

一定のまとまりあるプロセスとして受容と進

展がみられず拡散している。胎動を中心に置い

て、体内に別の命を意識し、自らのコンテナー

としての役割価値を実感しながら安定してい

く現実への着地の過程が取りにくく、妊娠前期

のみならず妊娠後期に至っても、各段階の気持

ちの整理がつかず、ちょっとした不安に占拠さ

れてしまっている。このため、胎児を主役とし

て、自らがコンテナーとして機能を果たすこと

が難しく、自身の不安を自身で処理できないま

ま進んでいくという過程になっている。  

妊娠中に不安が強い妊婦は、産後うつにつな

がっていく傾向にある一方で、妊娠中の快適性

が高い場合には、出産満足度が高く、肯定的な

育児行動を示すことが知られている。 

妊婦が持つ不安の多寡が、特別な質問票を用

いなくても、「不安の強い妊婦」を妊娠中から

抽出できれば、その様な妊婦に寄り添うことが

できて、妊娠期間を快適に過ごすことも可能と

なると考えられる。不安の強い群と少ない群の

分岐点は、妊娠 30 週頃の妊娠後期であり、そ

の際、表 1（総合・分担研究報告書：松田義雄

参照）に示された「単語」に注目することも重

要と思われた。 

 

3）母子保健情報システムの構築と地域モデル

研究 

 宮城県内産科医療機関を対象とした母子保健

との連携状況調査においては、医療施設の種別に

より、大きな相違が認められた。すなわち、分娩

取り扱い施設においては、保健師との連携体制は

比較的構築されているが、外来のみの診療所、助

産所では、連携が不十分であることが、浮き彫り

となった。 

宮城県内自治体を対象とした医療機関との連

携状況調査においては、自治体によって大きな差

異を認めた。 

 母子健康手帳交付時の面談は、全員に行われて

いるものの、担当する有資格者にばらつきがあり、

追加実施されているアンケート項目についても

共通性に乏しい状況が浮き彫りとなった。また、

健診時の助成券については、記載内容に利活用が

ほとんどなされていない現況が明らかとなった。 

 さらに、自治体ごとの特徴を解析した結果から、

自治体の規模や地域性などによって独自の情報

収集を行う自治体も多く、共通項目と独自項目に

分けた共通アセスメントシートの構築の必要性

が再確認された。 

 

4）すべての子どもを対象とした要支援情報の

把握と一元化に関する研究 

1．情報集積に関する課題 

 人口 5万人に満たない自治体（市）において、

すべての子どもの情報を妊娠届け出時点より

把握し、医療機関等から提供される情報も集積

すること、さらにはプログラムによる支援度判
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定を行いその結果もあわせて入力していくこ

との過程に生ずる課題について検討を加えた。 

 情報の集積に関して課題として残されてい

るのは、妊娠中から 1歳半健診のあいだにおけ

る、地域の関係機関、とくに医療機関からの情

報提供の仕組みが構築されていないことであ

った。この課題を克服するために、まずは個人

情報の取り扱いに関する最新の情報を”研修”

というかたちで流通させることに取り組んだ。 

 これにより個々の医療機関の認識は変わり

つつあるように捉えられたが、医師会を含めた

定常的な情報共有の仕組みを構築する必要が

残された。 

 また、母子保健情報データベースを構築する

に当たり、入力作業をどこの部署の誰がどのよ

うに負担するのかということは、大きな課題で

あった。この課題の解決には、データベースに

対する肯定的な見方が必要であった。それは、

個別対応では見えてこない集団としての傾向

分析であったり、また数値上の評価・判定と実

際の支援との関連把握であったり、さらには特

定妊婦等の要支援者統計・推移から算定できる

最適な人員配置提案であったり等、自治体母子

保健担当課業務に活用できる成果がもたらさ

れることによると言えた。 

 転入・転出例の情報取り扱いが課題となった。

単に、当該自治体の把握する情報のみの母子保

健情報データベース入力であれば、大きな課題

となるわけではないが、転入元の自治体からの

情報引き継ぎとその仕組みの存在、また、転出

先の自治体への情報引き継ぎとその仕組みの

存在等が、自治体間によってはばらつきがある

のが現状であり、ここは県型保健所が統一した

見解と仕組みの提示を行うことが求められた。 

 

2．プログラム開発にあたっての議論 

親子に対する支援度は、担当する保健師によ

ってその評価が異なり、対応も変化する。今回

の研究では選定された項目に得点（重み）を付

与し、量的な評価を行うことを試みた。すなわ

ちプログラム開発である。 

この得点は、市の母子保健担当の保健師が協

議した上で決定したものである。まず、特定妊

婦項目を単純に加算して集計をしたが、支援を

要するにもかかわらず、合計点が低く抑えられ

るケースがあったため項目に得点を割り振り、

重み付けをした。 

例えば、項目の「若年」は、全出生における

20 歳未満の若年妊娠の割合が全国平均で 1%台

であるが、嘉麻市では平成 27年度は 5.4%とな

っており、保健師が介入する機会が多いため、

10 点と高い得点がつけられることとなった。

市の母子保健課題の特徴を表したものと考え

る。 

支援度判定は区分 1が 26.8%、区分 2が 27.6%、

区分 3 が 21.9%、区分 4が 23.7%という結果で

あったが、保健師や他の機関が継続的に介入を

必要とする区分 3〜4が 45.6％と約半数を占め

るに至った。合計得点による区分判定がオーバ

ートリアージになっている可能性があるが、保

健師らからの聞き取りによれば、驚くほどの割

合ではないという意見もあった。 

 

3．プログラムの判定と実際の支援状況 

 プログラム（保健師が項目と得点を作成）に

よって判定された支援度と実際の保健師の支

援状況に大きな“ずれ”が見られた。そのずれ

は、支援度が高いほうに見られた。具体的には、

支援が必要（課内対応か機関連携対応）と自動

判定されていても、実際の支援には至らなかっ

た例がどちらの区分においても 50%を超えて

いた。 

これらのずれが生じる要因として、下記のこと

が考えられた。 
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************************************* 

A. 項目選定に問題がある 

B. 得点（重み付け）に問題がある 

C. 組み合わせにより行動している 

C1. 加算による見方 

C2. 減算・相殺による見方 

************************************* 

 まず、A.プログラムによる支援度判定にあた

っての項目の選定を見直す必要があるという

ことである。妊娠期からの保健師の動きを予測

しうる項目選定の精度を上げる必要がある。 

 つぎに、B.それぞれの項目に与える得点、す

なわち重み付けを見直す必要があるというこ

とである。これらの重みについては、過大評価

の傾向があるとも考えられた。 

 そして最も重要なのは、C.項目の組み合わせ

に関するプログラミングが必要だということ

である。これには 2つの見方があり、そのどち

らにも対応する必要がある。 

 一つ目は加算の見方である。項目 aと項目 b

の両方に該当している場合には、保健師は実際

に支援に動いているかという分析である。 

 二つ目は減算・相殺の見方である。項目 cの

重みが大きい場合、項目 dに該当していない場

合には項目 c の影響が小さくなるという視点

の分析が求められる。例えば、精神疾患が親に

あったとしても、支援する者が周囲にいる場合

には、自らの力で行動できる可能性が高くなり、

支援度も軽くなるという考え方である。 

 プログラムによる支援度判定は過大評価の

傾向にあったことを考えると、この最後にとり

あげた減算・相殺の観点から項目を組み合わせ

るプログラムを作る必要があると考えられた。 

 保健師が実際の支援に動く際に、参考となる

支援度判定がコンピュータによりなされるこ

とができれば、母子保健に携わる保健師の支援

業務の計量やその変動分析、さらには支援漏れ

を無くすことに寄与すると考えられる。そのた

めには、今回の研究で明らかになった“ずれ”

をより小さくしていく計算式開発が必要であ

ることがわかった。 

 

5）自治体における乳幼児健診情報利活用方法

における人材育成手法の検討 

本研究は、乳幼児健診で取得する健やか親子

２１（第２次）の指標を個別データとして収集

し、データベースにした場合、指標間の関連を

分析し、アウトカム指標に関連する要因分析を

行う能力を獲得するための研修手法の検討を

行った。母子保健を所掌とする担当保健師が、

主にデータ分析を担っており、保健師における

既存の研修開発研究に関するレビューを行っ

たことで保健師教育の中の保健医療情報の利

活用に関する位置づけを確認することができ

た。今後、研究班単独だけでなく、自治体の保

健師や人事担当者、厚生労働省や全国保健師長

会、保健師養成機関（大学院）等と情報交換し

保健師の情報分析教育に取り組んでいく姿勢

が求められる。 

研究分担者の所属する保健福祉大学は平成

30 年度に公立大学法人に移管し、県からの運

営交付金により教育研究機関として運営され

ている。また、平成 31 年 4 月に開学するヘル

ス・イノベーションスクール（ＳＨＩ）は公衆

衛生学の大学院であり、県のシンクタンク機能

を持つ予定であるため、保健医療データ活用事

業との親和性は大変高い。 

本研修開発事業は、教えるメソッドや人材を

有する大学にとって専門領域であり、効果的・

効率的なカリキュラムの作成や運営が可能と

なる。そのため、神奈川県立の公衆衛生大学院

に所属する研究分担者が神奈川県内で保健師

の研究支援をしやすい環境が整備されたこと

で本分担研究が進めやすくなった。 
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本研究班で開発した研修に基づき、自治体の

母子保健担当者が現場でデータを利活用した

くなるテーマについて検討し、保健医療データ

などを活用し、地域課題の分析や評価を行うこ

とで、市町村が行う母子保健事業について、よ

り効果的な事業展開ならびに母子保健施策の

さらなる推進に貢献することを目標に、成功事

例を複数の基礎自治体で創出するプロセスに

ついて明らかにした。 

その上で、市区町村、都道府県の母子保健担

当者が、自治体で保有しているデータを利活用

する意義を理解し、集計や分析の方法を習得し、

結果から得られた情報を解釈できるようにな

るような研究支援を行った。このことは、神奈

川県において、自治体データを自ら収集し要因

分析を行うための、ボトムアップのアプローチ

を実現するための契機となることが期待され

る。 

 

3．母子保健領域における予防、健康増進

の視点からのデータベースの構築と

システマティック・レビュー 

 

1）小児保健・医療領域における積極的予防に

関する系統的レビュー 

 多くのレビューで課題として指摘されてい

たのが、長期的な影響や費用対効果に関する研

究が不足しているという点で、今後の政策決定

には、これらの情報がより重要であると指摘さ

れていた。例えば喫煙予防に関する介入プログ

ラムでは、家庭と学校でのプログラムを組み合

わせた介入がより効果的な可能性があること

（Thomas 2015）、またクリニックでの避妊法に

関する教育セッションに関するレビューでは、

より集中的（intensive）な内容で効果がある

かもしれないと報告されていた（Lopez 2016）。

しかし同時に、通常の学内・診療業務に加えて

これらのプログラムを実施することは、現場で

のハードルが高くなるだろうとも述べられて

いた。新たにリソースや時間を使ってプログラ

ムを実施するためには、それをサポートできる、

効果的な介入プログラムに関するエビデンス

の集積が重要である。 

小児期の生活習慣が成人期の生活習慣に及

ぼす影響も指摘されている。感染症、NCDs、歯

科、生活習慣病予防など、小児期の多様な健康

課題に対応するためには、多職種連携による包

括的なアプローチが必要である。小児期に問題

となる健康課題に関して、それが予防可能であ

るというエビデンスを引き続き示していくこ

とは、各自治体の母子保健活動にとっても、有

益な情報を提供できる可能性がある。 

 

4．健やか親子２１（第２次）に関わる自

治体等の取り組みのデータベースの

構築運営 

 

1）平成 28～30年度における「取り組みのデー

タベース」および「母子保健・医療情報デ

ータベース」の展開 

1．「取り組みのデータベース」の登録状況 

 最終年度の平成 30年 7月 13 日現在で、「取

り組みのデータベース」への登録団体は 1,168

団体、登録事業件 2,193 件と多くの事業登録が

されている。しかしながら、事業の登録状況に

は都道府県で差があり、十数件の都道府県もあ

れば 1件という都道府県もある。 

団体登録の際に発行される通し番号を確認

すると、1,227番まで番号があるため、一度登

録した後、削除されている可能性が考えられる。

削除の理由としては、登録を間違ったというこ

とも考えられるが、他の理由として、「健やか

親子２１（第２次）」のホームページからダウ

ンロード可能となっている「乳幼児健診情報シ
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ステム」のダウンロードと関係が考えられる。

「乳幼児健診情報システム」のダウンロードに

は、「取り組みのデータベース」登録時に各自

治体に発行されるパスワードが必要となる。そ

のため、一度登録し、「乳幼児健診情報システ

ム」をダウンロードした後、登録情報を削除し

ている可能性が考えられる。 

今後、さらに多くの団体や自治体から様々な

事業の登録が得られ、各団体・自治体がお互い

の情報を共有でき、その情報が各団体・自治体

の母子保健事業へ反映されるような機会の場

となるよう、また、より一層の関係者の意識の

向上や相互の連携強化、およびより効果的な取

組に資する母子保健情報の収集が可能となる

よう、「取り組みのデータベース」へ事業を登

録する意味や、「取り組みのデータベース」が

存在している意義、そしてその活用方法につい

てホームページをはじめ、広く周知していく必

要があると考える。 

 

2.「母子保健・医療情報データベース」の運営

状況 

 「母子保健・医療情報データベース」は、「健

やか親子２１（第２次）」のホームページから

旧ホームページ内にある「母子保健・医療情報

データベース」にリンクするようになっている。

本データベースは本年度も引き続き一定のア

クセスが得られており、今後も有用な情報ツー

ルであると考えられる。また、結果で述べた通

り、平成 28年度では 8～10 月、平成 29年度で

は 5・6月、平成 30 年では 5月と 7月に、検索

画面へのアクセス数の一時的な急増があった。

この理由としては、このデータベースを搭載し

て いる「健やか親子２１（第２次）」

（http://sukoyaka21.jp/）の運営上のイベン

ト等との関連は特に考えられない。しかし、平

成 29年度は、平成 29年 4 月 25 日付で厚生労

働省雇用均等・児童家庭局母子保健課より発出

された、「母子保健に関する取組の登録・修正

について（依頼）」の事務連絡により、同年 5月

31日までに「取り組みのデータベース」への事

業登録を推奨されたため、「取り組みのデータ

ベース」のページと誤って「母子保健・医療情

報データベース」にアクセスした可能性が考え

られる。また、平成 30年は、平成 30年 4月 20

日付で厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保

健課よりメールで発出された、「乳幼児健診情

報システム（市区町村版）について」の連絡に

より、システムの添付ファイルが容量の関係等、

様々な理由で使用できない場合は、ホームペー

ジからもダウンロード可能と案内がされた。そ

のため、乳幼児健診情報システムをホームペー

ジからダウンロードする際に誤って「母子保

健・医療情報データベース」にアクセスした可

能性が考えられる。また、乳幼児健診情報シス

テムをダウンロードする際には、「取り組みの

データベース」に登録した際のパスワードが必

要となるため、登録していない自治体が「取り

組みのデータベース」と誤った可能性も考えら

れる。 

なお、「母子保健・医療情報データベース」

についても今後も引き続き定期的に情報を更

新していく予定である。 

 

2）セレクト 2018の作成について 

 今回のセレクトは、第１次の時から数えると、

4 回目となった。平成 27 年度から第２次が始

まり、課題も新たに整理された。今回のセレク

トでは、第１次のころから引き続き行っている

事業の他、新たに開始された事業も見受けられ

た。それらを踏まえ、特に次の 3点を今回の総

評とした。 

 

●評価を行っている事業が多い。 
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過去 3回のセレクトと比較すると、評価を記

載している自治体が多くなっていた。また、評

価方法は、事後アンケートだけでなく事前アン

ケートを行っていたり、明確な数値目標を設定

して経年的な変化を把握しているところも見

られ、ＰＤＣＡサイクルをしっかりと回してい

る自治体が増えているようであった。 

 

●育てにくさを感じる児への支援や虐待防止

対策に関する事業の充実。 

重点課題①②として、第１次より明確に対策

が必要な課題として位置づけられた、育てにく

さを感じる児への支援や虐待防止対策に関す

る事業が、多くの自治体で行われていると感じ

た。育てにくさに関しては、健やか親子２１（第

2次）から新たに入った課題で、発達障害に対

する対策を中心に、昨今、関心が高まり、支援

体制が充実してきているようである。また、虐

待に関しても多くの自治体が取り組んでいる

が、最近も痛ましい事件が続いており、国を挙

げた、より充実した喫緊の対策が必要であると

思われる。今後、国をはじめ、自治体レベルで

も専門機関、団体、多職種、自治体間の連携が

とられた体制、事業が推進されることが期待さ

れる。 

 

●事業評価を行い、科学的根拠（エビデンス）

が作られることが期待される。 

母子保健活動の全てにエビデンスがあるわ

けではない。特に新しい課題に対する事業には

エビデンスがないものが多くある。しかし、現

場のニーズから何か事業をしなければならな

い。1点目で述べたが、今回は過去に比べると

事業評価をしているところが増えていると感

じたが、まだ十分な状況ではないと考えられる。

よって、引き続きより多くの自治体で、事業評

価を十分におこない、エビデンスを創出される

ことが期待される。そのためには、企画立案の

段階から、評価を十分にできる仕組みを作って

おくことが重要で、さらに事業効果の検討は対

照があることが望ましいが、現場では難しいこ

とである。しかし、時間差で事業をおこなった

り、近隣自治体との連携で対照を設定したりす

ることも可能であることから、専門家の協力を

得ながら、地域活動から科学的根拠を作ってい

くことが重要と考える。 

 

5．乳幼児健診の個別データ分析 

 

1）乳幼児健康診査事業の評価指標データの利活

用に関する研究 

 乳幼児健診の疾病スクリーニングに対する

精度管理には、1. 判定の標準化（ばらつきの

有無を確認）、2. 標準的な指標の活用（フォロ

ーアップ率・陽性的中率・発見率）、3.見逃し

ケースの把握体制の構築、4.精度管理結果の健

診医へのフィードバック、5.保健所や都道府県

の積極的な関与が必要であると提言 1)に示さ

れている。「健やか親子２１（第２次）」におけ

る乳幼児健診の評価に関する評価指標（A-16）

も、この考え方に基づいている。 

3～4 か月児健診の股関節開排制限に対する

精度管理を、この評価指標等を用いて検討した。 

 

1．判定頻度のばらつき 

これまでの検討でも、3～4 か月児健診の股

関節開排制限は、市町村間で大きな判定頻度の

差異を認めていた。 

 判定頻度が高く、「所見あり」の判定数も最 

多の M 市においては、平成 25 年度から判定方

法を見直し、「所見あり」の頻度が、平成 25年

度 8.2%、26 年度 8.3%、27 年度 6.6%となって

いた（平成 24 年度 0.2%）。同市の現在の問診

票には、「股の開きが悪いと感じることはあり
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ますか」「オムツを換えたり、抱っこするとき

に足のつけねに音がすることがありますか」の

設問、ならびに股関節疾患の家族歴を尋ねる項

目を用いている。4か月児健診の担当医は数名

の固定メンバーで、股関節開排制限の判定にあ

たっては家族歴を重視し、女児・秋冬生まれを

参考にして判定している。また、要紹介ケース

の受診医療機関も２施設に固定し、十分な情報

共有を行っている。 

 また、C2 市においても同様に判定には問診

が活用されており、股関節開排制限の所見に加

え、親族で股関節脱臼のいる児は整形外科に紹 

介状を書くなど問診の内容を加味することで、

精密検査対象例が多くなっている。日本小児整

形外科学会からは「下肢の動きと肢位に注目し、

向き癖の反対側の開排制限や鼠径皮膚溝の非

対称を必ずチェックする。開排制限その他、大

腿または鼠径皮膚溝非対称、女児、家族歴、骨

盤位の 4 項目のうち 2 項目以上ある例や保護

者の精査希望があれば二次検診に紹介する」と

の基準 2)が示されている。この「乳児股関節二

次検診への紹介基準」を用いた場合に紹介率は

10～15％となる 3)という。愛知県のデータでは、

「所見あり」の市町村平均は、2%前後に推移し

ており、ほとんどの市町村では過小評価につな

がるリスクがある。 

ただ、10%以上を医療機関受診対象とするた

めには、二次医療も含めた地域の体制整備が必

要である 4)。市町村や都道府県などと連携し、

精度管理の標準化、二次医療機関等のフォロー

アップ体制の再構築などを目的とした地域医

師会レベルでの研修会などが必要である。 

 昨年度の分担研究では、3～4 か月児健康診

査の医師の判定項目について、平成 24年度～ 

26 年度の 3 年間の経年変化から、定頚、股関

節開排制限の判定の頻度に、標準化に向かう傾

向が確認された 5)。その理由として県や保健所

では市町村と毎年度集計データを協議する会

議や情報共有を行っており、県・保健所と市町

村が連携した母子保健情報の利活用が、乳幼児

健診の課題の解決に有効な手段となる可能性

が示された。 

 

2．数値指標を用いた精度管理 

「提言」では、乳幼児健診の疾病スクリーニ

ングに対する精度管理は、優先度を決めて個々

の疾病ごとに行い、判定の標準化および十分な

フォローアップ率を確保し、発見率と陽性的中

率を用いるとしている。 

今回の分析結果から、これらの指標の活用に

ついて考察を加えた。 

1） フォローアップ率 

フォローアップ率は、フォローアップ対象者

を一定期間フォローアップした後に、その状況

を確認した割合と定義されている。「スクリー

ニング対象者に占めるフォローアップの対象

者数の割合」との区別に留意する必要がある。 

フォローアップ率の目標値は 100%である。

フォローアップ率が低い場合には、精度管理デ

ータの信頼性は低くなる。今回の検討では、51

市町村中 34か所がフォローアップ率 100%であ

り、また 80%未満が 4カ所と少数であったこと

から、3～4 か月児健診の股関節開排制限に対

するフォローアップ率は、おおむね良好であっ

た。しかし、同時に実施した 3歳児健診の聴覚

検査に対するフォローアップ率は、県平均で

63%、100%から 0%まで市町村による違いも大き

い状況であった。その理由はさまざまであろう

が、フォローアップ率という数値評価により、

取り組むべき課題を可視化することができる。 

 

2） 発見率 

発見率は、受診者数全体に対する「異常あり

者」の割合である。乳幼児健診が 9割以上の高
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い受診率を認めることから、発見率は地域の罹

患率とほぼ同程度であると推定でき、疾病ごと

の基準値設定が可能となる。 

乳児股関節脱臼の発生頻度は、出生 1,000人

に対し 1～3 人といわれ（日本小児整形外科学

会）、臼蓋形成不全等の頻度には諸説あるが、

少なくともその数倍以上が想定されている。一

方、今回集計したデータのうち、フォローアッ

プ対象者数が最も多く、かつ「20:異常あり（健

診で発見）」数も多い M 市の発見率が 0.91%で

あった。これらを根拠として、0.7%～1.1%程度

が、この地域の標準的な発見率であると推定し

た。ただし、この値は将来データ数が集積され

るに伴い、大きく修正される可能性はあるので、

あくまで暫定値である。 

 

標準的な発見率を推定することで、精度管理

データを次ように活用することができる。 

＜標準的な発見率より少ない場合＞ 

フォローアップ対象者数の割合が低い場合

には、3～4 か月児健診で見逃されている可能

性があり、スクリーニング方法の検討を考慮す

る。また、フォローアップ率が低い場合には、

未把握者の理由を精査し、転居等やむを得ない

場合を除いては、改善に努める。 

＜標準的な発見率を大きく超える場合＞ 

医療機関の診断名を精査するとともに、「20：

異常あり（健診で発見）」数と「25：医療機関

経過観察」数を比較し、前者が極端に少ない場

合は、二次医療機関の診断の妥当性を考慮する。 

＜出生数による補正＞ 

発生頻度から、出生数が 1,000人より大きく

下回る町村では、数年間の合計値で評価すべき

である。ただし、数百名以上の出生でありなが

ら発見率が単年度で 0%の場合には、所見あり

数の割合が極端に少なくないか、フォローアッ

プ率が不十分でないかなどを検討し、前者の場

合はスクリーニング方法の検討、後者はフォロ

ーアップ方法の検討を考慮する。なお、出生

100人未満の場合は、発見率を用いた評価は困

難である。 

 

3） 陽性的中率 

陽性的中率は、要紹介者数に対する「異常あ

り者」の割合である。本来、疾病スクリーニン

グの精度管理には、感度・特異度が用いられる

べきである。しかし、乳幼児健診の対象となる

疾病については、その罹患頻度の地域差がほぼ

認められないこと、疾病ごとに感度・特異度を

算定することが現実的でないことから、提言で

は陽性的中率を推奨している。 

陽性的中率は、スクリーニング効率の高さを

示す。対象疾病とそのスクリーニング法により

適正な値が異なる。複数の健康課題を取り扱う

乳幼児健診においては、スクリーニング手法ご

とに標準的な陽性的中率の目標値を推定する

ことができる。 

今回の分析において、標準的な発見率と推定

した市町は、15%～40%程度の陽性的中率にある

ことから、現時点では、その範囲が妥当な値と

推定した。 

 

＜標準的な陽性的中率を大きく超える場合＞ 

スクリーニング方法の効率性から陽性的中

率も高値であることが望ましいが、高すぎる値

は見逃し例のリスクがある。今回、陽性的中率

が 100%であった市町は、出生数が比較的少な

い市町であり、今後のデータ集計による評価が

必要と考えられた。 

股関節開排制限の判定の手法は市町間で異

なっており、標準的な発見率のもとで、陽性的

中率を高められる乳幼児健診手法の検討につ

なげたい。 
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3.「異常あり者」の定義の課題 

市町村が「異常あり」と判定したケースには

さまざまな状況があったことから、個々の診断

名等の記述によって再判定し、「20：異常あり

（健診で発見）」、「25：医療機関経過観察」お

よび「21：異常あり（健診以前に発見）」等の

評価分類を設定した。3～4 か月児健診におけ

るスクリーニング判定の精度管理を行うこと

に視点を置いて、前２者を「異常あり者」と便

宜上定義した。 

股関節脱臼や亜脱臼、臼蓋形成不全の診断名

が明記されていた「20：異常あり（健診で発見）」

が 68例であったの対し、「25：医療機関経過観

察」と判定したのは 91 例と 1.5 倍程度となっ

た。「25：医療機関経過観察」と再判定したも

のには、「病院で経過観察」「開排制限にて経過

観察」「要観察」などさまざまな記述があり、

その理由として二次医療機関の診断精度が標

準化されていないことが推測された。さらに、

専門医療機関においては、（軽度の）開排制限

は認めても股関節は正常と診断した場合に、保

険診療上の病名として「股関節開排制限」と記

述する場合（「15：異常なし（開排制限あり）」

に再判定）もあり、後方視的に再判定すること

の妥当性には限界があると考えられた。適切な

精度管理のためには、二次医療機関の診断精度

の向上とともに、「異常あり者」の定義を明確

にした情報収集が必要である。 

また、標準的な発見率を地域の罹患率と比較

する場合には、健診以前に発見（診断）されて

いたケースは見過ごせない。県全体では「20：

異常あり（健診で発見）」68 例、「25：医療機関

経過観察」91例に対して、「21：異常あり（健

診以前に発見）」は 49 例（208 例中 23.6%）で

あった。標準的な発見率を推定するために参考

とした M市では、「20：異常あり（健診で発見）」

28 例、「25：医療機関経過観察」1例に対して、

「21：異常あり（健診以前に発見）」は 18例（48

例中 37.5%）と比較的多く認められた。これを

「異常あり者」に含めて再計算すると M市の発

見率は 1.45%となる。 

陽性的中率の算定において「21：異常あり（健

診以前に発見）」を「異常あり者」に含めるこ

とは、スクリーニング手法の評価においては、

解釈の混乱を招く可能性がある。しかし発見率

と陽性的中率で、別々の「異常あり者」を定義

することも、また、集計の煩雑さなど課題があ

る。ただ、乳幼児健診で把握される健康課題に

は、股関節開排制限に限らず健診以前に把握さ

れる場合が少なくない。 

平成 30 年度には、愛知県内のモデル地域に

おいて、医療機関の診断名等を標準化した回答

書を用いて、これらの指標の有効性の検証が進

められている。また、少なくとも愛知県および

静岡県において、有所見率、フォローアップ率、

発見率、及び要請的中率を用いた精度管理シス

テムの導入が進められている。今後の全国展開

が期待される。 

 

2）乳幼児健康診査データを活用した母子の保健

課題に関する研究 

 福岡県の当該地区でおこなった社会的ハイ

リスク妊婦の実態調査ではその発生率は総出

産の 23％と非常に高率であった。利部ら 10)が

おこなった調査では1年間に総分娩件数194件

のうち、10代若年妊娠が 7例（3.6%）、精神疾

患合併妊婦が 10例（5.1%）、出産時未入籍が 11

例（5.6%）であった。光田ら 11)の報告では医療

機関で社会的ハイリスク妊婦と判断された

192 人のうち 67 人(34.9%)が特定妊婦だった。

多胎数や若年妊娠例や妊健未受診などは客観

的数字として計算されるため、調査地区間での

比較ができるが、経済的困窮や妊娠葛藤などは

主観的な評価も加わるため、調査地区によって

- 79 -



開きがでてくるものと思われる。社会的ハイリ

スク妊婦発生率の地域格差を今後調査してい

くうえでも社会的ハイリスク妊婦・特定妊婦の

明確な基準が必要と思われる。これらの調査か

ら全妊娠の 5～20％が社会的ハイリスク妊婦

である可能性がある。光田ら 11)も特定妊婦に

限定せず子育てに困難が懸念され、出産直後か

ら子育支援を要する妊婦は全妊婦の 10~15%で

はないかと推測している。今回の調査では経済

的困窮、妊娠葛藤の吐露のあった例、妊娠後期

の妊娠届・妊婦健診未受診が、非介入群に対し

介入群で有意に多かった。また社会的ハイリス

ク妊婦の状況も家庭内暴力の存在や幼少期の

虐待経験、飲酒・喫煙など介入群で有意に多い

項目があり、今回特定妊婦を定義した 7つの要

件以外にも重視されるすべき項目が存在する

可能性がある。今後は調査項目を増やし、特定

妊婦からさらに要支援を絞り込むための要件

の検討を行いたい。限られた人的資源を有効に

活用するためにもこれら 10%前後の妊娠出産

からさらに特定妊婦など要支援ケースを絞り

込む施策が必要と思われる。 

産後の抑うつ状態は、子どもへの養育に大き

な影響を与えるだけでなく、褥婦の自殺の問題

なども憂慮される。Fredriksen E らの 1,036

人の妊婦の調査では妊娠中に抑うつ症状を呈

したのが 4.4%、産後短期間が 2.2%、そして中

程度に抑うつ症状が続いたものは 10.5%で、症

状が継続する因子として様々な精神心理因子

が関与していると報告している 12)。子どもへ

の養育負担がうつ症状などを遷延させるとい

う報告もある 13)。今回の調査では産後抑うつ

症状を認めた母親は 5 年後の段階でも育児不

安や疲弊を認めること、子どもにおいても気に

なる行動を呈しやすい傾向にあることが明ら

かとなり、産後の抑うつ状態を呈した母親とそ

の子どもに対しての長期に渡る母子支援が必

要であると思われた。しかし、その間における

他児の出生の有無、経済的基盤の差異、相談相

手の有無や家族の協力などの精神状態に影響

を与える心理社会的因子の影響を考慮する必

要がある。また、子どもの発達の特異性が母親

の育児不安や疲弊に影響を与える可能性も考

慮し、気になる行動を 1 項目も認めなかった

832名（71.8%）のみに限定して、産後の抑うつ

症状と 5 歳時の育児疲弊および不安との間に

も同様の関係があるのか検討が必要である。 

健やか親子２１の重点課題のひとつに、「育

てにくさを感じる親に寄り添う支援」が掲げら

れている。本調査において育てにくさの要因と

しての子どもの気になる行動に注目し、環境因

子として、テレビの 2時間以上の視聴や、子育

ての相談相手がいない場合が、子どもの不安行

動や発達の問題、習癖との関連が有意に認めら

れた。2時間以上のテレビ視聴が子どもの問題

行動とくに落着きのなさなどの外在化の問題

行動と関係している報告が散見される 14-16)。そ

の因果関係については明確になっていなが、自

閉スペクトラム症や ADHD などの発達障害の児

童が、テレビに没頭することが報告されており、

前頭葉における報酬系の障害が関与している

と思われている 17-19)。もうひとつの子どもの問

題行動に影響を与える因子として、育児に関す

る相談相手先がないことが明らかとなった。母

親の不安を解消することは、子どもの問題行動

を軽減されることに効果があると思われるが、

一方で子どもの問題行動が継続すると、母親の

メンタルヘルスにも悪影響を及ぼすこと知ら

れている 20)。母子の健康を直接間接的に支援

する者は育児に対する養育者の相談相手が必

要であることを認識しておく必要がある。 

睡眠習慣が行動発達に与える影響について、

現在までにいくつか報告されている。

Sivertsen ら 21)は 32,662 組のノルウェーの母
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子の縦断研究を行い、18 か月時で夜間 3 回以

上の覚醒、睡眠時間が 10時間未満の子どもは、

5歳時の感情の問題、問題行動と最も関連がみ

られたと報告している。さらに、幼児期の睡眠

問題は後の感情的および問題行動の発達を予

測するとし、幼児を対象とした睡眠プログラム

が後の有害な結果の発症を阻止するか調査す

るために介入研究が必要であると述べている。

今回の我々の調査では、睡眠時間と問題行動と

に有意な関連はみられなかったが、就寝時間が

遅い 5 歳児は問題行動と有意な関連がみられ

た。 

本邦における年代別の死因では 15 歳以上の

思春期では自殺が第一位となっている。また、

妊産婦の死亡では心疾患や癌よりも自殺が多

い事が指摘されている。母性保健の向上を目的

として、思春期の保健課題対策も重要と思われ

る。思春期の希死念慮に影響を与える因子とし

て、今回の調査では、ネットいじめの経験と両

親に関する悩みが高いオッズ比を示した。ネッ

トいじめによる心理的な苦悩は通常の学校で

のいじめより、相手が特定できないこと、瞬時

に拡散すること、いつでもどこでも起こりうる

ことで、深刻であると言われている 22,23)。その

恐怖や個人が受けたダメージにより、うつや自

殺に追い込まれることもある 24)。また脆弱な

家族関係と希死念慮の関係もあり、良好な両親

とのコミュニケーションは希死念慮を低下さ

せると言われている 25)。今後、思春期に受けた

いじめの影響や両親関係の悩みが、妊娠期、産

褥期に精神面にどのような影響を及ぼすのか、

産後うつまたは、妊産婦の自殺のリスク因子に

なりうるのか調査していくことも必要である。 

 

3）子どもの健康づくりに向けた地域社会デザイ

ンに関する研究：家庭内での喫煙と事故防止

を事例として 

研究1）からは、本人の主観的な経済状況感や

地域での社会参加の程度によらず、子育てサー

クル参加割合や2種以上の相談相手がいる女性

割合が多い地域に住んでいる子育て中の女性

ほど、喫煙しないという関連が観察された。子

育て中の女性の地域活動への参加や支援の交

流を促進する地域の社会環境を整備すること

は、社会経済的に不利な立場にあり、地域での

社会関係をうまく築けない女性の喫煙率も低

下できる可能性が示唆された。 

研究 2）では、3，4か月健診時にチェックリ

ストを用いた事故予防対策事業を行うと、1歳

6か月時の親の 6つのうち 4つについて、悪い

行動を抑制する可能性が示された。 

 

4）「乳幼児健診情報の利活用方法に関する研修

会」実施に関する報告 

 本研修会は、都道府県および市区町村の母子

保健担当者が日々の母子保健業務の中で収集

している乳幼児健診データの利活用の意義お

よび方法について、講義と演習を交えて実施し

た。実施後のアンケート結果から、沖縄会場お

よび東京会場の両会場とも参加者の満足度は

高いものであった。 

 一方で、アンケートの結果では、講義や演習

内容が分かりづらく理解できなかった、学びた

いと思っていたことが学べなかったとの回答

者も約 10％おり、これは、アンケートの記述部

分から推察すると、パソコン操作についていけ

なかった方や、逆に検定等のもう少し難易度が

高いものを期待して参加された方がいると考

えられる。ついていけない人に対しては、サポ

ート講師がいたが、目が行き届かなかった可能

性が考えられ、改善の必要があると感じた。ま

た、難易度が高い研修会を希望されている人も

いるようであれば、今後は難易度別、または基

礎から応用までのシリーズ化した研修会の開
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催が望ましいのかもしれない。また、現場の母

子保健担当者は、2～3 年という短い期間で異

動があるため慣れてきたころに新しい担当へ

と変わり、データ利活用の意義や技術の継承が

難しい可能性も考えられることから、毎年、定

期的に同じような研修会を実施することで、母

子保健に関するデータの利活用が推進される

ことが期待される。 

 

6．母子保健情報利活用のためのガイド

ラインの作成 

 

1）母子保健活動における情報利活用ガイドラ

インの策定 

 母子保健情報の利活用についてのガイドラ

インは以前、当研究班で作成しているが、今回、

データヘルス時代を迎え、新たな視点でのガイ

ドラインを作成した。それは、個別データの活

用、縦断データの活用の視点と、結果を個別の

指導に還元するという視点である。また、現場

での疑問を基盤にした校正と具体例による解

説に加えて、基本統計、情報の収取方法など情

報利活用のすべてが入っている言っても過言

ではない。一方、各自治体の個人情報保護条例

による縛りついては、すべての自治体の実態を

すべて調べることが時間的にできず、必ずしも

十分な配慮ができているとは言えない点に限

界がある。 

 

E．結論 

1．母子保健情報利活用の推進のための

環境整備に関する研究 

 

1）母子保健情報利活用の推進のための環境整

備に関する平成 28～30年度の経過報告 

本研究班では、「出生届出時から乳幼児健診

の情報の入力システムの構築とモデル事業」

「母子保健領域における予防、健康増進の視点

からのデータベースの構築とシステマティッ

ク・ビュー」「『健やか親子２１（第２次）』に

係る自治体等の取り組みのデータベースの構

築・運営」「乳幼児健診の個別データ分析と標

準化」「母子保健情報利活用のためのガイドラ

インの作成」の 5つの計画を達成するべく、各

年度の第 1 回目の班会議では研究班の方向性

を共有し、年度最後の班会議ではその年度の研

究結果を報告した。また、毎年開催された厚生

労働省主催、一般社団法人日本家族計画協会事

務局の母子保健に関する研修会にも講師とし

て参加し、講義と演習をセットにすることで、

自治体参加者への母子保健情報利活用への理

解と意欲の向上の一助となったと考える。 

さらに、平成 28年度と 29年度には乳幼児健

診情報システムの改修を行った。より汎用性が

あるものにしたため、利用されやすくなったと

思われ、今後自治体において自分たちのデータ

の利活用の促進に役立つことを期待する。 

 

2）第 75～77回日本公衆衛生学会学術総会  

自由集会～知ろう・語ろう・取り組もう～ 

一歩先行く 健やか親子２１（第２次）  

第 2～4回報告 

 第 75 回の自由集会は、第 1 部では、母子保

健計画を立てる意味や必要性、そして作成過程

で大切な考え方や方法を講演した。第 2 部で

は、実際に母子保健計画を作成した自治体の例

を、2つのパターンで紹介し、第 3部の質疑応

答では、自治体の方や大学関係者等、各母子保

健関係者間の情報共有、意見交換が行われ、有

意義な会となった。 

第 76 回では、第 1 部に、データヘルスとは

何か、データを利活用することの意義から、デ

ータを利活用する際に関わってくる 2017 年 5

月に改正された個人情報保護法についての講
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演を行った。そして、第 2 部の質疑応答では、

行政の方や大学関係者等、各々が感じている疑

問を解決し、データ利活用と個人情報保護法へ

の理解が深まったと考えられる。 

 第 77回では、第 1部は「健やか親子２１（第

２次）」の概要と指標のベースライン値および

現状値についての講演、第 2部は中間評価時に

新たに加えた方がよいと思われる課題につい

てのディスカッション、と 2 部構成で実施し

た。第 2部のディスカッションでは、行政の方

や大学関係者、企業等、様々な分野の参加者に

よる現在の母子保健分野における課題につい

て議論し、挙げてもらった。その結果、新型タ

バコやメディア、睡眠、情報過多の現状での情

報の選択について等、様々な意見が挙げられた。

今回の会は新しい課題に関する検討にとって

有益な会となったと考える。 

今後も、様々なテーマに挑戦して継続的に開

催していきたい。 

 

3）妊産婦の継続的支援のための産後ケアの普

及と連携に関する研究 

本研究では、産後ケアの普及と関係者間の連

携について多方面からの検討を行った。 

まず、現在までに実施されている産後ケアの

調査や研究報告を整理し考察した。そして、産

後ケア施設に対するヒアリング、産後ケア事業

利用者調査の準備を進めた。 

さらに、妊娠期から子育て期の切れ目ない支

援を実践しているフィンランドのネウボラ視

察を行い、日本における子育て世代包括支援セ

ンターの役割を考察した。 

産後ケアの普及と関係者間の連携を強化し

ていくためにも、子育て世代包括支援センター

の設置は欠かせない。平成 29年度～30年度は、

産後ケア事業の推進や子育て世代包括支援セ

ンター設置促進のための研修等への協力も積

極的に行っていった。その中で、産後ケア事業

実施においてはメンタルヘルスのサポートが、

子育て世代包括支援センター設置促進におい

ては出生数少なく、母子保健担当者も少ない規

模の小さな自治体への支援が課題として考え

られた。 

 今後も、子育て世代包括支援センターの設置

を推進し、その中で利用者にとって効果的な産

後ケア事業が展開されるよう、さらに調査や分

析を進めていく必要がある。 

 

4）都道府県と市町村が協働した地域における

母子保健情報の利活用に関する研究 

 「健やか親子２１（第２次）」では，都道府

県の役割として市町村等の関係者間の連携を

強化することと県型保健所の役割として市町

村に対して積極的に協力・支援することが明記

されている。母子保健対策に関する都道府県お

よび県型保健所と市町村との関係性について

分析した 3年間の研究から、都道府県や県型保

健所による効果的な市町村支援のためには次

の点を考慮すると良いかもしれない。 

 

 都道府県は、管内市町村がどのような母子

保健対策を充実させているのかを知る。 

 都道府県は、管内市町村は母子保健対策で

どのような機関と連携を図っているのか

を知る。 

 県型保健所は、市町村への援助活動や研修

を行う場合には、５つの指標を考慮して実

施する。 

 

2．妊娠届出から乳幼児健診の情報入力

システムの構築 

 

1）平成 28・29年度における母子保健情報の収

集と利活用に向けた「乳幼児健診情報シス
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テム」の改修に関する報告 

平成 28年度は、平成 27年度に作成した「乳

幼児健診情報システム」の改修を行った。改修

点は、2 項目の選択肢の変更と、4 つの新たな

機能の追加である。また、平成 29 年度は、市

区町村版と都道府県版のデフォルトを作成し、

各市区町村で使用したい年度と市区町村名を

指定して乳幼児健診情報システムが作成でき

るようにした。加えて、市区町村と都道府県版

の両方の機能である、「年度推移分析結果」、都

道府県版の機能である「市区町村別集計表」は、

これまでは個票データのみに対応していたが、

集計値の報告にも対応可能とした。 

今後、本システムがより多くの市区町村と都

道府県の母子保健情報データ利活用の一助と

なることを期待する。 

 

2）要支援妊婦の抽出を目的とした医療機関に

おける「問診票を用いた情報の把握」およ

び行政機関との連携方法の開発 

様々な医療機関、行政機関でハイリスク母児

への対応は進んではいるものの、マンパワーの

問題等によりまだまだ不十分な状況である。今

回の研究で、医療機関における保健指導の際に

ハイリスク母児の抽出に利用できる問診票と

チェックリストを提案した。 

 最終的な目標は、開発したツールを、全国に

展開し、妊娠期から支援の必要な妊婦を有効に

抽出し、妊娠中から行政機関と共同して支援に

当たることで、特に 0 歳、0 か月の子供虐待、

産褥期の母親の自殺や心中を減らすことであ

る。 

 

3）母子保健情報システムの構築と地域モデル

研究 

市町村や医療機関の種別により、母子保健情

報の共有体制が大きく異なることが明らかと

なった。今後、母子保健情報の情報共有につい

て、汎用性の高いフローを構築することが強く

求められる。 

 

4）すべての子どもを対象とした要支援情報の

把握と一元化に関する研究 

 機会あるごとに把握される“支援を要する

（親）子”をフォローしていく方式ではなく、

妊娠届出時から思春期まで全ての親子の母子

保健情報を集積していく方式を市町村にて構

築するにあたっての課題を抽出するための介

入研究を行った。大きな柱は二本あり、それら

は①支援度を判定するためのプログラム（計算

式）開発と、②プログラムによる支援度と実際

の保健師の支援状況（妊娠期～1歳 6か月健診

時）の関連分析である。 

結果として、支援情報の合理的・継続的な集

積に関する課題については、地域医療期間等と

の情報共有の仕組み構築が必要であることが

明らかになった。プログラムによる支援度判定

については過大評価の傾向が出ることがわか

り、実際の保健師の動きとの discrepancies

（ずれ）を小さくしていくことが求められた。 

 

5）自治体における乳幼児健診情報利活用方法

における人材育成手法の検討 

 本研究班で母子保健情報の利活用研修を行

う際、ターゲットとなるのは、主に、自治体で

母子保健業務に携わる保健師である。キャリア

レベルが初期段階(レベル A-2)の保健師にも、

情報を分析し、健康課題の明確化と優先性の判

断ができる能力が求められており、それは健康

課題の明確化と優先性の判断を含めた地域診

断に繋がると期待されている。本研修会は、都

道府県および市区町村の母子保健担当者を対

象に、日々の母子保健業務の中で収集している

乳幼児健診データを用いて、情報の利活用の意
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義とその方法についての講義と演習を行うも

のであり、実際のデータで体験学習することで、

個票データの重要性を再認識するとともに、分

析手法と、それを用いた目に見える成果が得ら

れる。 

 今後は、これまでの研修会における知見とフ

ィードバックを参考に、どのような研修会がよ

り効果的であるのかを、神奈川県をフィールド

に実証した。また、県内の基礎自治体には乳幼

児健診で取得する健やか親子２１（第２次）の

指標をふまえた個別データが提供されており、

提供された各自治体のデータをもとに、より現

場に還元できるデータ分析の支援手法につい

て検討を試みた。今回、現場のニーズに合わせ

た母子保健情報の利活用（本研究分担において

は児童虐待の早期発見・早期介入に活かせる分

析であった）を提案したことで、次年度より現

場の実情に沿った研修会実施に向け、詳細な分

析手法マニュアルの作成と研修会の教材開発

を進めていく素地が出来た。今後も、現場のニ

ーズとマッチさせた母子保健情報の利活用に

資する研修会を継続し、全国に広げていく所存

である。 

 

3．母子保健領域における予防、健康増進

の視点からのデータベースの構築と

システマティック・レビュー 

 

1）小児保健・医療領域における積極的予防に

関する系統的レビュー 

 本研究では、学校および、家庭や地域、保健

医療機関で実施されている予防的介入プログ

ラムの内容及びその効果を概観した。小児期に

おける予防的介入は、生涯の健康増進に寄与す

る可能性がある。有効な介入プログラムの実施

に向け、関連するエビデンス整理が、今後も必

要である。（本研究結果は、今後の論文発表を

予定している。） 

 

4．健やか親子２１（第２次）に関わる自

治体等の取り組みのデータベースの

構築運営 

 

1）平成 28～30年度における「取り組みのデー

タベース」および「母子保健・医療情報デー

タベース」の展開 

 「健やか親子２１（第２次）」が始まり 4 年

が経過した。ホームページの運営は株式会社小

学館集英社プロダクションへ移行されたが、

「取り組みのデータベース」と「母子保健・医

療情報データベース」については、引き続き、

本研究班が運営を行っている。「取り組みのデ

ータベース」には全国から数多くの母子保健事

業情報が登録され、情報共有の場としての役割

も果たしていると考えられる。しかし一方で、

より一層、本データベースの意義および活用方

法を全国に周知していく必要があると考える。

また、「母子保健・医療情報データベース」に

関しては、第１次から継続的に専門的な情報の

発信を行っており、一定のアクセス数もあるこ

とから、母子保健関係者への情報提供の重要な

場となっていると考えられる。今後も継続して

更新を行っていく。 

 

2）セレクト 2018の作成について 

 セレクトは、健やか親子２１の第１次の時か

ら数えると、今回は 4回目の作成となる。第２

次が開始されて以降初の作成となり、登録され

ている 2,193 件から、評価まで含めた充実した

事業、先駆的な事業、新奇性のあるユニークな

事業、PDCA サイクルに基づいて事業を実施し

ている事業、を選抜し最終的に 64 件の事業を

選抜し、掲載した。 

 今回のセレクト 2018 作成過程を経て、これ
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までの事業から比較すると、評価を行っている

自治体が増え、育てにくさを感じる児への支援

や虐待防止対策に関する事業が充実したよう

に感じられた。しかし、母子保健活動の全てに

エビデンスがあるわけではないが、特に新しい

課題に対する事業にはエビデンスがないもの

が多くある。そのため、事業評価を行い、科学

的根拠（エビデンス）が作られることが期待さ

れる。 

 また、今回のセレクト 2018 が全国の自治体

の関係者の目に留まり、各自治体の今後の事業

実施等の参考の一助となることを期待する。 

 

5．乳幼児健診の個別データ分析 

 

1）乳幼児健康診査事業の評価指標データの利活

用に関する研究 

標準的な乳幼児健診モデルを検討している

研究班から示された疾病スクリーニングの精

度管理の評価指標「フォローアップ率」、「発見

率」および「陽性的中率」の利活用について検

討した。 

対象 51 市町村の 3～4 か月児健診を受診し

た 40,583人中、股関節開排制限に「所見あり」

と報告されたのは 856 人（2.1%）であり、この

うち医療機関紹介となった 722 例をフォロー

アップ対象例として分析した。フォローアップ

率は全体で 95.8%と評価に耐えうるデータで

あった。 

発見率と陽性的中率の分析においては、集計

データに基づいて、標準的な発見率と陽性的中

率を推定した。その値との比較から各市町村の

状況を分析する考え方を提示することができ

た。平成 30 年度には、愛知県内のモデル地域

において、医療機関の診断名等を標準化した回

答書を用いて、これらの指標の有効性の検証が

進められている。また、少なくとも愛知県およ

び静岡県において、有所見率、フォローアップ

率、発見率、及び要請的中率を用いた精度管理

システムの導入が進められている。今後の全国

展開が期待される。 

 

2）乳幼児健康診査データを活用した母子の保健

課題に関する研究 

平成 28年度から 30年度の 3 年間において、

妊娠期から子育て期、さらには思春期まで含め

た母子保健、母性保健の向上に関係する因子の

解析を、既存の乳幼児健康診査データから調査

を行った。家族構成や出生時に関連する因子、

産後の精神状態、子育て支援や生活環境などの

環境因子、睡眠習慣など多彩な項目が子どもの

発達に影響を及ぼしていた。行政、助産師、保

健師、医師、看護師、保育士等、母子の健康に

携わる職種や部署がこれら関係を理解したう

えで支援を行っていくことが期待される。 

 

3）子どもの健康づくりに向けた地域社会デザイ

ンに関する研究：家庭内での喫煙と事故防止

を事例として 

 子育て中の親は多忙で、ストレスも多い。

今回示されたように、地域のソーシャル・キ

ャピタルが豊かであることや、簡便でわかり

やすいツールを用いた保健事業を展開する

ことで、支援環境と行動変容の両面において

効果をあげられる可能性が示された。特に、

親の社会経済状態など、置かれた状況によら

ずに効果がみられたことは注目に値する。官

民が連携して、地域の社会環境をデザインす

る、環境改善型のポピュレーション・アプロ

ーチの展開が健やか親子２１の推進に資す

ることを支持する結果である 1。 

 

4）「乳幼児健診情報の利活用方法に関する研修

会」実施に関する報告 
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 本研修会は、都道府県および市区町村の母子

保健担当者を対象に、日々の母子保健業務の中

で収集している乳幼児健診データを用いて、情

報の利活用の意義とその方法についての講義

と演習を行った。演習では特別な統計ソフト等

を使うのではなく、実際に多くの人が日常的に

使用しているエクセルを用いた。分析にはエク

セルに搭載されているピボットテーブルを用

いて、実際のデータで体験学習することで、自

分たちでもできるという感覚や今後の業務へ

の活用方法を理解頂けたと考えられる。 

 

5）「健やか親子２１（第２次）」の中間評価に

向けた目標を掲げた指標に関する調査研究の

進捗報告 

 全国から 294 市区町村のデータが提供され

た。分析は、当初は本研究班で行う計画であっ

たが、変更があり本研究班では実施しないとと

なった。しかしながら、ご提供いただいたデー

タの還元については、引き続き本研究班が行っ

ており、還元データが各市区町村にとって有益

な情報提供となることを期待する。 

 

6．母子保健情報利活用のためのガイドラ

インの作成 

 

1）母子保健活動における情報利活用ガイドライ

ンの策定 

 本研究では、自治体での母子保健情報を利活

用して、母子保健活動の充実を図ることに寄与

することを目的としてガイドラインを作成し

た。本ガイドラインは、母子保健情報の利活用

に関する基本的な考え方から、利活用に関する

知識と技術および具体的な実践方法にいたる

までを指針としてまとめた。本ガイドラインが、

市区町村、都道府県の母子保健担当者だけでな

く、母子保健に携わる大学、企業、各関係団体

と幅広い方々の参考になることを期待する。 

 

※なお、参考文献や詳細な内容は、後に掲載し

てある各分担研究報告書を参照のこと。 

 

F．健康危険情報 

 なし 
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る 悩 み . 日 本 性 感 染 症 学 会 誌

2018;29:43-52. 

127）永光信一郎．親子の心の診療に携わる人

材を育成していくために．小児の精神と

神経 2018;58(3):194-7. 

128）永光信一郎. オールジャパン体制で挑む

子どもの心の臨床. 子どもの心とからだ. 

2018;26:414-417. 

129）永光信一郎．不登校【今日の診断指針 私

はこう治療している 2019】医学書院 

130）永光信一郎、松岡美智子．思春期の患者・

保護者への接し方のコツ．小児科．金原

出版， 2018;59(5):496-502. 

131）永光信一郎．起立性調節障害【今日の診

断指針】医学書院（印刷中） 

132）永光信一郎．不登校【今日の診断指針 私

はこう治療している 2019】医学書院 

133）永光信一郎, 三牧正和. 健やか親子 21

（第 2次）「すべての子どもが健やかに育

つ社会」を目指して 小児科（印刷中） 

134）永光信一郎．【被虐待児における学童・思

春期の精神症状】特集：児童虐待の実態

を知ろう 思春期学（印刷中） 

135）Makiko Sampei, Tsuguhiko Kato, Naho 

Morisaki, Junko Saito, Yuka Akiyama, 

Ryoji Shinohara, Zentaro Yamagata, 

Kevin Y. Urayama, Naoki Kondo. 

Municipality-level checklist 

intervention for promoting parental 

behaviors related to prevention of 

unintentional injury in young 

children: a multilevel analysis of 

national data Journal of 

Epidemiology and Community Health投

稿・査読中 

 

2．学会発表 

1） 篠原亮次：養育者の仕上げ磨き行動とかか

りつけ歯科医の有無および自治体の乳幼

児歯科保健対策の状況との関連－健やか

親子 21追加調査データから－．第 63回日

本小児保健協会学術集会．2016 年 6 月 23

日～25日．大宮ソニックシティ（さいたま

市） 

2） 篠原亮次，秋山有佳，山縣然太朗：母子保

健情報の収集と利活用に向けた「乳幼児健

診情報システム」の開発と周知．2016; 63

（10: 特別附録）．443．第 75回日本公衆

衛生学会総会．2016年 10月 26日～28日．

グランフロント大阪 他（大阪府大阪市） 
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3） 秋山有佳，篠原亮次，市川香織，尾島俊之，

玉腰浩司，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗：３・４か月児と３歳児の保護者の経済

状況と育児環境との関連～健やか親子２

１データ～．2016; 63（10: 特別附録）．

461．第 75 回日本公衆衛生学会総会．2016

年 10 月 26 日～28 日．グランフロント大

阪 他（大阪府大阪市） 

4） 秋山有佳，篠原亮次，市川香織，尾島俊之，

玉腰浩司，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗：経済状況別にみた育児満足感に関わる

育児環境要因の検討～健やか親子２１デ

ータから～．2017; 27（Supplement 1講

演集）．106．第 27回日本疫学会学術総会．

2017年 1月 25～27日．ベルクラシック甲

府（山梨） 

5） 榊原文，濱野強，篠原亮次，秋山有佳，中

川昭生，山縣然太朗，尾﨑米厚：ソーシャ

ル・キャピタルと産後うつ発生率との関連．

2016; 63（10: 特別附録）．454．第 75回

日本公衆衛生学会総会．2016 年 10 月 26

日～28 日．グランフロント大阪 他（大阪

府大阪市） 

6） 田中太一郎，仲宗根正，谷口亜季，上里と

も子，山川宗貞，山縣然太朗：沖縄県妊産

婦・乳幼児支援体制整備事業（第 4 報）-

産科医療機関への分析結果還元例-．2016; 

63（10: 特別附録）．450．第 75 回日本公

衆衛生学会総会．2016 年 10 月 26 日～28

日．グランフロント大阪 他（大阪府大阪

市） 

7） 大澤絵里，今村晴彦，朝倉敬子，西脇祐司，

尾島俊之，山縣然太朗：乳幼児の母親の育

児満足感・自信と育児サポート環境との関

連．2016; 63（10: 特別附録）．456．第 75

回日本公衆衛生学会総会．2016年 10月 26

日～28 日．グランフロント大阪 他（大阪

府大阪市） 

8） 秋山有佳，篠原亮次，市川香織，尾島俊之，

玉腰浩司，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗．3・4か月児の母親の再喫煙と市区町村

の母子保健施策取組状況との関連-健やか

親子２１の調査から-．第 64回日本小児保

健協会学術集会．2017 年 7 月．大阪国際

会議場．学術集会講演集 P.160. 

9） 山﨑さやか，篠原亮次，秋山有佳，山縣然

太朗．乳幼児の母親の育児に対する自信お

よび主観的虐待感と各種相談相手の有無

との関連－健やか親子２１最終評価の全

国調査より－．第 64 回日本小児保健協会

学術集会．2017 年 7月．大阪国際会議場．

学術集会講演集 P.221. 

10）篠原亮次，山﨑さやか，秋山有佳，山縣然

太朗．養育者の子どもの事故予防と日常の

各種育児相談相手の有無との関連－健や

か親子２１最終評価・全国調査データから

－．第 64 回日本小児保健協会学術集会．

2017 年 7 月．大阪国際会議場．学術集会

講演集 P.222. 

11）Yuka Akiyama, Ryoji Shinohara, Kaori 

Ichikawa, Toshiyuki Ojima, Koji 

Tamakoshi, Kencho Matsuura, Yoshihisa 

Yamazaki, Zentaro Yamagata: An 

association between relapse of smoking 

in mothers of 3-4-month-old babies and 

municipalities' approach of maternal 

and child health measures in Japan. 

The 21st IEA_World Congress of 

Epidemiology(WCE2017). Aug 19-22, 

2017. Sonic City, Saitama, Japan. 

Program P.115. 

12）大岡忠生，秋山有佳，篠原亮次，市川香織，

尾島俊之，玉腰浩司，松浦賢長，山崎嘉久，

山縣然太朗：地域の主要産業と人口規模が
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妊婦の喫煙行動へ及ぼす影響－健やか親

子 21最終評価から－．第 76回日本公衆衛

生学会総会．2017 年 10 月 31 日～11 月 2

日．宝山ホール、かごしま県民交流センタ

ー他（鹿児島県鹿児島市）．第 64 巻第 10

号特別附録 P.306. 

13）大岡忠生，秋山有佳，篠原亮次，市川香織，

尾島俊之，玉腰浩司，松浦賢長，山崎嘉久，

山縣然太朗：居住地域の特性が妊婦の喫煙

行動へ及ぼす影響－健やか親子 21 最終評

価を用いたマルチレベル解析－．第 28 回

日本疫学会学術総会．2018 年 2 月 1 日-3

日．コラッセ福島（福島市）．講演集 P.110. 

14）上原里程，篠原亮次，秋山有佳，市川香織，

尾島俊之，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗：早期産は次子出産を希望しない要因で

ある：健やか親子 21最終評価より. 第 77

回日本公衆衛生学会総会．2018年 10月 24

日～10 月 26 日．ビッグパレット福島（福

島県郡山市）. 学術集会講演集 P.224. 

15）久島萌，篠原亮次，秋山有佳，山縣然太朗：

父親の育児サポートと母親の育児満足感

との関連-「健やか親子 21」最終評価より

-．第 77回日本公衆衛生学会総会．2018年

10 月 24日～10 月 26日．ビッグパレット

福島（福島県郡山市）. 学術集会講演集

P.374. 

16）山﨑さやか，篠原亮次，秋山有佳，山縣然

太朗：市区町村の区分別にみた乳幼児を持

つ親の喫煙状況：健やか親子 21 最終評価

より．第 77 回日本公衆衛生学会総会．2018

年 10月 24日～10月 26日．ビッグパレッ

ト福島（福島県郡山市）. 学術集会講演集

P.382. 

17）齋藤順子，近藤尚己，高木大資，長谷田真

帆，浦山ケビン，三瓶舞紀子，篠原亮次，

秋山有佳，山縣然太朗：地域のソーシャル・

キャピタルと子育て中の女性の喫煙およ

び喫煙格差との関連．第 77 回日本公衆衛

生学会総会．2018年 10月 24日～10月 26

日．ビッグパレット福島（福島県郡山市）. 

学術集会講演集 P.455. 

18）上原里程，秋山有佳，篠原亮次，市川香織，

尾島俊之，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗：健やか親子２１（第２次）県型保健所

に関する指標との関連：地域保険・健康増

進事業報告の活用. 第 29回日本疫学会学

術総会. 2019年 1月 30～2月 1日. 東京. 

講演集 P.137. 

19）小村慶和，秋山有佳，篠原亮次，市川香織，

尾島俊之，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗：母親の再喫煙に関連する要因－全国調

査より－．第 29 回日本疫学会学術総会. 

2019年 1月 30～2月 1日. 東京. 講演集

P.141. 

20）高橋智恵,小野有紀,岸千尋,小柳星華,手

塚麻耶,市川香織：新生児集中治療室

(NICU)に入院した後期早産児の母親が抱

く想い.第 59 回日本母性衛生学会総

会,2018 年 10月. 

21）上原里程, 篠原亮次, 秋山有佳, 市川香

織, 尾島俊之, 松浦賢長, 山崎嘉久, 山

縣然太朗：早期産は次子出産を希望しない

要因である:健やか親子 21 最終評価より.

第 77 回日本公衆衛生学会総会,2018 年 10

月. 

22）秋山有佳、篠原亮次、市川香織、尾島俊之、

玉腰浩司、松浦賢長、山崎嘉久、山縣然太

朗: 3・4 か月児の母親の再喫煙と市区町

村の母子保健施策取組状況との関連－健

やか親子 21 の調査から－. 第 64 回小児

保健協会学術集会,2017年 7月 

23）上原里程，篠原亮次，秋山有佳，市川香織，

尾島俊之，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太
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朗：母子保健対策に関する市町村の庁内他

部局連携：健やか親子 21 最終評価から, 

第 76 回日本公衆衛生学会総会,2017 年 10

月 

24）大岡忠生、秋山有佳、篠原亮次、市川香織、

尾島俊之、玉腰浩司、松浦賢長、山崎嘉久、

山縣然太朗：地域の主要産業と人口規模が

妊婦の喫煙行動へ及ぼす影響－健やか親

子 21 最終評価から－, 第 76 回日本公衆

衛生学会総会,2017年 10月 

25）市川香織：産前・産後サポート事業と産後

ケア事業の現状と課題～全国調査から～．

シンポジウム「新しい子育て支援における

産前産後サポート・産後ケア事業の効果的

な展開」,第 76 回日本公衆衛生学会総

会,2017 年 11月 

26）市川香織,服部律子,國分真佐代,稲田千晴, 

相良有紀,島田真理恵：助産所・病院・診

療所で行われている産後ケアの実態.第

75回日本公衆衛生学会総会,2016． 

27）葛西圭子,島田真理恵,國分真佐代,市川香

織：有床助産所ならびに病院・診療所に産

後ケア事業を委託している市町村担当者

への聞き取り調査.第 31 回日本助産学会

学術集会,2017 

28）上原里程，秋山有佳、篠原亮次，市川香織，

尾島俊之，松浦賢長，山崎嘉久，山縣然太

朗．健やか親子２１（第２次）県型保健所

に関する指標との関連：地域保健・健康増

進事業報告の活用．第 29 回日本疫学会学

術集会、東京 2019.2.1. J Epidemiol 

29(suppl):137;2019. 

29）松田義雄 

妊婦健康診査にまつわる二つの話題 

（１）母子健康手帳自由記載欄の活用 

（２）妊娠初期からの要支援妊婦抽出の

試み 

函館周産期講演会 2019年1月 

30）松田義雄 

産科医療補償制度〜産科医療の質向上を

目指して〜  

臍帯動脈の血液ガス測定は重要である〜

脳性まひ胎内発症例の存在、子宮内感染

との関連〜 

第32回日本助産学会 シンポジウム 

神奈川県横浜市 2018年3月 

31）松田義雄 

早産期前期破水：治療法の変遷と臨床研究

の進め方 

第12回日本早産学会学術集会 教育講演 

埼玉県川越市 2018年10月 

32）松田義雄 

胎児心拍数陣痛図(CTG)モニタリング:な

ぜそうなる？を考えながら、管理しよう 

第57回日本母性衛生学会 教育講演  

新潟県新潟市 2018年10月 

33）松田義雄 

妊娠高血圧症候群(HDP)の定義変更をめ

ぐって ～ HDP は全身疾患であると理解

しよう ～ 

第34回日本分娩研究会 教育講演  

新潟県新潟市 2018年10月 

34）松田義雄 

常位胎盤早期剝離管理の実践〜母と子の

予後改善に向けて〜 

第6回東海産婦人科周術期管理セミナー 

特別講演 愛知県名古屋市 2018年2月 

35）松田義雄 

母子健康手帳：自由記載欄から妊婦の気

持ちを読み取る 

第33回日本分娩研究会 教育講演 兵庫

県神戸市 2017年10月 

36）松田義雄 

胎児心拍数(CTG)モニタリング 

- 100 -



～ 病態生理とその対応を理解する ～ 

第19回愛知分娩監視研究会 特別講演  

愛知県名古屋市 2017年7月 

37）松田義雄切迫早産管理：最新の知識2016

第57回日本母性衛生学会 教育講演 

東京都品川区 2016年10月 

38）川口晴菜 

要支援妊婦の抽出と支援 

第27回滋賀県母性衛生学会学術集会2018

年1月 草津市 

39）川口晴菜 

母体合併症を抱える妊産婦の産前産後の

支援 

大阪府健康医療部保健医療室 平成 30年

度母子保健コーディネーター育成研修 

2018年10月 大阪市 

40）川口 晴菜 

双胎の妊婦健診における超音波検査のあ

り方一絨毛膜双胎におけるハイリスク状

態をより早期に捉えるための妊婦健診の

間隔を考える 

パネルディスカッション 双胎の妊婦健

診における超音波検査のあり方 

第91回日本超音波医学会学術集会 

2018年6月 神戸市  

41）川口 晴菜, 石井 桂介, 藤川 恵理, 中西 

研太郎, 染谷 真行, 山本 亮, 林 周作, 

光田 信明 

双胎間輸血症候群におけるHyperreactio 

luteinalisの頻度と臨床的特徴 

第54回日本周産期・新生児医学会学術集会

2018年7月 東京都 

42）川口 晴菜, 石井 桂介, 中西 研太郎, 染

谷 真行, 山本 亮, 林 周作, 光田 信明 

双胎間輸血症候群におけるHyperreactio 

luteinalisの頻度と臨床的特徴  

第16回日本胎児治療学会学術集会 

2018年11月 東京都  

43）川口 晴菜, 石井 桂介, 城 道久, 山本 

亮, 林 周作, 光田 信明 

無心体からの血流消失後にポンプ児が予

後不良となったTRAP sequenceの2例 

第16回日本胎児治療学会学術集会 

2018年11月 東京都 

44）川口晴菜, 石井桂介, 武藤はる香, 山本

亮, 林周作, 光田信明 

双胎妊娠における体重変化と遅発型妊娠

高血圧症候群の発症との関連 

第 69回日本産科婦人科学会  

2017年 4月 広島 

45）川口晴菜，石井桂介，金井麻子，山本 亮，

笹原 淳，金川武司，光田信明 

胎児診断された頚部腫瘤症例の周産期予

後  

日本超音波医学会第 90回学術集会  

2017年 5月 宇都宮 

46）川口晴菜, 神田昌子, 稲富絢子, 武藤は

る香, 金川武司, 石井桂介, 光田信明 

妊娠に気づかず、131I内用療法治療を施行
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勇、岡部留美子、永光信一郎、山下裕史

朗. 睡眠の質が Hypothalamic-pituita

ry-adrenal 活性に与える影響に関する

検討．第 12 回日本小児科学会学術集会 

2017.4.16（東京）日本小児科学会雑誌 1

21:2;483(2017.02) 

116）下村豪、永光信一郎、山下裕史朗、福岡

地区小児科医会乳幼児保健委員会、福岡

市医師会．妊娠期／育児期の母親の喫煙

と５歳児の行動・生活習慣．第 495 回日

本小児科学会福岡地方会 2017.6.10（福

岡 ） 日 本 小 児 科 学 会 雑 誌 
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121;10:1768(2017.10) 

117）七種朋子、弓削康太郎、川口真知子、谷

岡哲二、池永敏晴、平山千里、角間辰之、

岩間一浩、松本直通、永光信一郎、山下

裕史朗、松石豊次郎、伊藤雅之．日本に

おける Rett 症候群のデータベース解析：

粗大運動機能の分析から．第 59回日本小

児神経学会 2017.6.15（大阪）脳と発達

49:Suppl;S311(2017.05) 

118）寺澤藍子、弓削康太郎、八戸由佳子、下

村豪、須田正勇、岡部留美子、澁谷郁彦、

永光信一郎、本田涼子、小野智憲、戸田

啓介、山下裕史朗．脳梁離断術目的にて

んかん外科へ紹介する適切な時期の検討．

2017.6.15（大阪）脳と発達 49:Suppl;

 S379(2017.05) 

119）須田正勇、澁谷郁彦、下村豪、弓削康太

郎、岡部留美子、岩田欧介、永光信一郎、

山下裕史朗．新生児期に低体温療法を施

行した児の短期的予後の検討．第 59回日

本小児神経学会 2017.6.16（大阪）脳と

発達 49:Suppl;S458(2017.05) 

120）弓削康太郎、須田正勇、下村豪、澁谷郁

彦、岡部留美子、永光信一郎、家村明子、

江上千代美、山下裕史朗．ADHD児に対す

る 1 週間 Summer Treatment Program の

効果．第 59 回日本小児神経学会 

2017.6.16 （ 大 阪 ） 脳 と 発 達 

49:Suppl;S461(2017.05) 

121）下村豪、弓削康太郎、須田正勇、岡部留

美子、澁谷郁彦、永光信一郎、岡本伸彦．

ケトン食療法を早期開始し発達経過良好

のグルコーストランスポーター1 欠損症

の 1例．第 59回日本小児神経学会 2017.

6.16（大阪）脳と発達 49:Suppl;S455(2

017.05) 

122）下村豪、永光信一郎、山下裕史朗、福岡

地区小児科医会乳幼児保健委員会、福岡

市医師会．妊娠期／育児期の母親の喫煙

と５歳児の行動・生活習慣．日本赤ちゃ

ん学会第 17回学術集会 2017.7.8（久留

米） 

123）石井隆大、八戸由佳子、寺澤藍子、須田

正勇、下村豪、弓削康太郎、岡部留美子、

澁谷郁彦、大矢崇志、家村明子、永光信

一郎、山下裕史朗．進行性の歩行障害を

認めた 9歳女児例．第 83回日本小児神経

学会九州地方会 2017.8.6（佐賀） 

124）永光信一郎、小柳憲司、鴇田夏子、服部

律子、小林順子、山下裕史朗．健やか親

子 21 の思春期保健対策推進に向けて―

中高生 2 万人のアンケート調査報告―．

第 65 回九州学校保健学会 2017.8.20

（久留米） 

125）永光信一郎、小柳憲司、鴇田夏子、服部

律子、小林順子、山下裕史朗、三牧正和、

五十嵐 隆. 健やか親子 21（第 2次）：

思春期の保健課題の克服―中高生 2 万人

のアンケート調査から 第 36 回思春期学

会 2017.8.27（宮崎）日本小児科学会雑

誌 121:10;1766-67(2017.10) 

126）永光信一郎、小柳憲司、村上佳津美、山

下裕史朗、健やか親子 21推進協議会. 思

春期の希死念慮に影響を与える要因の解

析 第 35 回日本小児心身医学会学術集会

2017.9.15（金沢）子どもの心とからだ 

26;2:222(2017.08) 

127）山下美和子、永光信一郎、山下裕史朗、

下村国寿（福岡地区小児科医会）、福岡市

医師会 産後の母親の抑うつ気分と育

児・子どもの発達について 第 498 回日

本小児科学会福岡地方会 2018.2.10（福

岡） 

128）永光信一郎, 酒井さやか, 山下美和子, 
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下村 豪, 須田正勇, 石井隆大, 弓削康

太郎, 山下裕史朗. 周産期メンタルヘル

スにおける小児科医の役割について 第

14 回九州沖縄小児心身医学会地方会 

2018.3.18（沖縄） 

129）永光信一郎．小児神経科医が知っておく

べき思春期神経発達症・心身医学．第 60

回 日 本 小 児 神 経 学 会 学 術 集 会 

2018.5.31(千葉) 

130）永光信一郎．親子の心の診療に携わる人

材を育成していくために．第 119 回日本

小児精神神経学会 2018.6.10（東京） 

131）永光信一郎．親子の心の診療のための多

職種連携．(特別企画 演者)  第 121回

日本小児科学会学術集会 2018.4.22(福

岡) 

132）永光信一郎．思春期の希死念慮に影響を

与える因子の解析 ―中高生 2 万人のア

ンケート調査から―  第 59 回日本心身

医 学 会 総 会 な ら び に 学 術 講 演 会 

2018.6.9(名古屋) 

133）永光信一郎．思春期やせ症アウトカムス

ケールの開発．第 37 回日本思春期学会．

2018.8.18（東京） 

134）永光信一郎、作田亮一、岡田あゆみ、石

井隆大、山下裕史朗．思春期健診とモバ

イルテクノロジーを活用した思春期ヘル

スプロモーションに関する研究．第 36回

日本小児心身医学会学術集会 2018.9.7

（さいたま） 

135）永光信一郎、村上佳津美、小柳憲司、岡

田あゆみ、山崎知克、関口進一郎、石井

隆大、松岡美智子、山下裕史朗．ライフ

ステージから見た親子の心の診療のため

の多職種連携に関する研究．第 36回日本

小児心身医学会学術集会 2018.9.7（さ

いたま） 

136）石井隆大、永光信一郎、山下裕史朗．子

どもの心の診療体制について 多職種と

の連携 10 年の軌跡．第 36 回日本小児

心身医学会学術集会 2018.9.7（さいた

ま） 

137）石井隆大、永光信一郎、井上建、大谷良

子、作田亮一、松石豊次郎、山下裕史朗．

子どもの睡眠習慣質問票－日本語版－の

標準化研究とその分析．第 36回日本小児

心身医学会学術集会 2018.9.8（さいた

ま） 

138）須田正勇．5 歳児の睡眠習慣が行動・認

知・習癖に及ぼす影響について．第 121

回日本小児科学会学術集会 2018.4.20 

(福岡) 

139）石井隆大．久留米大学病院 子どもの心

のクリニック 10 年の軌跡．第 121 回日

本小児科学会学術集会 2018.4.21(福

岡) 

140）石井隆大．起立性調節障害の睡眠ポリグ

ラフィーを用いた新たなアプローチ．第

60 回 日 本 小 児 神 経 学 会 学 術 集 会

2018.6.1(千葉) 

141）石井隆大、山下大輔、須田正勇、弓削康

太郎、石原潤、高木裕吾、水落建輝、永

光信一郎、山下裕史朗．特発性脊柱側弯

症を伴った摂食障害の一例．第 14 回 日

本小児心身医学会九州沖縄地方会 

2018.3.18(沖縄) 

142）山下大輔、石井隆大、千葉比呂美、永光

信一郎、山下裕史朗、日本小児心身医学

会摂食障害ワーキンググループ．日本語

版小児摂食態度調査票（ChEAT-26）―神

経性やせ症と回避・制限性食物摂取症と

の比較から用途を考える―．第 14 回 日

本小児心身医学会九州沖縄地方会 

2018.3.18(沖縄) 
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143）永光信一郎､酒井さやか､山下美和子､下

村豪､須田正勇､石井隆大､弓削康太郎､山

下裕史朗．周産期メンタルヘルスにおけ

る小児科医の役割について．第 14 回 日

本小児心身医学会九州沖縄地方会 

2018.3.18(沖縄) 

144）永光信一郎．親子の心の診療のための多

職種連携に関する調査研究報告 ―行

政・精神科・小児科・産婦人科の連携― 

第 29回九州・沖縄社会精神医学セミナー

2018.1.13（福岡） 

145）永光信一郎．思春期の子どもの理解を深

めよう～話さない息子よ、娘よ、何を考

えてるの？～ 久留米大学高次脳疾患研

究所第 16 回市民公開講座 2018.3.3(久

留米) 

146）永光信一郎．思春期の保健課題と心身症

について 平成 30 年度八女筑後地区学

校保健会総会特別講演 2018.6.13（八女） 

147）永光信一郎．思春期の心身の発達と保健

課題について．筑豊子ども問題研究会．

2018.6.15 (飯塚) 

148）永光信一郎．思春期健診、思春期アプリ

等を活用した思春期のヘルスプロモーシ

ョンの向上を目指す介入研究について久

留 米 市 思 春 期 保 健 意 見 交 換 会 

2018.7.27（久留米市） 

149）永光信一郎．小児科医・産婦人科医・精

神科医・心療内科医のための親子の心の

診療マップ．久留米精神科医会学術講演

会．2018.10.1(久留米) 

150）永光信一郎．周産期から子育て世代の切

れ目のない支援．平成 30 年度 第 1 回

『筑後かかりつけ医・産業医と精神科医

連携研修』．2018.10.16(久留米) 

151）永光信一郎．思春期の保健課題の克服～

中高生 2 万人のアンケート調査から．日

本小児科医会 第 18 回思春期の臨床講

習会．2018.11.4(東京) 

152）永光信一郎．思春期の子どもの理解を深

めよう～話さない息子よ、娘よ、何を考

えてるの？～．平成 30年度日田市家庭教

育講演会．2018.11.16(大分) 

153）永光信一郎．思春期の親子のかかりつけ

医制度に向けて．大牟田小児科医会講演

会．2018.11.28(大牟田) 

154） Junko Saito, Akira Shibanuma, Junko 

Yasuoka, Naoki Kondo, Daisuke Takagi, 

Masamine Jimba. Socioeconomic status 

and indoor smoking behaviors among 

parents: the roles of social norms of 

smoking.8th Annual Meeting 

International Society for Social 

Capital research; ISSC. Oral 

presentation. 2016 年 5月. 

155）齋藤順子、近藤尚己、高木大資、長谷田

真帆、浦山ケビン、三瓶舞紀子、篠原亮

次、秋山有佳、山縣然太朗「地域のソー

シャル・キャピタルと子育て中の女性の

喫煙および喫煙格差との関係」日本公衆

衛 生 学 会 総 会 抄 録 集 77

回.page455(2018.10) 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

なし 

 

2．実用新案登録 

なし 

 

3．その他 

なし 
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